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第１章 計画の基本的な考え方                                 

１ 計画の位置付け・性格 

（１）本計画における「こども・若者」等の定義及び「こども」の表記について 

本計画における「こども」等の範囲は、国の「こども基本法」や「こども大綱」な

どを勘案し、次のとおりとします。 

 

※ 国で示された表記方法を準用し、特別な場合（法令に根拠がある語を用いる場合

や固有名詞を用いる場合、いわてで育む条例第２条の用語の定義による「子ども」

を対象とした取組等を示す場合、他の語との関係で「こども」表記以外の語を用い

る場合など）を除き、原則として、平仮名表記の「こども」を用いることとします。 

※ 「こども」と「若者」は重なり合う部分がありますが、青年期全体を含むことを

明確にするため、特に「若者」と記載する場合があります。 

 

（参考） 

国の「こども大綱」等における、「こども」、「子ども」、「若者」等の定義は、次のとおり

となっています。 

 

【こども基本法（第２条）における定義】 

この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。 

 

【こども大綱における定義】 

「こども」は、「乳幼児期」（義務教育年齢に達するまで）、「学童期」（小学生年代）、「思

春期」（中学生年代からおおむね 18 歳まで）、「青年期」（おおむね 18 歳以降からおおむね

30 歳未満。施策によってはポスト青年期の者も対象とする。）とで分けて示す。なお、「若

者」については、法令上の定義はないが、ここでは思春期及び青年期の者とし、「こども」

と「若者」は重なり合う部分がある。 

 

【子供・若者育成支援推進大綱 1における定義】 

若者は、思春期、青年期（おおむね 18 歳からおおむね 30 歳未満まで）の者。施策によ

っては、ポスト青年期の者（青年期を過ぎ、大学等において社会の各分野を支え、発展さ

                             
1 こども大綱（令和 5 年 12 月 22 日閣議決定）の決定に伴い廃止されたが、考え方の参考としているも

の 

こども：心身の発達の過程にある者 

若 者：思春期からポスト青年期の者を含む 40 歳未満までの者 

青年期：おおむね 18 歳からおおむね 30 歳未満まで 

ポスト青年期の者：青年期を過ぎ、大学等において社会の各分野を支え、発展させ

ていく資質・能力を養う努力を続けている者や円滑な社会生活を営む上で困難を有

する、40 歳未満の者 
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せていく資質・能力を養う努力を続けている者や円滑な社会生活を営む上で困難を有する、

40 歳未満の者）も対象とする。 

 

【子ども・子育て支援法（第６条）における定義】 

この法律において「子ども」とは、十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの

間にある者をいい、「小学校就学前子ども」とは、子どものうち小学校就学の始期に達する

までの者をいう。 

 

【いわての子どもを健やかに育む条例（第２条）における定義】 

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 子ども 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある者をいう。 

(２) 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを現に監護する者を

いう。 

(３) 子ども・子育て支援 子どもを健やかに育むための子ども、保護者及び子どもを

生み、育てようとする者に対する支援をいう。 

(４) 子ども・子育て支援機関等 幼稚園、小学校等の教育機関、保育所、児童養護施

設等の児童福祉施設、子ども・子育て支援を行うことを目的とする特定非営利活動

法人その他の子ども・子育て支援を行う機関、施設及び団体をいう。 

 

【「こども」の表記に係る国の取扱い】 

国では、「『こども』表記の推奨について（依頼）」（令和４年９月 15 日付け内閣官房副長

官補付こども家庭庁設立準備室事務連絡）が示され、各府省庁に対し、今後の行政文書に

おいても「こども」表記を活用していくとし、特別な場合を除き、平仮名表記の「こども」

を用いるとされています。 

（特別な場合の判断） 

① 法令に根拠がある語を用いる場合 

例：公職選挙法における「子供」、子ども・子育て支援法における「子ども」 

② 固有名詞を用いる場合 

例：既存の予算事業名や組織名 

③ 他の語との関係で「こども」表記以外の語を用いる場合 

 

  



8 

（２）基本的な考え方 

この計画は、いわての子どもを健やかに育む条例（平成 27 年岩手県条例第 30 号。

以下「条例」という。）第 11 条に基づき、子ども・子育て支援に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るための「子ども・子育て支援に関する基本的な計画」として

策定するものです。 

本計画の策定に当たっては、条例第３条の基本理念を基本的な考え方としています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、この計画は、こども大綱（令和５年 12 月 22 日閣議決定）を勘案し、県の実

情等を踏まえ、こどもを中心におき、地域社会全体で子育てする方々やこどもを温か

く見守る環境を目指し、本県のこども施策を総合的に推進するために策定するもので

す。 

  

 

第３条 子ども・子育て支援は、子どもの権利を尊重し、その最善の利益を考慮して行わ

れなければならない。 

２ 子ども・子育て支援は、結婚や出産は個人の決定に基づくものであることを基本とし

つつ、結婚、妊娠、出産及び子育ての各段階に応じて、切れ目なく行われなければなら

ない。 

３ 子ども・子育て支援は、県、市町村、保護者、子ども・子育て支援機関等、事業主及

び県民が適切な役割分担の下に、相互に連携し、及び協力することにより行われなけれ

ばならない。 

条例の基本理念 
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【目的】 

日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社会を担う全ての

こどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに

成長することができ、こどもの心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権

利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し

て、こども施策を総合的に推進する。 

 

【６つの基本理念】 

１ 全てのこどもについて、個人として尊重されること・基本的人権が保障されるこ

と・差別的取扱いを受けることがないようにすること 

２ 全てのこどもについて、適切に養育されること・生活を保障されること・愛され

保護されること等の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法の

精神にのっとり教育を受ける機会が等しく与えられること 

３ 全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、自己に直接関係する全ての

事項に関して意見を表明する機会・多様な 社会的活動に参画する機会が確保され

ること 

４ 全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、意見の尊重、最善の利益が

優先して考慮されること 

５ こどもの養育は家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任を

有するとの認識の下、十分な養育の支援・ 家庭での養育が困難なこどもの養育環

境の確保 

６ 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境の整備 

 

こども基本法とは 

 

こども基本法に基づく、幅広いこども施策を総合的に推進するため、今後 5 年程度の

基本的な方針や重要事項を一元的に定めるものです、全てのこども・若者が身体的・精

神的・社会的に幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる「こどもまん

なか社会」の実現を目指しています。 

【基本的な方針】 

１ こども・若者は権利の主体であり、今とこれからの最善の利益を図ること 

２ こども・若者や子育て当事者とともに進めていくこと、 

３ ライフステージに応じて切れ目なく十分に支援すること、 

４ 良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図ること、 

５ 若い世代の生活の基盤の安定を確保し、若い世代の視点に立った結婚・子育ての

希望を実現すること、 

６ 施策の総合性を確保すること 

。 

こども大綱とは 
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（３）こども・子育て支援等に関連する施策の一体的な計画としての位置付け 

本計画は、これまで別々に作成・推進されてきた次の５つの計画を統合し、一体的

に策定しており、こども・子育て支援等に関連する施策を、体系的に記載しています。 

ア こども基本法(令和４年法律第 77 号)第 10 条第１項に基づく「都道府県こども計

画」 

イ 次世代育成支援対策推進法(平成 15 年法律第 120 号)第９条に基づく「都道府県

行動計画」 

ウ 子ども・若者育成支援推進法(平成 21 年法律第 71 号)第９条第１項に基づく｢都

道府県子ども・若者計画｣ 

エ こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律(平成 25 年法律第 64 号)第

10 条第１項に基づく「都道府県計画」 

オ 母子及び父子並びに寡婦福祉法(昭和 39 年法律第 129 号)第 12 条に基づく「ひと

り親家庭等自立促進計画」 

 

 

 

 

  

岩手県青少年育成プラン

・子ども若者育成支援推進法に基づく「都道府県

子ども若者計画」

いわて子どもプラン（2020～2024）

・いわての子ども健やかに育む条例に基づく「実施計画」

・次世代育成支援対策推進法に基づく「都道府県行動計画」

岩手県子どもの幸せ応援計画

（こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律に基づく「都道府県計画」）

岩手県ひとり親家庭等自立促進計画

（母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく「ひとり親家庭等自立促進計画」）

岩手県子ども・子育て支援事業支援計画

（子ども・子育て支援法に基づく都道府県計画）

岩手県社会的養育推進計画

（国通知（都道府県社会的養育推進計画の策定について））

岩手県児童虐待防止アクションプラン

いわてこどもプラン（2025～2029）

・いわての子ども健やかに育む条例に基づく「実施計画」

・こども基本法に基づく「都道府県こども計画」

・次世代育成支援対策推進法に基づく「都道府県行動計画」

・子ども若者育成支援推進法に基づく「都道府県子ども若者計画」

・こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律に基づく「都道府県計画」

・母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく「ひとり親家庭等自立促進計画」

岩手県子ども・子育て支援事業支援計画

（子ども・子育て支援法に基づく都道府県計画）

岩手県社会的養育推進計画

（国通知（都道府県社会的養育推進計画の策定について））

岩手県児童虐待防止アクションプラン

個
別
計
画

個
別
計
画

2019～2024の体系 2025～2029の体系
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（４）いわて県民計画（2019～2028）との関係 

    本計画は、いわて県民計画（2019～2028）の「長期ビジョン」及び第２期アクショ

ンプラン「政策推進プラン」、「復興推進プラン」等における基本的な考え方や政策推進

の基本方向等を踏まえ、一体的に推進していくものです。 

 

   また、本計画は、いわて県民計画（2019～2028）の政策の体系における「家族・子育

て」分野をはじめ、各政策分野の子ども・子育て支援に関する施策を、条例（第９条）

や、こども大綱等に基づき、横断的に進めるものです。 

 

＜参考：いわて県民計画（2019～2028）―長期ビジョン―＞ 

いわて県民計画（2019～2028）の政策の体系

〔長期ビジョン〕
■基本目標
東日本大震災津波の経験に基づき、

引き続き復興に取り組みながら
お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて

Ⅰ

健
康
・
余
暇

Ⅱ

家
族
・
子
育
て

Ⅲ

教

育

Ⅳ

居
住
環
境
・

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

Ⅴ

安

全

Ⅵ

仕
事
・
収
入

Ⅶ

歴
史
・
文
化

Ⅷ

自
然
環
境

Ⅸ 社 会 基 盤

Ⅹ 参 画

 
（５）他の児童福祉に関する計画等との関係 

    本計画は、次に掲げる法定計画をはじめとする関連施策に関する計画と調和を保ち

ながら、推進していきます。 

・ 子ども・子育て支援法に基づく「岩手県子ども・子育て支援事業支援計画」 

・ 『「都道府県社会的養育推進計画」の策定について（厚生労働省子ども家庭局長 

通知）』に基づく「岩手県社会的養育推進計画」 

・ 「岩手県児童虐待防止アクションプラン」 

・ 「健康いわて 21 プラン」 

・ 障害者基本法等に基づく「岩手県障がい者プラン」 

・ 医療法等に基づく「岩手県保健医療計画」 

・ 教育基本法に基づく「岩手県教育振興計画」 

 

   また、国の母子保健を含む成育医療等に関する計画である「成育医療等基本方針」に

対応する県計画の内容を抱合しています。 
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２ 計画期間 

2025 年度から 2029 年度までの５年間 

 

３ 計画の構成 

   第１章 計画の基本的な考え方 

   第２章 こども・若者や子育て当事者を取り巻く現状 

   第３章 本県のこども・若者や子育て当事者に関する課題認識 

   第４章 目指す姿及び推進する施策 

   第５章 計画推進に向けて 
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第２章 こども・若者や子育て当事者を取り巻く現状                        

１ こどもの権利の状況 

・ 全国の傾向として「こどもの権利だと思っているもの」と「守られていると感じる

こどもの権利」の比較について、小学生では大きな乖離はない一方、中高生では全て

の項目において「守られていると感じるこどもの権利」の値が低くなっています。 

・ 「親からの暴力やひどい扱いから守られること」、「誰からも幸せを奪われないこと」、

「すべてのこどもは、健やかに生きる・育つことができること」の項目においては、「こ

どもの権利だと思っているもの」の値よりも「守られていると感じるこどもの権利」の

値が中学生では 25 ポイント以上、高校生では 40 ポイント以上低くなっています。 

 

こどもの権利だと思っているものと守られていると感じるこどもの権利の比較  
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（資料：こども家庭庁「児童の権利に関する条約の認知度等調査及び同条約の 

普及啓発方法の検討のための調査研究報告書（令和６年３月）」） 
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２ 結婚を取り巻く状況 

・ 本県の未婚率、平均初婚年齢は上昇しており、未婚化、晩婚化が進行しています。 

・ 全国的な傾向としては、結婚相手となる異性と出会う機会の減少や不安定な若者の生

活基盤などが背景としてあげられます。 

 

（１）未婚率、50 歳時未婚率の状況 

①未婚率                              

本県の未婚率は、男女ともに全ての年代で上昇しています。 

    また、男女とも若い世代の上昇率が大きくなっています。 

   【岩手県：令和２年と平成 27 年の比較】 

（25～29 歳：男性＋4.7％ 女性＋4.6％、30～34 歳：男性＋4.7％ 女性＋2.6％、 

35～39 歳：男性＋2.2％ 女性＋1.6％、40～44 歳：男性＋1.3％ 女性＋1.5％） 

（単位：％） 

 

  

平27年 令和２年 平27年 令和２年 平27年 令和２年 平27年 令和２年

全　国 68.3 72.9 44.7 47.4 33.7 34.5 29.0 29.1
岩手県 66.3 71.0 45.9 50.6 36.0 38.2 31.2 32.5
全　国 58.8 62.4 33.6 35.2 23.3 23.6 19.0 19.4
岩手県 54.3 58.9 32.1 34.7 22.8 24.4 18.2 19.7

40～44歳

男
性

女
性

25～29歳 30～34歳 35～39歳

（資料：総務省「国勢調査」） 
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②50 歳時未婚率 

    本県の 50 歳時未婚率は、男女ともに上昇しており、また、男性については全国数値を

上回っています。 

 

  （資料：総務省「国勢調査」）  

 

（２）婚姻件数、婚姻率の状況 

  本県の婚姻件数、婚姻率（人口千人当たり割合）とも、近年は微減傾向にあります。

また、婚姻率は全国値を下回っています。 

 

（資料：厚生労働省「人口動態統計」） 
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（３）平均初婚年齢の状況 

 平均初婚年齢は、近年は横ばい傾向となっています。 

（資料：厚生労働省「人口動態統計」）  

 

（４）結婚の意思を持つ未婚者の状況 

      全国の調査における、結婚の意思を持つ未婚者は、平成 14 年以降、下げ止まりが

見られましたが、近年は再び減少しています。 

   

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回出生動向基本調査」） 

    

  

81.4 

84.3 
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31.1 
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29.4 

25.0

27.0

29.0

31.0

平7 平12 平17 平22 平27 令2 令3 令4 令5

全国（夫）

全国（妻）

岩手県（夫）

岩手県（妻）

（歳） 
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（５）結婚していない理由の状況 

      全国の調査における、25～34 歳未婚者が独身にとどまっている理由は、「適当な相

手にめぐり会わない」が最も多くなっています。 

また、結婚しない理由として「必要性を感じない」、「自由や気楽さを失いたくない」

といった項目が高くなっているほか、男性の結婚できない理由として「結婚資金が足

りない」の項目が高くなっています。 

 

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回出生動向基本調査」） 
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[全国] 

[25～34 歳] 「結婚しない」理由  「結婚できない」理由  
（％）  
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（６）未婚者が希望するライフコースの状況 

全国の調査における、未婚の女性の理想のライフコースでは、仕事と子育ての両立

が増加しており、専業主婦を望む人は減少しています。 

男性が期待する女性のライフコースをみても、仕事と子育ての両立が増加してお

り、専業主婦を望む人は減少しています。 

また、女性・男性とも、ＤＩＮＫＳ及び非婚就業を望む人が増加しています。 

① 未婚の女性の理想のライフコース 

 

 

   ② 未婚の男性の理想のライフコース 

 

 

 

 

 

 

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回出生動向基本調査」） 
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令3

【専業主婦】女性が結婚し、家事や育児に専業する  

【再就職】女性が結婚し、一旦は仕事を辞めるが、再就職する  

【両立】結婚し、家庭や子育てと仕事を両立する  

【ＤＩＮＫＳ】結婚し、子どもは持たずに仕事を続ける  

【非婚就業】結婚せず、仕事を続ける  

[全国] （％） 

（％） 
[全国] 
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３ 出産環境の状況 

・ 本県の母の第１子出産平均年齢は上昇を続け、令和５年は 30.3 歳となっています。 

・ 本県の分娩を取り扱う医療機関は、病院、診療所ともに減少傾向にあります。 

 

（１）出産年齢の状況（母の第１子出産平均年齢） 

      

 

  （資料：厚生労働省「人口動態統計」）  

 

（２）分娩を取り扱う医療機関の状況 

（単位：機関）         

   

 （資料：日本産婦人科医会調査 ※隔年調査）      

（３）不妊専門相談センターの相談件数 

相談内容 R1 R2 R3 R4 R5 

検査治療 16 件 26 件 55 件 57 件 52 件 

費用 0 件 11 件 12 件 18 件 28 件 

医療機関の情報 29 件 22 件 23 件 39 件 40 件 

その他 8 件 16 件 34 件 62 件 42 件 

合計 53 件 75 件 124 件 176 件 162 件 

（資料：子ども子育て支援室調） 

30.3

31.0

26

27

28

29

30

31

H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R3 R4 R5

岩手県

全国

（歳）

H24 H26 H28 H30 R2 R4

病　院 12 12 12 11 11 10

診療所 24 23 20 18 14 12

計 36 35 32 29 25 22

 

（歳

） 
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４ 世帯当たり人員数及び保育等の状況 

・ 本県の世帯数は増加していますが、世帯当たり人員数は減少しており、核家族化が進

んでいます。 

・ 本県の保育所等及び放課後児童クラブ 2の待機児童は、改善が見られるものの発生して

います。 

 

（１）世帯当たり人員数の状況 

    

 
（資料：総務省「国勢調査」） 

（２）保育所等入所待機児童数の状況 

      本県の保育所等の定員は減少しているものの、待機児童は 20 名程度で推移してい

ます。 

   

                             
2 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小学校

の余裕教室や児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業 

2.46 
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40

45

50
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世帯数

世帯あたり
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[岩手県] （人） 
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（資料：子ども子育て支援室調） 

（３）放課後児童クラブ待機児童数の状況 

      本県の放課後児童クラブ待機児童数（５月１日現在）は減少しています。  

 

（資料：こども家庭庁「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況」） 

 

  

29 

285

0

50

100
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200
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350
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待機児童数
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23 

５ 自己肯定感や有用感を育む教育の状況 

・ 本県の児童、生徒に対して行った調査によると、「自分には、よいところがあると思い

ますか」の質問に対して「当てはまる」「どちらかと言えば、当てはまる」と回答した割

合が、児童では 82％、生徒では 79.1％となっています。 

・ 本県の児童、生徒に対して行った調査によると、「いじめは、どんな理由があってもい

けないことだと思いますか」の質問に対して「当てはまる」「どちらかと言えば、当ては

まる」と回答した割合が、児童では 97.3％、生徒では 96.7％となっています。 

 

（１）自己肯定感を持つ児童生徒等の状況 

（自分には、よいところがあると思いますか） 

 

    

  

（資料：全国学力・学習状況調査） 

   ※ 令和２年度については、調査が行われていないもの。 
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（２）いじめに対する児童生徒等の認識の状況 

（いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思いますか） 

 

     

  

 

（資料：全国学力・学習状況調査） 

   ※ 令和２年度については、調査が行われていないもの。 
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６ こどもの社会的自立等の状況 

・ 新規高校卒業者の就職状況は、求人数の増加と求職者数の減少により高い水準を

維持していますが、高卒者の県内就職率は令和３年度以降減少しました。 

・ 刑法犯少年の検挙・補導人員は、令和３年までは減少傾向で推移していましたが、

令和４年からは増加に転じているほか、ＳＮＳを悪用した犯罪被害が後を絶たない

状況にあります。 

 

①新規高校卒業者の就職状況      ②新規大学卒業者の就職内定状況 

 
（出典）厚生労働省岩手労働局調査      （出典）厚生労働省岩手労働局調査  

 

③高校・大学卒業後３年以内離職率の推移 

 

（出典）厚生労働省岩手労働局調査  
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④ 中高生の地域に対する愛着 

（問 あなたが今住んでいる地域の好きなところ、きらいなところはどんなことですか） 

○　好きなところ （人） ●　きらいなところ （人）

１　家族 239 １　家族 8

２　友達 284 ２　友達 15

３　近所や学校での人間関係 121 ３　近所や学校での人間関係 41

４　文化や伝統、しきたり 104 ４　文化や伝統、しきたり 28

５　自然環境 266 ５　自然環境 29

６　趣味や娯楽 66 ６　趣味や娯楽 91

７　風景や景観 220 ７　風景や景観 17

８　暮らしやすさ 219 ８　暮らしにくい 64

９　落ち着きがある 225 ９　静かで寂しい 90

10　にぎわいがある 43 10　騒がしい 21

11　馴染みがある 143 11　馴染みがない 5

12　その他 3 12　その他（特になしを含む） 91
 

（出典）令和６年度青少年の健全育成に関する意識調査 

※ 回答者：岩手県内に居住する少年（中学生・義務教育学校後期課程の生徒・高校生）476 人

（該当する選択肢を全て選択） 

 

⑤若年無業者の推移 

（単位：人） 

 H14 H19 H24 H29 R4 

岩手県 6,300 6,400 6,100 5,800 5,600 

（出典）総務省「就業構造基本調査」 

 

⑥歩行中事故の死傷者 

 

（出典）岩手県警察本部「岩手県交通事故のあらまし」 
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⑦自転車乗車中事故の死傷者 

 

（出典）岩手県警察本部「岩手県交通事故のあらまし」 

 

⑧いじめを認知した件数の推移 

 
 （出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 
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⑨不登校児童生徒数の推移 

 

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 

 

⑩刑法犯少年数と再犯者率 

 

（出典）岩手県警察本部「少年非行の実態」 

 

⑪ＳＮＳ等利用福祉犯3 

 

（出典）岩手県警察本部「少年非行の実態」 

                             
3 福祉犯：「少年の福祉を害する犯罪」の略称で、児童買春、児童ポルノ、子供への違法な薬物の提

供、酒・タバコの提供、年少者の不法雇用等。 
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⑫ インターネット・スマートフォンの利用に関する県民意識等 

中高生が経験したトラブル（上位５項目） (件) 保護者が感じる不安（上位５項目） (件) 

使いすぎて生活や健康に支障が出た 153 使いすぎて生活や健康に支障が出る 297 

ＳＮＳ上で誹謗中傷や嫌がらせを受けた 23 犯罪やトラブルに巻き込まれる 253 

ＳＮＳをきっかけとした人間関係のトラブル 23 交友関係や利用状況を把握できない 96 

ネットで知り合った人から直接会おうと誘わ

れた 
20 いじめや仲間はずれの対象になる 92 

詐欺にあった（あいそうになった） 17 顔写真や住所など個人情報を晒される 82 

（出典）令和６年度青少年の健全育成に関する意識調査 

※ 回答者：岩手県内に居住する少年（中学生・義務教育学校後期課程の生徒・高校生）476 人とその保

護者 478 人（該当する選択肢を全て選択） 
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７ こどもの貧困の状況 

【岩手県子どもの生活実態調査結果（令和５年度実施）の概要】 

・ 本県の、収入が 150 万円未満の割合は、12.8％となっています45。 

・ また、経済的な理由により「電気・ガス・水道などが止められた」「医療機関を受診す

ることができなかった」などの経験について、「どれにもあてはまらない」と回答した割

合は、平成 30 年度の 52.5％に対し、57.8％となっており、改善がみられます。 

 

＜令和５年実施：岩手県子どもの生活実態調査の概要＞ 

 計 小学５年生 中学２年生 

調査時期 令和５年 12 月 15 日～令和６年１月 22 日 

調査方法 無記名式全数調査（学校配付・ＷＥＢ回答） 

調査対象者 小学５年生、中学２年生の児童生徒及びその保護者全て 

調査 

対象者数 

計 37,228 人 計 18,186 人 計 19,042 人 

保護者 18,614 人 保護者 9,093 人 保護者 9,521 人 

児童生徒 18,614 人 児童生徒 9,093 人 児童生徒 9,521 人 

回答数 

（回答率） 

計 
14,057 人 

（37.8%） 
計 

7,277 人 

(40.0%) 
計 

6,780 人 

(35.6%) 

保護者 
3,395 人 

(18.2%) 
保護者 

1,913 人 

(21.0%) 
保護者 

1,482 人 

(15.6%) 

児童生徒 
10,662 人 

(57.3%) 
児童生徒 

5,364 人 

(59.0%) 
児童生徒 

5,298 人 

(55.6%) 

 

 

 

 

  

                             
4 都道府県別の相対的貧困率のデータは公表されていないため、岩手県子どもの生活実態調査におい

て、収入が 150 万円未満（世帯全体の令和４年の年収（税込）を世帯員数の平方根で除して得た値）の

割合を参考値であること。なお、単純な比較はできないいものの、国民生活基礎調査における令和３年

の相対的貧困率は、15.4％となっている。 
5 貧困線［等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り

収入）を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分の額。令和３年は 127 万円］に満た

ない世帯員の割合 



31 

（１）収入階層6ごとの世帯構成 

    収入階層別では、中央値以上の世帯の９割以上が「両親のいる世帯」であるのに

対し、中央値 1/2 未満の世帯では、「両親のいる世帯」は６割未満となっている。 

 

 

  

                             
6 収入階層の区分: 令和４年の世帯年収（税込）を世帯員数の平方根で除して得た値により、「中央値

（2,683,282 円）以上」、「中央値（2,683,282 円）未満」(※)及び「中央値の 1/2（1,341,641 円）未

満」の３階層に分類し、さらに、就学段階による差を比較するため、それぞれを「小学５年生」及び

「中学２年生」に区分して集計した。 

94.5%

86.2%

55.2%

1.0%

6.7%

24.5%

3.0%

5.3%

17.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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中央値の
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両親のいる世帯

母子世帯（母及び18歳未満の子のみ）

母子世帯（18歳以上の親族等同居）

父子世帯（父及び18歳未満の子のみ）

父子世帯（18歳以上の親族等同居）

その他
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（２）親の就労状況 

父親に比較し、母親では「フルタイム（正規職員）」の割合が低く、「パート・ア

ルバイト」「フルタイム（非正規）」の割合が高くなっています。 

【父親の就労状況】 

 

【母親の就労状況】 
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（３）子どもや生活に関する相談相手 

  いやなことや悩みがあるときの相談相手として、小学５年生、中学２年生ともに、「保

護者・親・兄弟姉妹」「学校の友達」「学校の先生」の順に回答した割合が高くなってい

ます。一方で、２割弱の小学５年生、中学２年生が「だれにも相談しない」と回答して

います。 

 

  

小学５年生 中学２年生

6,992 3,702 3,290

65.6% 69.0% 62.1%

1,067 597 470

10.0% 11.1% 8.9%

5,585 2,448 3,137

52.4% 45.6% 59.2%

1,251 518 733

11.7% 9.7% 13.8%

2,093 1,051 1,042

19.6% 19.6% 19.7%

488 200 288

4.6% 3.7% 5.4%

282 138 144

2.6% 2.6% 2.7%

117 68 49

1.1% 1.3% 0.9%

111 62 49

1.0% 1.2% 0.9%

404 125 279

3.8% 2.3% 5.3%

128 76 52

1.2% 1.4% 1.0%

1,930 993 937

18.1% 18.5% 17.7%

10,662 5,364 5,298

100.0% 100.0% 100.0%

2
おじいさん・おばあさ
ん・親せき

3 学校の友だち

4 学校以外の友だち

1 保護者・親・兄弟姉妹

8 近所の人

9 子ども専用の電話相談

10

スマートフォン（インター
ネット）などを通じて知り
あった直接会ったことのな
い人

5 学校の先生

6
スクールカウンセラー、
スクールソーシャルワー
カー

7
学校以外の習いごと等の
先生

回答者数計

11 その他

12 だれにも相談しない

計
小学５年生・中学２年生
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（４）医療機関への受診 

【過去１年間に医療機関で子どもを受診させた方がよいと思ったが、実際には受診

させなかったことがあるか】 

 

 

【医療機関を受診させなかった理由】 

 

    収入が低い階層では、経済的な理由により子どもを医療機関に受診させなかった

ことがある割合が高くなっています。 

    収入階層に関わらず、多忙で、医療機関に連れていく時間がなかったことがある

割合が高くなっています。  

13.1%

15.7%

20.0%

86.9%

84.3%

80.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上

中央値未満

中央値の

1/2未満

ある

ない

1.6%

3.2%

10.6%

55.7%

49.2%

48.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上

中央値未満

中央値の

1/2未満

公的医療保険に加入しておらず、

医療費の支払いができなかったた

め

公的医療保険に加入していたが、

医療機関での自己負担金を支払う

ことができなかったため

お子さん本人が（行くのが）嫌だ

と言ったため

医療機関までの距離が遠く、通院

することが困難であったため

多忙で、医療機関に連れて行く時

間がなかったため

その他
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（５）子どもの居場所に対するニーズ 

【無料か安い料金でご飯が食べられる「子ども食堂」があったら行きたいと思うか】 

 
 

【子ども食堂などの居場所があった場合、利用したいと思うか】 

 

 

  児童生徒の約半数が「子ども食堂」に行きたいと回答しています。また、収入階層に

関わらず「子どもの居場所」に対する一定程度のニーズがみられます。 

 

 

 

 

 

  

49.6%

44.9%

50.4%

55.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学５年生

中学２年生

行きたい 行きたいと思わない

1.5%

1.1%

2.7%

21.1%

28.8%

32.7%

77.4%

70.1%

64.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中央値以上

中央値未満

中央値の

1/2未満

現在利用している 今後利用したいと思う 利用するつもりはない
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８ ひとり親家庭の状況 

【ひとり親世帯実態調査結果（令和５年度実施）の概要】 

・ 本県の、ひとり親世帯は増加傾向にありましたが、近年は、母子世帯、父子世帯ともに

減少しています。 

 

＜令和５年実施：岩手県ひとり親世帯実態調査概要＞ 

時期 令和５年 12 月１日～令和５年 12 月 20 日（令和５年８月１日現在） 

方法 

 基礎調査(市町村において児童扶養手当受給者台帳の資料から対象世帯数

等を調査)の結果をもとに、調査対象世帯 2,000 世帯（母子・父子・養育

者・寡婦）を市町村に割り振り調査 

対象者 
 母子世帯、父子世帯、養育者世帯及び寡婦世帯（以下「母子世帯等」と

いう。） 

対象者数、

回答率 

区分 
基礎調査 

世帯数 

調査対象 

世帯数 

回答 

世帯数 
回収率 

母子世帯 8,992 1,057 451 42.70% 

父子世帯 828 97 47 48.50% 

養育者世帯 46 6 4 66.70% 

寡婦世帯 7,142 840 361 43.00% 

合計 17,008 2,000 863 43.20% 

 

 

（１）ひとり親世帯数 

 

 

 

8,992

828

9,820

0

2

4

6

8

10

12

14

16

平2 平6 平10 平15 平20 平25 平30 令5

母子世帯

父子世帯

総数

［岩手県］ （千世帯） 
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（２）親の年齢 

    母子世帯・父子世帯ともに「40 代」が最も多く、次いで「30 代」が多くな

っています。 

 

  

7.1%

31.3%

48.8%

12.0%

0.9%

6.4%

27.7%

36.2%

27.7%

2.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

20代

まで

30代 40代 50代

以上

無回答

母子世帯割合 父子世帯割合



38 

（３）相談相手 

 父子世帯は、「いる」が５割以上ですが、母子世帯は５割未満となっています。

相談相手は、「親族」、「知人・隣人」の身近な人が圧倒的に多くなっています。 

 

 

 

  

45.9%

31.2%

12.2%

10.7%

50.0%

16.7%

25.0%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

いる

欲しい

必要がない

無回答

母子世帯

父子世帯

51.2%

24.4%

0.5%

0.5%

5.5%

18.0%

47.1%

23.5%

5.9%

11.8%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

親族

知人・隣人

県・市町村窓口、母子父子自立支援員

ひとり親家庭等就業・自立支援セン

ター

母子寡婦福祉団体

弁護士

家庭裁判所

養育費相談支援センター

その他

無回答

母子家庭

父子家庭



39 

（４）就労の状況 

母子世帯・父子世帯ともに「正規の職員・従業員」が最も多くなっています。ま

た「正規の職員・従業員」の割合は、母子世帯より父子世帯の方が多くなっていま

す（母子世帯 61.9%、父子世帯 78.7%）。 

 

 

  

61.9%

21.0%

5.5% 4.4%
3.9% 1.1% 1.1%

0.0%
1.1%

78.7%

0.0%
4.3%

0.0%
2.1%

6.4% 2.1%

6.4%
0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

正
規
の
職
員
・
従
業
員

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
等

不
就
業

( 

仕
事
は
し
て
い
な
い
）

そ
の
他

自
営
業

（
農
林
水
産
業
を
含
む
）

会
社
な
ど
の
役
員

家
族
従
業
者

労
働
者
派
遣
事
業
所
の

派
遣
社
員

無
回
答

母子世帯 父子世帯
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（５）就労収入の状況 

 母子世帯は「15～20 万円」、父子世帯は「20 万円以上」が最も多くなっていま

す。 

 

 

（６）養育費の取り決め状況 

「取り決めをしていない」が母子世帯 40.1％、父子世帯 57.4％となっており、

取り決めをしていない世帯の割合は、母子世帯より父子世帯の方が多くなってい

ます。 

 

 

  

3.3%

7.8%

27.5% 28.4%

14.6%

18.4%

0.0%

2.1%

0.0%

36.2%

40.4%

21.3%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

5万円未満 5～10万円未満 10～15万円未満15～20万円未満 20万円以上 無回答

母子世帯 父子世帯

34.0%

54.9%

57.4%

40.1%

8.5%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

父子世帯

母子世帯

取り決めをしている 取り決めをしていない 無回答



41 

（７）福祉制度関係の認知度・利用度 

   【認知度】 

  母子世帯・父子世帯ともに「公共職業安定所」の認知度が最も高くなっていま

す。次いで母子世帯は「民生・児童委員」「市福祉事務所・町村福祉窓口・家庭児

童相談室」の順に、父子世帯は「市福祉事務所・町村福祉窓口・家庭児童相談室」

「民生・児童委員」の順に高くなっています。 

 
 

  

79.2%

55.9%

55.7%

53.2%

52.8%

41.2%

28.6%

25.7%

20.0%

18.4%

16.9%

16.6%

16.2%

14.4%

14.2%

13.5%

12.6%

10.6%

9.1%

8.9%

7.5%

7.3%

6.4%

4.2%

57.1%

40.5%

42.9%

35.7%

31.0%

21.4%

23.8%

2.4%

9.5%

4.8%

0.0%

4.8%

2.4%

4.8%

2.4%

9.5%

4.8%

4.8%

0.0%

2.4%

4.8%

0.0%

4.8%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

公共職業安定所（ハローワーク）

民生委員・児童委員

市福祉事務所・町村福祉窓口、家庭児童相談室

児童相談所・児童家庭支援センター

子ども食堂

母子自立支援員・子育て支援員（広域振興局）

公共職業能力開発施設

ファミリー・サポートセンター事業

発達障がい者支援センター

母子生活支援施設（旧母子寮）

女性相談支援センター

ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業

自立支援教育訓練給付金事業

教育相談（岩手県総合教育センター）

配偶者暴力相談支援センター

ひとり親家庭等総合相談支援事業…

学習支援事業

ひとり親家庭等日常生活支援事業

母子寡婦福祉連合会

特別相談事業（法律相談）

短期入所生活援助事業（ショートステイ）

養育費相談支援センター

高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

夜間養護事業（トワイライトステイ）

母子世帯

父子世帯
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【利用度】 

母子世帯・父子世帯ともに公共職業安定所の利用度は高くなっていますが、ひと

り親家庭等総合相談支援事業や日常生活支援事業などの福祉制度の利用度が低く

なっています。 

 

23.9%

21.4%

11.1%

7.1%

10.2%

2.4%

3.8%

0.0%

9.8%

16.7%

0.9%

2.4%

47.2%

28.6%

4.2%

4.8%

2.9%

1.8%

2.9%

4.7%

2.4%

9.5%

9.5%

9.5%

4.8%

6.9%

9.5%

6.9%

4.8%

4.9%

7.1%

4.0%

4.8%

12.9%

9.5%

12.0%

9.5%

2.2%

2.4%

6.4%

4.8%

9.8%

7.1%

6.7%

2.4%

33.3%

31.0%

38.6%

45.2%

42.6%

45.2%

42.6%

45.2%

48.1%

47.6%

47.9%

45.2%

18.0%

33.3%

42.4%

40.5%

48.8%

50.0%

44.3%

45.2%

40.1%

42.9%

43.0%

45.2%

33.3%

38.1%

40.8%

42.9%

40.4%

42.9%

46.8%

50.0%

37.3%

28.6%

47.2%

47.6%

22.0%

28.6%

41.5%

45.2%

46.1%

47.6%

47.5%

50.0%

47.2%

50.0%

45.7%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

利用している又は利用したことがある 利用したことがないが今後利用したい

今後利用するつもりはない 無回答

市福祉事務所・

町村福祉窓口・

家庭児童相談室

母子自立支援

員・子育て支援

員（広域振興

局）

児童相談所・児童

家庭支援センター

女性相談支援

センター

民生委員・児

童委員

母子生活支援施

設（旧母子寮）

公共職業安定所

（ハローワーク）

公共職業能力

開発施設

配偶者暴力相談

支援センター

母子寡婦福祉

連合会

教育相談（岩手県

総合教育セン

ター）

発達障がい者

支援センター
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0.9%

0.7%

2.4%

0.4%

0.9%

1.8%

2.4%

3.5%

3.3%

5.5%

7.1%

2.2%

2.4%

2.0%

2.4%

10.4%

4.8%

4.0%

4.8%

4.7%

4.8%

11.3%

7.1%

13.7%

9.5%

14.6%

4.8%

8.0%

4.8%

7.8%

11.9%

19.1%

7.1%

13.7%

4.8%

6.9%

7.1%

16.6%

9.5%

41.5%

45.2%

48.1%

45.2%

47.9%

45.2%

42.8%

42.9%

40.4%

40.5%

36.8%

45.2%

43.2%

47.6%

41.0%

35.7%

39.5%

47.6%

40.4%

47.6%

44.8%

42.9%

35.0%

35.7%

47.2%

50.0%

47.9%

50.0%

46.8%

47.6%

45.5%

50.0%

45.0%

50.0%

46.8%

47.6%

45.2%

47.6%

47.9%

52.4%

35.9%

38.1%

43.7%

47.6%

48.3%

47.6%

46.3%

52.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

母子世帯

父子世帯

利用したことがある又は知っている 利用したことがないが今後利用したい
今後利用するつもりはない 無回答

高等学校卒業程

度認定試験合格

支援事業

夜間養護事業

（トワイライ

トステイ）

短期入所生活

援助事業

（ショートス

テイ）

ひとり親家庭

等日常生活支

援事業

ひとり親家庭

等就業・自立

支援センター

事業

自立支援教育

訓練給付金事

業

ファミリー・

サポートセン

ター事業

特別相談事業

（法律相談）

子ども食堂

学習支援事業

養育費相談セ

ンター

ひとり親家庭等

総合相談支援事

業（ひとり親家

庭等応援サポー

トセンター）
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９ 要保護児童等の状況 

・ 家庭養育機能の脆弱化や子育ての孤立化などによる養育者の育児不安の増加、児

童虐待に対する社会の関心の高まりなどを背景に、本県の児童虐待対応件数は、近

年、大幅に増加しています。 

・ 本県の社会的養護（施設入所等）を必要とする児童数（人口 10 万人当たり）、里

親委託率は減少傾向となっています。 

 

（１）児童虐待の対応状況 

   本県の児童虐待対応件数は、増加し続けています。また、児童相談所においては令

和３年度に大幅な増加がみられます。 

 

（資料：厚生労働省「福祉行政報告例」）  

1,178 
1,427 1,376 

1,709 1,717 

805

796 819

851 9131,983 

2,223 2,195 

2,560 2,630 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平30 令元 令2 令3 令4

市町村

児童相談所
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（２）要保護児童数・里親委託率の状況 

   本県の、児童人口 10 万人当たりの要保護児童数（施設入所児童及び里親委託児

童）、里親への委託割合は、平成 30 年度から令和４年度の５年間で減少傾向となっ

ています。 

 

  （資料：子ども子育て支援室調） 

 

（３）ヤングケアラーの状況 

   本県の、令和４年度に県内市町村の要保護児童対策地域協議会において支援対象と

して登録されている児童のうち、ヤングケアラーと思われるものは 43 件であり、

年々増加傾向となっています。  

 

 

 （資料：子ども子育て支援室調） 

 

 

 

174.9

19.7%

0%

100%

150

175

200

平31 令2 令3 令4 令5

要保護児童数

（児童人口10万

人あたり）

里親委託率（震

災分を除く）

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

要保護児童 
登録ケース数 1,593 件 1,781 件 2,271 件 

ヤングケアラー数 29 件 22 件 26 件 

要支援児童 
登録ケース数 1,017 件 864 件 1,013 件 

ヤングケアラー数 3 件 17 件 17 件 

特定妊婦 
登録ケース数 309 件 232 件 204 件 

ヤングケアラー数 2 件 0 件 0 件 

合 計 
登録ケース数 2,919 件 2,877 件 3,488 件 

ヤングケアラー数 34 件 39 件 43 件 

（人） 

［岩手県］ 
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（４）特定妊婦の状況 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

 123 件 144 件 173 件 178 件 151 件 102 件 101 件 

  （資料：子ども子育て支援室調） 

市町村要保護児童対策地域協議会に登録されている特定妊婦の数 

（各年度４月１日時点） 

H30～R4：「市町村（虐待対応担当窓口等）の状況調査」（国実施）による件数 

  R5、6：県調査による件数 
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10 仕事環境の状況 

・ 本県の雇用者総数に占める「女性雇用者の割合」は、令和２年は 46.8％、15～64 歳の

「女性生産年齢人口に占める雇用者数の割合」は、令和２年は 64.6％となっており、い

ずれも増加しています。 

・ 「総実労働時間（年間）」は、年々減少し、令和５年は 1,742.4 時間となっています。 

・ 「共働き世帯の男性の家事時間割合（週平均（女性の家事時間に対する割合））」は、

年々増加しており、令和５年は 43.0％となっています。 

 

（１）働く女性の状況                        

   （単位：人）  

   

（資料：総務省「国勢調査」）  

    

（２）総実労働時間 

   （単位：時間）  

 

（資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査地方調査」）  

[岩手県］ 平成7 平成12 平成17 平成22 平成27 令和2

雇用者総数 528,990 540,204 512,099 482,904 499,851 447,356

女性雇用者数 221,962 231,155 227,429 221,108 228,321 209,317

女性雇用者の割合 42.0% 42.8% 44.4% 45.8% 45.7% 46.8%

女性生産年齢人口
（15～64歳）

469,556 451,653 425,418 396,620 361,521 323,779

女性生産年齢人口に占め
る雇用者数の割合

47.3% 51.2% 53.5% 55.7% 63.2% 64.6%
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（３）共働き世帯の男性の家事時間割合 

    

（単位：％）  

 

（資料：岩手県「県民意識調査」、岩手県「県民生活基本調査」）  

 

（４）一般事業主行動計画の策定の状況 

次世代育成支援対策推進法に基づき、常時雇用する労働者が 101 人以上の企業に

おいては一般事業主行動計画の策定が義務付けられており、本県では、101 人以上の

企業の全てにおいて計画を策定しています。 

［岩手県・令和６年３月末現在］ 

常時雇用する労働者数  100 人以下 101～300 人 301 人以上 合 計 

策定届の届出企業数  725 社 343 社 104 社 1,172 社 

届出率 - 100% 100% - 

（資料：厚生労働省「都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況」）  
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11 東日本大震災津波の発生によるこどもを取り巻く状況 

・ 東日本大震災津波により被災した子どものこころのケアの拠点である「いわてこ

どもケアセンター」における相談件数は減少しているものの、依然として相談が寄

せられています。 

 

いわてこどもケアセンター相談件数  

令和２年度  令和３年度  令和４年度  令和５年度  

1,278 件 2,319 件 2,137 件 1,646 件 

（資料：子ども子育て支援室調） 
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第３章 本県のこども・若者や子育て当事者に関する課題認識                        

１ 少子化の進行について 

  出生数の減少は、様々な要因が関係していますが、県が行った少子化要因の分析にお

いては、子育てや教育への経済的負担感や仕事と子育ての両立の難しさなどが、結婚行

動や出生行動に影響している可能性が認められています。 

また、労働供給や地域・社会の担い手の減少など、社会経済に大きな影響を及ぼす可

能性があることから、結婚やこどもを持つことを希望する方が直面する様々な困難を

解消していくことが重要です。 

 

（１）合計特殊出生率の状況 

・ 令和２年以降、全国と比較して、同水準以下となっています。 

・ 令和４年と比較すると、前年からの減少幅は縮小しました（令和４年 0.09 ポイン

ト）。 

 

（資料：厚生労働省「人口動態統計」） 

 

（２）出生数の状況 

本県の出生数は、この半世紀で約７割減少しています。 

（昭和 50 年：22,120 人 → 令和５年：5,432 人） 
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（資料：厚生労働省「人口動態統計」、岩手県統計年鑑） 

    

（３）こどもの数の状況 

      本県の 14 歳以下のこどもの数は、この半世紀で約６割減少しています。  

（昭和 50 年：338,374 人 → 令和５年：119,927 人） 

 

（資料：総務省「国勢調査」、岩手県人口移動報告年報）  
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（４）理想の子どもの数等の状況 

      全国の調査における、夫婦の理想の子ども数と最終的な出生子ども数にはギャップ

があり、また、いずれの数についても平成 14 年以降、減少しています。 

 

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回出生動向基本調査」） 

 

 

２ こども大綱など国の動きから求められること 

  国では、令和５年４月に、こども政策を強力に推進していくための新たな司令塔とし

て「こども家庭庁」を設置するとともに、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推

進していくための包括的な基本法であるこども基本法が施行されました。さらに、同年

12 月に、こども政策の基本的な方針等を定めた「こども大綱」及び次元の異なる少子

化対策を具体化した「こども未来戦略」が閣議決定され、こどもたちが安心して成長で

きる社会の実現を目指すこととされました。「こども大綱」では、これまで別々に作ら

れてきた「少子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支援推進大綱」、「子どもの貧困対策

に関する大綱」が束ねられ、こども大綱に一元化されています。 

こども基本法第 10 条では、「都道府県は、当該都道府県におけるこども施策について

の計画（都道府県こども計画）を定めるよう努めるものとする」、第 10 条の２では「市

町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都

道府県こども計画）を勘案して、当該市町村における計画（市町村こども計画）を定め

るよう努めるものとする」とされています。さらに同法では、「都道府県こども計画・市

町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法、子どもの貧困対策の推進に関する法

律、その他の法令の規定により地方公共団体が策定する計画と一体として策定すること

ができる」とされたところです。こども大綱では、日本国憲法、こども基本法及びこど

もの権利条約の精神に則り、第１章（２ページ）で示した６本の柱を基本的な方針とし

ています。 
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本計画では、これまでの各施策に加え、こども大綱を勘案して、次のとおり、こども

施策に関する重要事項を推進することとします。 

 

（１）こども・若者を権利の主体として認識し、権利を保障する 

こども・若者は、保護者や社会の支えを受けながら、自立した個人として自己を

確立していく意見表明・参画と自己選択・自己決定・自己実現の主体であり、生ま

れながらに権利の主体であるため、多様な人格を持った個として尊重し、その権利

を保障し、こども・若者の今とこれからにとっての最善の利益を図ることが必要で

す。また、成育環境等によって差別的取扱いを受けることのないようにするととも

に、虐待、いじめ、暴力等からこどもを守り、救済する必要があります。 

 

（２）こども・若者の視点の追加 

こども・若者が、自らのことについて意見を形成し、その意見を表明することや、

社会に参画することが、社会への影響力を発揮することにつながることから、こど

も・若者の意見を年齢や発達の程度に応じて尊重する必要があります。また、意見

表明・社会参画する上でも欠かせない意見形成への支援を進め、意見を表明しやす

い環境づくりを行いながら、困難な状況に置かれたこども・若者や様々な状況にあ

って声を聴かれにくいこどもや若者等について十分な配慮を行う必要があります。 

 

（３）こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じた切れ目ない支援 

こども・若者の状況に応じて必要な支援が特定の年齢で途切れることなく行われ、

自分らしく社会生活を送ることができるようになるまで社会全体で切れ目なく支援

する必要があります。また、子育ては、こどもの誕生前から始まっており、大人に

なるまで続くことから、ライフステージを通じて、社会全体で子育て当事者を支え

ていく必要があります。 

 

３ 現状を踏まえた克服すべき課題 

（１）こども・若者の権利の保障に関すること 

こども・若者は、生まれながらに権利の主体であるため、多様な人格を持った個

として尊重し、その権利を保障し、こども・若者の今とこれからにとっての最善の

利益を図ることが必要です。 

また、こども・若者が、自らのことについて意見を形成し、その意見を表明する

ことや、社会に参画することが、社会への影響力を発揮することにつながることか

ら、こども・若者の意見を年齢や発達の程度に応じて尊重する必要があります。 

 

（２）婚姻行動の変容に関すること 

令和２年の 50 歳時未婚率は、男性が 29.61％、女性が 16.70％となっており、平

成 27 年と比べると、男性は 3.0 ポイント、女性は 3.21 ポイント上昇しており、男

性の生涯未婚率は、全国第５位の高さとなっています。 
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未婚者が希望するライフコースの変化等により、未婚化、晩婚化が進んおり、長

引くコロナ禍の影響により、人との接触機会の減少、人々の生活意識や行動が変化

する中で、若い世代の結婚や子育てに関する意識が変化している可能性があります。 

そのため、結婚支援、若者のライフプラン形成支援及び若年層の賃金等向上策の

強化などが必要です。 

 

（３）安心して出産できる環境の整備に関すること 

出産年齢の上昇などによるリスクの高い妊婦の増加や分娩を取り扱う医療機関が

減少する中で、安心して子どもを生み育てるためには、悩みを抱える妊産婦等を早

期に発見し、相談支援につなげるとともに、医師確保や周産期医療 7機関の機能分担

と連携及び救急搬送体制の充実強化による安心して出産できる体制整備が必要です。

また、不妊に悩む方々の総合的な支援が必要です。 

 

（４）仕事と子育てを両立できる環境づくりに関すること 

保育所等や放課後児童クラブにおいて、保育人材の不足や定員に対する年齢別の

ニーズのミスマッチ等により、特定の地域において待機児童が生じていることから、

引き続き、子育て家庭を支援するため、市町村と連携した、子ども・子育て支援の

充実が必要です。 

また、家事・育児に係る負担が女性に偏ることのないよう、男性の家事・育児へ

の参加促進を図るとともに、働き方改革や女性活躍支援を進めるとともに、出産・

育児等による労働者の離職を防ぎ、働く人がそれぞれの状況に合わせて柔軟に働き

方を変えて仕事を継続できるよう、時間や場所を有効に活用できるテレワークや兼

業・副業などの多様な働き方の導入や定着促進により、事業主による子育てや家庭

教育に取り組む保護者を支援する取組が必要です。 

 

（５）ひとり親家庭の支援の更なる充実に関すること 

岩手県子どもの生活実態調査等によると、ひとり親家庭等の就労形態や収入は不

安定な場合が多く、経済状況の影響を受けやすいこと、公的支援施策が十分に活用

されていないことなどが明らかになったことから、就労支援、教育支援、相談支援

等の更なる充実を図るとともに、関係機関等と連携して、支援を必要とする方がど

の地域においても適切に支援につながることができるよう、関係機関の連携強化に

よる体制整備を進めていくことが必要です。 

 

（６）こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関すること 

岩手県子どもの生活実態調査の分析結果を踏まえ、こどもの現在及び将来が生ま

れ育った環境に左右されることのないよう、保護者に対する職業生活の安定と向上

に資するための就労支援の充実、教育の支援の確実な実施、相談支援の更なる強化

が必要です。また、貧困の状況にある方々が、社会的孤立に陥ることのないよう、

                             
7 妊娠満 22 週から出生後満 7 日未満の出産前後の時期に、母体、胎児、新生児を総合的に管理して母

と子の健康を守る医療 
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親の妊娠・出産期からの相談支援の充実や居場所づくりなど、生活の安定に資する

ための環境整備を進めることが必要です。 

 

（７）自己肯定感や有用感を育む教育の推進に関すること 

児童生徒を対象にした意識調査によると、自己肯定感を持つ児童生徒や、いじめ

はいけないことだと思う児童生徒の割合が増加傾向にありますが、多様性と包摂性

が重視される社会の中で、多様な価値観を認め合い、様々な人々と協働していく人

間性や社会性の育成が重要であり、自他を大切にし多様な価値観を認め合う道徳性

のかん養や人権意識の醸成に向け、学校、家庭、地域が連携して人権教育や体験活

動などに取り組み、この割合を更に高めていく必要があります。 

 

（８）児童虐待の発生予防、早期発見、相談・対応機能の充実等に関すること 

児童虐待相談は、近年、増加の一途をたどっていることから、引き続き、児童虐

待防止アクションプランに基づき、市町村や関係機関と連携し、虐待の発生予防か

ら早期発見・早期対応、再発防止等に取り組むとともに、相談や通告に至る前の段

階からリスク要因を把握し支援につなぐ、虐待発生予防の取組の充実が必要です。 

 

（９）社会的養護を必要とするこどもたちに対する環境整備に関すること 

新たに里親委託や児童養護施設等への入所措置を受ける子どもは減少傾向ですが、

社会的養護を必要とする子どもたちに対する家庭的環境での養育を促進するため、

里親委託の推進や児童養護施設等の環境改善・ケア体制の充実を図るとともに、施

設を退所したこどもたちに対しても進学や就労等の支援を行っていくことが必要で

す。 

 

（10）こども・若者の社会的自立に関すること 

県内のこども・若者には、就労に困難を抱える若年無業者が約 5,600 人いるとさ

れるほか、発達に特性のある若者、非行を犯してしまった若者など、社会的自立の

ために周りの理解や支えを必要とする方もいることから、こども・若者やその保護

者等が必要な支援を受けられる体制づくり、社会全体でこども・若者の成長を応援

する地域づくりに取り組む必要があります。 

 

（11）東日本大震災津波の経験を踏まえた子どものこころのケアに関すること 

東日本大震災津波により被災したこどもの多くは、震災そのものによるトラウマ

やストレス等を抱えている他、地域全体が被災したことによる環境の大きな変化や

親の心身の不調などによる影響等も受けており、中長期的なこころのケアなどの支

援が必要です。 

また、東日本大震災津波におけるこどものケアの経験から得られた知見や構築さ

れた支援体制等を、これからのこどもの心のケアの取組に活かしていく必要があり

ます。 
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（12）自然災害の発生や社会経済環境の激変等に伴う影響に関すること 

今後発生が想定される自然災害等に備え、県民生活に大きな影響を受ける事態が

生じた場合、その影響を受けやすいひとり親家庭等のこどもの生活や、児童虐待の

リスクなどを注視し、状況に応じた支援が必要です。 
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第４章 目指す姿及び推進する施策                            

１ 目指す姿 

  第３章における克服すべき課題、国の動向、プラン策定に当たっての意見聴取結果な

どを踏まえ、この計画に基づく施策の実施を通じて目指す姿を次のとおり位置づけ、県、

市町村、保護者、子ども・子育て支援機関等、事業主、県民が参加・連携・協力し、そ

の実現に向けて取り組んでいきます。 

 

＜目指す姿＞  

 県民一人ひとりの個性や多様性が尊重され、その中でこどもが愛情を感じ、大切に

されていることを実感できるいわて 

こどもが大人と対等の個人として信頼され、社会の一員として参画できるいわて 

社会全体で県民の結婚、妊娠、出産及び子育てを支え、ライフステージに応じた切

れ目ない支援により、誰もがこどもをすこやかに育みやすく、こどもが幸せに育つこ

とができるいわて 

 

【目指す姿の考え方】 

・ こどもは、生きていく底力や大人にはない能力を持つ主体として尊重され、大人は、

その存在意義に対して敬意を払う。 

・ こどもと大人は、対等な個人の存在として、互いに様々な意見を聞き、自己決定を

していく。 

・ 大人は、こどもが意見を出しやすくするよう、こどもの意見を引き出す役割をもつ。 

 ・ こども、若者、子育てする方々を、ライフステージに応じて切れ目なく支援し、一

人ひとりに寄り添った取組を推進することで、様々な「生きにくさ」を「生きやすさ」

に変えていく。 

 ・ 結婚や出産は、個人の決定に基づくものであることを基本とし、地域社会全体で、

子育てをする方々や、こどもを温かく見守る環境づくりを推進し、すべての県民が自

由に自己実現でき、希望をかなえられるように県全体で取り組む。 

 

２ 目指す姿指標 

目指す姿の実現に向け、その達成度をはかるため、次の指標を設定します。 

本計画は、いわて県民計画（2019～2028）における基本的な考え方や政策推進の基

本方向等を踏まえ、一体的に推進していくこととしていることから、いわて県民計画

（2019～2028）長期ビジョンの「家族・子育て」などの政策分野における主要な指標

を目指す姿指標として設定しています。 

また、年度目標値は、いわて県民計画（2019～2028）の第２期アクションプランで

ある、政策推進プラン（計画期間：令和５年度～令和８年度）において設定している

指標を設定していますが、当該プランは令和８年度までを計画期間としていることか

ら、次期プランが策定された時点で、年度目標値等を置き換えることとします。 
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【目指す姿指標①】合計特殊出生率 

現状値 年度目標値 計画目標値 

2021(R3) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

1.30 1.42 1.50 1.58 

 

【目指す姿指標②】共働き世帯の男性の家事時間割合（単位：％） 

現状値 年度目標値 計画目標値 

2021(R3) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

39.2 45.0 47.5 50.0 

※ 女性の家事時間に対する割合 

 

【目指す姿指標③】総実労働時間［年間］（単位：時間） 

現状値 年度目標値 計画目標値 

2021(R3) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

1,761.6 1,684.4 1,658.7 1,633.0 

 

【目指す姿指標④】自己肯定感を持つ児童生徒の割合（単位：％） 

（小学生） 

現状値 年度目標値 計画目標値 

2021(R3) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

76.4 78.0 79.0 80.0 

（中学生） 

現状値 年度目標値 計画目標値 

2021(R3) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

76.2 78.5 79.0 79.0 

※ 「自分には、よいところがあると思う」の設問に、「当てはまる」又は「どちら

かといえば当てはまる」と回答した児童生徒の割合 

 

【指標設定の考え方】 

結婚や出産は個人の決定に基づくものであることを基本としつつ、若い世代の就

労、出会い、結婚、妊娠・出産、子育ての願いに応え、出生率の向上を目指します。 

 

社会全体から支えられ、自己肯定感を持ちながら幸せな状態で、こどもと向き合う

ことができ、子育てに伴う喜びを実感することができる。そうした環境の下で、こど

もが幸せな状態で育つことができるよう、共働き・共育ての推進、男性の家事・子育

てへの主体的な参画促進・拡大を目指します。 

 

個性や多様性が尊重され、尊厳が重んぜられ、自分らしく、一人ひとりが思う幸福

な生活ができ、こどもと向き合う時間をしっかりと確保できるよう、長時間労働の是

正や働き方改革を進め、子育てと仕事を両立できる環境を目指します。 

 

こどもたちが、自他を大切にし、多様な価値観を認め合い、様々な人々と協働して

いく人間性や社会性を身に付け、社会の一員として主体的に社会に参画しようとする

意識が形成されることを目指します。 
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３ 推進する施策 

この計画の目標達成に向けては、こども大綱を勘案するとともに、条例第９条に基づ

き、次の施策を進めます。 

 

（１）こども・若者の権利を保障し、最善の利益を図る 

全てのライフステージに共通する事項として、最も重要なものであり、こども・若

者の社会参画と意見反映を車の両輪として進めていく必要があります。 

こども・若者を、多様な人格を持った個として尊重し、その権利を保障し、こども・

若者の今とこれからにとっての最善の利益を図ります。こどもや若者の自己選択・自

己決定・自己表現を社会全体で後押しし、成育環境、家庭環境等によって差別的扱い

を受けることがないようにします。 

 

（２）こどもの将来にわたるスタートのための支援を推進する（誕生前から幼

少期まで） 

こどもの誕生前から幼少期までは、将来にわたって持続的に身体的・精神的・社会

的に幸せな状態にあるための基礎を培い、人生の確かなスタートを切るための最も

重要な時期です。 

結婚、妊娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定であるという前提の下、若い世

代が、自らの主体的な選択により、結婚し、こどもを生み、育てたいと望んだ場合に、

それぞれの希望に応じて社会全体で若い世代を支えるため、結婚や妊娠を希望する

方々への支援を推進します。 

また、乳児期におけるしっかりとしたアタッチメント8（愛着）の形成などを通じ

て、自己肯定感をもって成長することができるようにするため、妊娠後やこどもが生

まれた後の支援を推進します。 

 

（３）こどもの健やかな成長を支援する（学童期・思春期） 

    学童期は、こどもにとって、身体も心も大きく成長する時期であり、自己肯定感

や道徳性、社会性などを育む時期であり、思春期は、性的な成熟が始まり、それに

伴って心身が変化し、自らの内面の世界があることに気づき始め、他者との関わり

や社会との関わりの中で、自分の存在の意味、価値、役割を考え、自分らしさを形

成していく時期です。こどもたちが、安全・安心が確保された場で、小さな失敗も

経験しながら、直面した課題に全力で取り組んで達成する成功体験を重ね、自己肯

定感を高めることができる環境を整えていくとともに、学びや人づくりによって、 

将来に向かって可能性を伸ばし、自分の夢を実現できる環境の整備に取り組みます。 

     

                             
8 こどもが不安なときなどに、保護者や保育者などの身近なおとなに寄り添ってもらう経験を繰り返す

中で、形成されていくもの。幼児が自分や社会への信頼感を得るために不可欠であり、こどもの自他の

心への理解や共感、健やかな脳や身体を発達させていくものであり、こどもが「アタッチメント（愛

着）」を形成する対象としては、保護者・養育者が極めて重要ですが、保育者などこどもと密に接する

身近なおとなも愛着対象になることができるとされている。 
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（４）健全で自立したこどもを育み、若者の活躍を支援する（青年期） 

青年期は、心理的、社会的に発達し、成人期へと移行していくための準備期間と

して、大学等への進学や就職に伴い新たな環境に適応し、専門性や職業性を身に付

け、将来の夢や希望を抱いて自己の可能性を伸展させる時期です。また、人生にお

ける様々な挑戦や選択を行う時期でもあり、青年期の若者が、自分の希望や適性に

合った選択をし、その選択を地域社会が尊重し応援する在り方が求められています。 

こども・若者が将来の夢や希望を持って成長しながら、社会における自己を確立

することができるよう、個性や主体性を発揮して自主的に自立した活動ができる環

境づくりや愛着を持てる地域づくり、こどもを非行や事故から守る環境づくり、若

者が活躍できる環境づくりを進めます。 

     

（５）困難な状況に置かれているこども、子育て世帯を支援する 

貧困、虐待等の困難な状況に置かれているこどもや若者、子育て世帯を誰一人取

り残さず、その特性や支援ニーズに応じたきめ細かい支援、合理的配慮を行うこと

が重要です。 

そのため、こどもの貧困の解消に向けた対策、児童虐待防止対策、社会的養育体

制の充実、ひとり親家庭の自立支援、ヤングケアラーの支援体制の構築などに取り

組みます。 

 貧困により、こどもがその権利利益を害されたり、社会から孤立したりすること

が深刻な問題であることを踏まえ、こどもの現在の貧困を解消するとともに、こど

もの将来の貧困を防ぐことを旨として、ひとり親家庭など貧困の状況にある家庭が

抱える様々な課題や個別のニーズに対応した支援を進めることにより、貧困の解消・

貧困の連鎖の防止に取り組みます。     

 

（６）こども・家族が健やかに暮らせる社会環境づくりを推進する 

    地域社会、企業など様々な場で、全ての人がこどもや子育て中の方々を応援し、

社会全体でこどもに関わることで、安心してこどもを生み育てることができ、こど

もを含む全ての人が、性別・年齢・障がいの有無に関わらず、健やかに生活できる

社会環境づくりを推進します。 

    特に、子育て当事者にとっては、子育てしづらい社会環境や、根強い固定的な性

別役割分担意識等を背景とした仕事と子育てを両立しにくい職場環境があり、子育

ての経済的・精神的負担感が存在しています。また、若い世代の雇用と所得環境の

安定を図り、経済的基盤を確保し、若い世代が将来を見通して安心して仕事におけ

るキャリアとライフイベントの双方にチャレンジできる環境を整備する必要があり

ます。 

 

（７）東日本大震災津波や様々な逆境的体験の影響を受けたこどもや保護者を

支援する 

東日本大震災津波により被災したこどもの多くは、震災そのものによるトラウマ

やストレス等を抱えるほか、地域全体が被災したことによる環境の大きな変化や親

の心身の不調などによる影響も受けており、今後も中長期的なケアが必要です。 
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被災地のこどもや家庭への心のケアや、要保護児童への支援など、東日本大震災

におけるこどものケアの経験から得られた知見や構築された支援体制等を活かした

これからのこどもへの支援に取り組みます。 
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４ 推進する施策を構成する具体の取組 

（１）こども・若者の権利を保障し、最善の利益を図る 

ア こどもや若者の意見を聴いて施策への反映を進めていきます 

現状・課題 主要な施策の概要 

こども基本法におけるこども施策

の基本理念として、「全てのこどもに

ついて、その年齢及び発達の程度に

応じて、自己に直接関係する全ての

事項に関して意見を表明する機会及

び多様な社会活動に接する機会が確

保されること」、「全てのこどもにつ

いて、その年齢及び発達の程度に応

じて、その意見が尊重され、その最

善の利益が優先して考慮されるこ

と」が掲げられています。 

本県においても、「いわての子ども

を健やかに育む条例」第３条で、「子

ども・子育て支援は、子どもの権利

を尊重し、その最善の利益を考慮し

て行われなければならない。」と定め

ており、こども・若者の視点に立っ

た施策の立案と推進が重要です。 

こども・若者を権利の主体として認

識し、多様な人格・個性を十分に尊重

し、尊厳を重んじ、その有する権利を

保障し、こども・若者の今とこれから

の最善の利益を図ります。 

また、こども基本法、子どもの権利

条約の趣旨や内容を広く周知し、社会

全体で共有を図ります。 

全ての年代のこどもや若者、子育て

当事者が、安全・安心な環境のもと、

意見を述べることができる場や機会

をつくり、その意見を施策に反映さ

せ、発信します。 

意見の聴取や情報発信の実施に当

たっては、ＳＮＳやヒアリング、アン

ケートなど様々な手法を活用し、効果

的なコミュニケーションを図ります。 

これにより、こどもが関係する施策

の質を向上させるとともに、こどもの

意見の表明・参画機会の醸成を図りま

す。 

 

イ こどもの権利に関する理解促進や人権教育を推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

こども・若者が、自らのことについ

て意見を形成し、その意見を表明する

ことや、社会に参画することが、社会

への影響力を発揮することにつなが 

ります。また、大人は、こども・若者

の最善の利益を実現する観点からこ

ども・若者の意見を年齢や発達の程度

に応じて尊重することとされていま

す。 

意見表明・社会参画する上でも欠か

せない意見形成への支援を進め、意見

全ての年代のこどもや、様々な状況

にあって声を聴かれにくいこどもや

若者などのため、意見聴取に係る多様

な手法を検討するとともに、十分な配

慮や工夫をします。 

こどもや若者が理解しやすくアク

セスしやすい多様な方法で、こども施

策に関する情報提供を行います。 
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を表明しやすい環境づくりを行う必

要があります。 

また、困難な状況に置かれたこど

も・若者や様々な状況にあって声を聴

かれにくいこどもや若者等について

十分な配慮を行う必要があります。 

多様性と包摂性が重視される社会

の中で、多様な価値観を認め合い、

様々な人々と協働していく人間性や

社会性の育成が重要であり、自他を大

切にし多様な価値観を認め合う道徳

性のかん養や人権意識の醸成に向け

た教育の充実に取り組む必要があり

ます。【再掲】 

自他の生命を大切にし、人権を尊重

する心を育成するため、多様な教育活

動と関連付けたカリキュラム編成や

教員の指導力向上に向けた教員研修、

互いの人権や多様性を認め合う機会

を重視した教育実践の普及など、道徳

教育及び人権教育等の充実に取り組

みます。 

教員が子どもの人権を尊重し多様

性を包摂する視点をもつことにより、

児童生徒一人ひとりの可能性を伸ば

す教育を推進します。【再掲】 

 

ウ 生まれ育った環境に関わらず成長できる社会をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

令和５年に実施した岩手県子ども

の生活実態調査によれば、子どもの教

育に係る経済的負担の軽減が求めら

れています。 

児童生徒等が経済的理由で就学を

あきらめることのないよう、小・中学

校等における学用品の支援を行う就

学援助、授業料の支援を行う高等学校

等就学支援金、授業料以外の教育費の

支援を行う奨学給付金の給付などを

対象世帯に周知し、適切な運用を図っ

ていきます。 

本県の将来を担うこどもが虐待等

から守られ、安心して生き、自分らし

く育ち、自由に意思を示しながら、心

身ともに健やかに育まれるためには、

こども基本法や「いわての子どもを健

やかに育む条例」の基本理念に基づ

き、子どもの権利を尊重し、こどもの

貧困、ヤングケアラー、児童虐待など

の諸課題に対して、こどもの最善の利

益を考慮し、生まれ育った環境に左右

されることなく自己実現が図られる

こどもに関わる大人が子どもの権

利について正しく理解し、子どもの権

利を尊重できるよう、支援者向け研修

などを通して働きかけます。 

児童虐待の発生予防、早期発見、相

談・対応機能の充実及び再発防止や、

ヤングケアラーなど支援が必要なこ

どもたちへの地域における支援体制

を構築するため、市町村のこども家庭

相談体制の充実や要保護児童対策地

域協議会の機能強化に向けた取組を
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よう、環境整備を進めるとともに、子

どもの権利についての理解を促進す

る必要があります。 

支援するとともに、児童相談所の体制

強化や関係機関との連携に努めます。 

里親や施設による社会的養護を受

けるこどもに対して、子どもの権利に

ついての情報提供を行うなど、子ども

の権利についての理解が促進される

よう努めます。 

また、意見表明等支援員が施設など

を訪問するなど、社会的養護のこども

が意見表明しやすい環境づくりに努

めます。 

 

（２）こどもの将来にわたるスタートのための支援を推進する（誕生前から幼

少期まで） 

ア 結婚・家庭・子育てに希望を持てる環境づくりを推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

家庭や地域の子育て力が低下する

中で、県民一人ひとりが家族や子育て

の意義について理解を深め、地域社会

全体で子育て家庭を応援する機運を

高めていく必要があります。 

子育て中の親やこれから親になる若

者が安心して家庭を持ち、こどもを生

み育てていくことができるよう、意識

啓発や情報提供を行い、社会全体で子

育てを支援する機運の醸成を図りま

す。 

ライフスタイルの多様化などによ

り、平均初婚年齢は年々上昇してお

り、未婚化、晩婚化が一層進んでいま

す。   

少子化の要因の一つとして、未婚

化、晩婚化があげられるとともに、独

身男女が結婚しない理由として、「適

当な相手とめぐり会わない」ことが最

も多くなっていることから、結婚を願

う県民に対し出会いの場を提供する

必要があります。 

結婚したいと願う県民の希望をかな

えるため、県、市町村、民間団体等が

連携して“いきいき岩手”結婚サポー

トセンター9を設置・運営し、入会促進

の取組などにより新規会員を確保する

とともに、ＡＩを活用したマッチング

支援の強化に取り組みます。 

また、会員の成婚までのフォローア

ップの検討を行いながら、県内各地の

結婚支援の取組の活性化を図ります。    

さらに、出会いの場の機会の創出の

ため、市町村や関係団体との連携強化

に取り組みます。 

いきいき岩手支援財団の「いわて子

                             
9 県、市町村、関係団体が連携し設置、運営する結婚支援センター。システムによるマッチング支援、

婚活イベントの情報提供を行う 
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現状・課題 主要な施策の概要 

ども希望基金」10を活用し、未婚男女の

出会いの場の創出を支援するなど、若

者の交流活動を促進します。 

社会全体で、結婚を応援する機運を

醸成していくことが必要です。 

社会全体で結婚を応援する機運を醸

成し、企業の結婚支援活動を促進する

ため、新婚夫婦やカップルに商品の割

引などのサービスを提供する「いわて

結婚応援の店」 11の協賛店の拡充や企

業・団体や市町村と連携したイベント

の開催等に取り組みます。 

妊娠・出産に関する様々な支障や心

身にわたる悩みを抱えている方を支

援していくことが必要です。 

不妊専門相談センター 12や保健所に

おいて、不妊・不育に関する相談及び

情報を提供するとともに、夫婦が安心

して不妊治療を受けられるよう、不妊

治療に係る交通費の一部助成に取り組

みながら、その経済的負担の軽減を図

ります。 

また、様々な機会を活用し、企業等

に対し、不妊治療を受けやすい環境整

備等の積極的な働きかけなどを行い、

治療と仕事の両立支援を促進します。 

社会全体で、子育てを応援する機運

を醸成していくことが必要です。 

社会全体で子育てを応援する機運を

醸成し、企業の子育て支援活動を促進

するため、妊婦やこども連れの親子に

商品の割引などのサービスを提供する

「いわて子育て応援の店」の新規協賛

店の拡大に向け、関係団体との連携や

働きかけの強化等に取り組みます。 

価値観やライフスタイルが多様化

する中で、こども・若者が主体的に将

来を選択できるよう、将来について考

える機会をつくるとともに、主体的に

適切な判断ができるよう、妊娠・不妊

に関する正しい知識の啓発など、若い

高校生や大学生、若手社会人等の若

者に対して妊娠・不妊に関する知識を

啓発するほか、結婚・妊娠・出産、子育

てと仕事などの様々なライフイベント

について積極的に考え、将来のライフ

デザインを希望を持って描く機会を提

                             
10（公財）いきいき岩手支援財団が管理、運用する基金。基金の運用益を基に、未婚男女の出会いの場

の創出に関する事業、地域子育て活動支援事業、子育てにやさしい職場環境づくり助成事業を実施。 
11 結婚を希望する方を社会全体で応援するため、新婚夫婦や婚活中の若者を対象に、「いわて結婚応援

の店」として協賛店独自のサービスを提供。 
12 不妊・不育に悩む夫婦に対し、医学的・専門的な相談や、不妊・不育による心の悩み等について対

応する機関 
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世代のライフデザインの構築を支援

する必要があります。 

供するためのセミナー等の実施に取り

組みます。 

男女を問わず一人ひとりがそれぞ

れのライフステージやライフスタイ

ルに応じた柔軟で多様な働き方を実

現できるよう、行政に加え地域・企業

など社会全体として、それぞれの役割

を一層果たすことができる環境の整

備、経営者の意識醸成、柔軟な勤務制

度や各種休暇制度の整備・活用を促進

する必要があります。 

労働局が主催する「岩手子育ての女

性の就職支援協議会」における関係機

関や企業・団体等との情報交換等を通

じ、国の施策や関係機関の取組との十

分な連携を図ります。【再掲】 

いわてで働こう推進協議会を核とし

た「いわて働き方改革推進運動」の展

開により、長時間労働の是正、年次有

給休暇の取得率向上、完全週休二日制

普及等の働き方改革の取組を推進しま

す。【再掲】 

仕事と子育ての両立を支援する企業

の認証・表彰の実施などにより、子育

てにやさしい職場環境づくりを支援し

ます。【再掲】 

 

【指標】結婚サポートセンター会員における成婚者数（人）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

36 115 180 250 

 現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 

 

【指標】不妊治療休暇制度等導入事業者数（事業者）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

2 37 48 60 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 

 

【指標】「いわて子育て応援の店」協賛店舗数（店舗）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

2,225 2,600 2,700 2,800 

 現状値は令和３年の値、目標値は現状値からの累計 

 

【指標】いわて子育てにやさしい企業等認証の認証数（事業者）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

75 335 425 515 

 現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 
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イ 安全・安心な出産環境を整備します 

現状・課題 主要な施策の概要 

妊娠・出産から子育て期にわたり切

れ目なく支援するため、様々な母子保

健事業の展開が求められています。 

安心してこどもを生み育てること

ができるよう、妊産婦・子育て世帯・

こどもの包括的な相談支援等を行う

こども家庭センターの設置促進や、産

後ケア事業 13などの妊産婦支援を推進

するとともに、関係機関と連携して妊

産婦等を支える地域の包括的な支援

体制の構築に取り組みます。 

産後ケア事業は、母親の心理的回

復、心理的な安定を促進するととも

に、母親自身がセルフケア能力をはぐ

くみ、母子の愛着形成を促し、健やか

な育児ができるよう支援するもので

あり、支援を必要とする全ての方が、

身近な地域で利用できる環境を整備

する必要があります。 

きめ細かい産後ケアを受けられる

環境の構築のため、市町村の意向を踏

まえつつ、医療機関や民間事業者、助

産師など地域の関係者と議論を深め、

各地域の実情に応じた産後ケアが提

供できる体制の構築に努めます。 

 

妊娠 11 週以降の届出や、妊婦健康

診査の未受診者がいる中で、安心して

妊娠、出産、育児等を行うため、正し

い知識を得る機会や相談先の充実が

求められています。 

市町村と連携して、妊娠、出産、育

児等についての健康教育や相談活動

の充実を図ります。また、妊娠の届出

や妊婦健康診査の受診率の向上を図

るとともに、未受診者に対する指導の

充実に努めます。 

早産や妊産婦メンタルヘルスケア
14、発達障害の早期発見などについて、

妊産婦や家族に対して普及啓発して

いく必要があります。 

県医師会の協力を得て、本県独自の

母子健康手帳を作成し、母と子の健康

支援に関する情報提供の充実に努め

ます。 

妊産婦は心身のバランスを崩しや

すく、妊産婦のメンタルヘルスの不調

はこどもの心身の発達にも影響を及

ぼし、児童虐待のリスクになり得ま

す。 

児童虐待の発生予防に向け、市町村

と連携して、妊産婦メンタルヘルスケ

ア、乳児家庭全戸訪問、産前産後サポ

ート、産後ケア等により、親子の心身

の健康支援の充実に努めるとともに、

乳幼児期からの安定した愛着の形成

を支援します。 

HTLV-115の主な感染ルートの１つが HTLV-1 母子感染予防について、協議

                             
13 助産師等が中心となり、母親の身体的回復や心理的な安定の促進、育児指導などにより、母子とそ

の家族が健やかな育児ができるよう支援を行う事業 
14 妊産婦が安心して生活を営み、ほどよく十分な愛情をもって子どもと向き合うことができるよう

に、医師や保健師等が 妊産婦の心の状態を把握し、必要な支援を実施する 
15 ヒト T 細胞白血病ウイルス（Human T-cell Leukemia Virus Type 1）の略称で、血液中の白血球の
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現状・課題 主要な施策の概要 

母子感染であり、妊婦に対する HTLV-

1 抗体検査の適切な実施、キャリア相

談体制の充実等により、母子感染防止

のための体制整備を図る必要があり

ます。 

会を設置し、妊婦に対する抗体検査の

実施や相談体制等の整備に努めます。 

本県では、岩手医科大学附属病院を

総合周産期母子医療センター 16として

指定し、ハイリスク妊産婦に対する医

療及び高度な新生児医療を提供して

いるほか、県内４つの周産期医療圏に

９つの地域周産期母子医療センター

を認定し、周産期に係る比較的高度な

医療を提供していますが、救急搬送体

制を強化し、母体及び新生児の救急搬

送受入施設の調整等を円滑に行うた

め、総合周産期母子医療センターに配

置している周産期救急搬送コーディ

ネーターと県内の周産期医療施設、消

防機関等との連携を推進する必要が

あります。 

総合周産期母子医療センターを中

核とし、リスクに応じた適切な周産期

医療提供体制を確保するため、周産期

母子医療センターの機能強化や、「周

産期医療情報ネットワーク」などのＩ

ＣＴ等の更なる活用による周産期医

療機関の機能分担、連携及び救急搬送

体制の充実強化を一層進めます。 

これまで周産期医療従事者等を対

象として、新生児蘇生法等に関する研

修を実施してきたほか、超音波画像診

断装置の操作等の専門的な研修によ

り、人材育成を行ってきましたが、限

られた周産期医療資源を効率的に活

用し、医療従事者の負担を軽減するた

め、医療人材の育成確保や医療環境の

整備を行う必要があります。 

また、妊産婦等への支援において

は、関係機関が連携して支援に当たる

必要があるほか、対象者のニーズに対

応するため、保健医療従事者の資質向

上を図る必要があります。 

母子保健医療体制の充実を図るた

め､県医師会、県歯科医師会、県立大

学、県助産師会等と連携し、多様なニ

ーズに対応する保健医療従事者の資

質の向上に努めるとともに、関係機関

の連携を推進します。 

こどもの年齢に応じた成長・発達の

確認や病気や障がいの早期発見のた

乳幼児健康診査の受診率の向上を

図るとともに、乳幼児期からのバラン

                             
ひとつであるリンパ球に感染するウイルス 
16 母体・胎児集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）を含む産科病棟及び新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）

を備えた医療機関であり、常時、母体・新生児搬送受入体制を有し、母体の救命救急への対応、ハイリ

スク妊娠に対する医療、高度な新生児医療等を担っている 
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現状・課題 主要な施策の概要 

め、乳幼児健康診査を全ての子どもが

適切な時期に健診を受けることが重

要です。 

また、乳幼児期における、食習慣の

基礎の確立支援、予防接種の勧奨、事

故防止対策等に努める必要がありま

す。 

スのとれた食生活の支援、歯科疾患の

予防、咀嚼機能の発達支援など、乳幼

児への保健指導の充実に努めます。ま

た、予防接種率の向上、乳幼児の事故

防止について、普及啓発に努めます。 

 

【指標】妊娠届出者数のうち周産期医療情報ネットワークに登録された妊婦の割合

（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

97.9 100 100 100 

 現状値は令和３年の値 

 

【指標】産後ケア事業実施市町村数（他市町村との連携を含む）（市町村）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

26 33 33 33 

 現状値は令和３年の値 

 

ウ 多様な保育サービスの充実を図ります 

現状・課題 主要な施策の概要 

市町村は、管内における教育・保育

及び地域子ども・子育て支援事業の量

の見込み並びに提供体制の確保の内

容、その実施時期等を盛り込んだ市町

村子ども・子育て支援事業計画17に基づ

き、質の高い教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業を計画的に実施す

ることが必要です。 

県は、子ども・子育て支援事業支援

計画18に基づき、質の高い教育・保育が

適切に提供されるよう、計画的に提供

体制を確保するほか、市町村の区域を

超えた広域的な調整、保育士等の人材

の確保及び資質の向上に係る方策等を

行うことが必要です。 

各市町村では、子ども・子育て支援新

制度における、地域の教育・保育、子育

て支援のニーズの把握や、これに対応

した「市町村子ども・子育て支援事業計

画」に基づき、待機児童を解消するなど

支援を必要とする全ての子育て世帯が

必要なサービスを利用できるよう、計

画的な施設整備やサービスの質の向上

に努めます。 

県では、市町村と連携して「県子ど

も・子育て支援事業支援計画」に基づ

き、市町村の取組を支援するほか、保育

士等の人材の確保や資質の向上を図り

ます。 

                             
17 子ども・子育て支援法第 61 条第１項の規定により、市町村が、教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業の提供体制の確保その他同法に基づく業務の円滑な実施に関して定める計画 
18 子ども・子育て支援法第 62 条第１項の規定により、県が、教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業の提供体制の確保その他同法に基づく業務の円滑な実施に関して定める計画 
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保育所等の受け皿整備、病児保育事

業や産後ケア事業などの地域子ども・

子育て支援事業の充実など、住民のニ

ーズに応じた適切な子育て支援事業の

実施が必要です。 

市町村が実施する放課後児童クラブ

をはじめとする地域子ども・子育て支

援事業を支援し、地域の実情に応じて

実施する子ども・子育て支援の充実を

図ります。 

保育所等の運営費に対して、その経

費の一部を負担するとともに、適正な

教育・保育が実施されるよう必要な指

導を行います。 

また、「岩手県子ども・子育て支援事

業支援計画」に基づき、保育所等の施設

整備を計画的に進めていくとともに、

認定こども園に対する制度の情報提供

などにより、施設整備又は既存施設の

認定こども園への円滑な移行を支援し

ます。 

認定こども園は、幼稚園及び保育所

の機能を併せ持ち、保護者の就労状況

及びその変化等によらず柔軟にこども

を受け入れられる施設であることか

ら、利用希望に沿って適切な利用が可

能となるよう、その普及への取組が必

要です。 

認定こども園は幼稚園及び保育所の

機能を併せ持ち、保護者の就労状況や

その変化等によらず柔軟に子ども・子

育てを受け入れられる施設であるとい

う特徴を踏まえ、幼稚園、保育所及び保

護者への情報提供等を通じその普及を

図ります。 

幼保連携型認定こども園は、学校及

び児童福祉施設として一の認可の仕組

みとした制度改正の趣旨を踏まえ、そ

の普及に取り組みます。 

保育所等の運営費に対して、その経

費の一部を負担するとともに、適正な

教育・保育が実施されるよう必要な指

導を行います。 

また、「岩手県子ども・子育て支援事

業支援計画」に基づき、保育所等の施設

整備を計画的に進めていくとともに、

認定こども園に対する制度の情報提供

などにより、施設整備又は既存施設の

認定こども園への円滑な移行を支援し

ます。【再掲】 
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現状・課題 主要な施策の概要 

質の高い特定教育・保育及び特定地

域型保育並びに地域子ども・子育て支

援事業の提供に当たって基本となるの

は人材であり、人材の確保及び養成を

総合的に推進することが重要です。 

「岩手県保育士・保育所支援センタ

ー」19を保育士確保に関する中心的な実

施機関と位置づけ、保育士資格を有し

ているものの、保育等に従事していな

い、いわゆる「潜在保育士」の再就職へ

の情報提供、保育所等と潜在保育士と

のマッチング等を通じ、保育士確保に

努めます。 

保育士資格の新規取得者の確保、潜

在保育士の再就職支援を図るため、保

育士資格の取得を目指す学生に対する

修学資金や潜在保育士の再就職のため

の準備などに必要な費用の貸付 20を行

います。 

教育・保育の提供に携わる人材の確

保及び資質の向上を図り、質の高い教

育・保育を安定的に提供していくため

に、長く働くことができる職場環境の

整備が必要です。 

キャリアアップ研修の実施により保

育士の処遇改善を支援し、働く魅力を

感じ、働き続けたい職場環境の構築を

図ります。 

幼児期の教育は生涯にわたる人格形

成の基礎を培う重要なものであり、今

後も各園のニーズに対応し、幼児期の

教育の質の向上を図るため、「いわて就

学前教育振興プログラム」に基づく取

組を推進する必要があります。 

質の高い教育・保育及び子育て支援

を提供するためには、保育士等こども

の育ちを支援する者の専門性や経験が

重要であり、研修等によりその専門性

の向上を図ることが必要です。 

質の高い教育・保育及び子育て支援

を提供するため、研修等により幼稚園

教諭や保育士、放課後児童支援員等こ

どもの育ちを支援する者の専門性の向

上を図っていきます。 

併せて、幼児教育アドバイザーの養

成やいわて幼児教育センターを中核と

した幼児教育推進体制の強化、施設整

備等の良質な環境の確保に向けた関係

機関との連携に努めます。 

保育料については、幼児教育、保育

の無償化（３歳から５歳までの全ての

子ども及び０歳から２歳までの住民税

非課税世帯の子どもを対象）のほか、

市町村と連携し、第２子以降３歳未満

児の無償化に取り組んでおり、その負

引き続き、第２子以降３歳未満児の

保育料の無償化に取り組むとともに、

子育て世帯の更なる経済的負担の軽減

に向け、幼児教育・保育の完全無償化の

実現について、国に要望します。 

                             
19 潜在保育士の就職や保育所等における潜在保育士活用支援等を行うため、潜在保育士と保育所等と

のマッチングの支援や相談支援などを行う機関 
20 指定保育士養成施設に在学し、保育士資格取得後に県内の保育所等で働くことを希望する学生を支

援するため、修学資金等の貸付を行う事業 
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現状・課題 主要な施策の概要 

担軽減が図られてきていますが、子育

て世帯の支援のため、更なる経済的負

担の軽減が必要です。 

 

【指標】放課後児童クラブの待機児童数（５月時点）（人） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

142 60 30 0 

 現状値は令和３年の値 

 

【指標】保育士・保育所支援センターマッチング件数（件）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

114 228 342 456 

    現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 

 

（３）こどもの健やかな成長を支援する（学童期・思春期） 

ア 地域やコミュニティにおいて、学校と家庭、住民が協働して子どもの育ちと学び

を支えます 

(ア) 学校・家庭・地域の連携の仕組みづくり 

現状・課題 主要な施策の概要 

人口減少の進行や新型コロナウイ

ルス感染症の影響等により、学校支援

活動や公民館活動・子供会行事等の継

続が困難な地域があることから、学

校・家庭・地域が一層の連携・協働を

図り、子どもの学びや育ちを支える仕

組みづくりを推進する必要がありま

す。 

「地域とともにある学校づくり」 21

や「学校を核とした地域づくり」22を実

現するため、子どもたちの社会参画の

機会を確保しつつ、コミュニティ・ス

クール23との連携により、教育振興運

動 24や地域学校協働活動 25の充実等に

取り組みます。 

地域学校協働活動を持続的な取組

とするため、市町村における地域と学

校をつなぐコーディネート人材の配

置を支援します。 

                             
21 学校が地域の人々と目標やビジョンを共有し、地域と一体になって子供たちを育む取組を推進して

いくこと。そのための有効な仕組みの一つが、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）である 
22 学校を核とした協働の取組を通じて、地域の将来を担う人材を育成し、自立した地域社会の構築を

図ること 
23 学校運営協議会を設置する学校。学校と保護者、地域の人々が、学校運営に意見を反映させること

により、連携・協働しながら子供たちの成長を支える仕組み 
24 岩手県において昭和 40 年（1965 年）から始まり、全ての市町村に推進組織が置かれ、学校区や公

民館区などの実践区において、子ども、家庭、学校、地域、行政の５者が一体となり、地域の教育課題

を解決するために自主的に行われている実践活動の総称 
25 登下校指導、校庭整備、各教科の学習支援、地域の資源回収、地域伝統行事への参加等、地域と学

校が相互にパートナーとして連携・協働して行う様々な活動 
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児童生徒を取り巻く現状や課題を

踏まえ、地域における教育課題の解決

及び「確かな学力の育成」や「不登校

対策の強化」に資する取組について、

教育振興運動やコミュニティ・スクー

ルの仕組みを生かして促進します。 

 

【指標】コミュニティ・スクールを導入している学校の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

19.0 80.0 85.0 90.0 

    現状値は令和３年の値 

 

【指標】教育振興運動や地域学校協働活動を推進している市町村・地区の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

95.7 95.7 95.7 95.7 

    現状値は令和３年の値 

 

(イ) 豊かな体験活動の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

放課後子供教室や県立青少年の家

等において、地域の実情に合わせた学

習支援や体験活動が展開されていま

すが、家庭での学習が困難な子どもた

ちや、多様な体験を望む子どもたちに

対して、より一層の支援が求められて

いることから、引き続き、地域住民等

の協力を得ながら、学習支援や体験活

動を行う機会の拡充を図ることが必

要です。 

子どもたちに放課後等の学習の場

を提供するため、日常的に児童生徒が

利用する放課後子供教室 26や放課後児

童クラブ等による居場所づくり、地域

学校協働活動等による多様な体験活

動の実施に取り組みます。 

子どもたちの体験学習の場を提供

するため、青少年の家や野外活動セン

ターなどの社会教育施設において、周

辺の自然や歴史・文化を生かした体験

活動等の充実に取り組みます。 

 

【指標】放課後子供教室において指導者を配置して「体験活動」を実施している教

室の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

67.0 80.0 85.0 90.0 

   現状値は令和３年の値 

 

                             
26 子供たちが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動ができるよう、地域住民等の参画を得

て、放課後等に全ての児童を対象として、学習や体験・交流活動などを行う事業。小学校の余裕教室や

体育館、公民館等において実施されている 
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【指標】県立青少年の家・野外活動センターが提供する親子体験活動事業への参加

者の満足度の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

― 98 98 98 

     

 

イ 児童生徒の豊かな学力を育みます【知育】 

(ア) これからの社会で活躍するために必要な資質・能力の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

幼児期の教育は生涯にわたる人格

形成の基礎を培う重要なものであり、

今後も各園のニーズに対応し、幼児期

の教育の質の向上を図るため、「いわ

て就学前教育振興プログラム」に基づ

く取組を推進する必要があります。 

「いわて就学前教育振興プログラ

ム」に基づき、学びの連続性に配慮し

た就学前教育の充実を図るため、いわ

て幼児教育センター 27を中核とした幼

児教育推進体制を強化し、市町村幼児

教育アドバイザー 28の配置・活用を促

進します。また、小学校におけるスタ

ートカリキュラムの充実、小学校及び

中学校における学びの状況の共有、小

中・中高の合同教員研修の充実など、

幼児期から高等学校までの円滑な接

続を推進します。 

変化の激しい社会を生きるこども

たちの資質・能力の育成を図るため、

「主体的・対話的で深い学び」の実現

に向けた授業改善の推進等により学

校の教育活動の質を更に向上させ、学

習効果を高める必要があります。 

全ての児童生徒の可能性を引き出

す「個別最適な学び」と「協働的な学

び」を実現していくためにも、学校に

おける効果的なＩＣＴ活用に取り組

んでいく必要があります。 

児童生徒の言語能力、情報活用能

力、問題発見・解決能力等の学習の基

盤となる資質・能力を育成するととも

に、こどもが自ら学び取る姿勢を育む

ため、個別最適な学びと協働的な学び

の一体的な充実を図りながら、「主体

的・対話的で深い学び」の実現に向け

た授業改善やカリキュラム・マネジメ

ントを引き続き推進します。 

各教科等の学習の充実を図るため、

研修の充実やＩＣＴ支援員等の外部

人材の活用などによるＩＣＴを活用

した教員の指導力向上の取組を推進

します。 

また、各市町村が配置するＩＣＴ支

                             
27 幼児教育の内容・指導方法等に関する調査研究、幼稚園教諭・保育士・保育教諭や幼児教育アドバ

イザーに対する研修機会の提供や相談業務、市町村や幼児教育施設に対する助言・情報提供等を行う地

域の拠点のこと 
28 幼児教育の専門的な知見や豊富な実践経験を有し、域内の幼児教育施設等を巡回、教育内容や指導

方法、環境の改善等について指導を行う者のこと 
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現状・課題 主要な施策の概要 

援員相互の連携の促進やネットワー

クの拡大に取り組みます。 

各学校が作成した「確かな学力育成

プラン」に基づいた学力向上の取組

が、組織的で継続的な検証改善サイク

ルに基づき実施されるよう、モデル校

における実践的な研究や事例の普及

に取り組みます。 

授業等でのデジタル教科書を含む

ＩＣＴの効果的活用の実践に全県的

に取り組むため、GIGA スクール運営支

援センター等による広域的な活用支

援や、全県統一の統合型校務支援シス

テムの導入等、県と市町村が連携した

取組を推進します。 

児童生徒１人１台端末や大型提示

装置の計画的な更新、高速大容量通信

に対応したネットワーク環境の充実

を図ります。 

小規模校において生徒のニーズに

応じた多様な教科・科目が開設できる

ように、配信拠点からＩＣＴにより専

門性の高い授業を各小規模校に配信

する遠隔授業の実施に取り組みます。 

岩手県子どもの生活実態調査によ

れば、収入が中央値よりも低い世帯の

子どもは、中央値以上の世帯の子ども

に比べ、授業の理解度が低い傾向にあ

り、その理由として、宿題や予習・復

習などの家庭学習の不足を挙げた割

合が高いほか、家庭での学習時間が少

ない傾向にあります。 

また、幸福感・自己肯定感が低い子

どもは、高い子どもに比べ、授業の理

解度が低く、授業がわからない理由と

して、勉強する気が起きないことを挙

げた割合が高くなっています。 

学校において、こどもが家庭環境に

左右されることなく学力を身につけ

ることができるよう、確かな学力を育

成するためのきめ細かな指導を推進

します。【再掲】 
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【指標】教育課程全体で「話すこと」「書くこと」等の言語活動の充実を図っている

学校の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小－ 

中－ 

高－ 

51  

43  

86 

52  

44  

87 

53  

45  

88 

 

【指標】児童生徒の資質・能力の向上に向けて、「確かな学力育成プラン」に基づ  

いて組織的に取り組んでいる学校の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小－ 

中－ 

65  

54 

66  

55 

67  

56 

 

【指標】授業等でＩＣＴ機器を活用し、児童生徒にＩＣＴ活用について指導できる

教員の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

78 82 86 90 

    現状値は令和３年の値 

 

(イ) 児童生徒の実態に応じた授業改善の推進と家庭学習の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

児童生徒に身に付けさせたい資質・

能力の育成に重きを置きながら各学

校が作成した「確かな学力育成プラ

ン」に基づき、学力向上に向けた取組

を推進してきたところであり、さら

に、学校の組織的な取組の充実や、児

童生徒の自主的かつ計画的な家庭学

習の習慣化を図る必要があります。 

児童生徒の学習上のつまずきに着

目したきめ細かな指導を行うため、諸

調査の内容等の改善・検討と調査結果

の効果的な活用、学校訪問指導による

改善、校種間連携の取組など、児童生

徒の実態把握に基づいた授業改善に

向けた取組を推進します。 

児童生徒の学習内容の定着と学習

意欲の向上のため、自主的かつ計画的

な家庭学習の充実に取り組みます。 

児童生徒の学習面・生活面へのきめ

細かな指導の充実などを図るため、少

人数教育や学習習熟度などに応じた

教育を推進します。 

 

【指標】諸調査結果や日々の授業から明らかになった児童生徒のつまずきに着目し

た授業改善を行っている学校の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小－ 

中－ 

高－ 

54 

44 

80 

56 

46 

81 

58 

48 

82 
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(ウ) 社会ニーズに対応した学習内容の充実などによる生徒の進路実現の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

児童生徒が社会から求められる資

質・能力を身に付け、希望する進路を

実現し、よりよい社会の創り手となる

よう学習指導要領が掲げる「社会に開

かれた教育課程」の理念に基づいて、

自ら課題を発見し解決に向けて取り

組む学習をより一層推進し、社会に参

画できる力を備えた主体的に未来を

切り拓く多様な人材を育成する必要

があります。 

グローバルに活躍する人材や地域

課題解決をけん引する人材など、将来

の本県の発展を担う多様な人材を育

成するため、大学や地域等との連携に

よる探究的な学習の推進など、生徒の

課題発見・解決能力の育成に取り組み

ます。 

高校生の希望する進路を実現する

ため、多様な大学入試制度に対応した

進学支援の充実や、産業界等との連携

による専門的な知識・技術等の習得な

どに取り組みます。 

文理の枠を超えた学びを通じて、高

等学校の早期の段階から生徒の理数

分野への興味・関心をかん養し、理系

人材やデータを収集・分析・利活用し

総合的に社会の課題を解決できる人

材の輩出を加速するため、探究的な学

習をＳＴＥＡＭ 29の視点から深める取

組を推進します。 

 

【指標】生徒の進路実現に向け、自校で設定した進路目標を達成できた高校の割

合（％） 

現状値 2024（R6） 2025（R7） 2026（R8） 

66 68 69 70 

現状値は令和３年の値 

 

ウ 児童生徒の豊かな人間性と社会性を育みます【徳育】 

(ア) 自他の生命を大切にし、他者の人権を尊重する心の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

                             
29 STEAM（教育）：教育再生実行会議第 11 次提言において、「各教科での学習を実社会での問題発見・

解決にいかしていくための教科横断的な教育」とされているもの。 
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多様性と包摂性が重視される社会

の中で、多様な価値観を認め合い、

様々な人々と協働していく人間性や

社会性の育成が重要であり、自他を大

切にし多様な価値観を認め合う道徳

性のかん養や人権意識の醸成に向け

た教育の充実に取り組む必要があり

ます。 

自他の生命を大切にし、人権を尊重

する心を育成するため、多様な教育活

動と関連付けたカリキュラム編成や

教員の指導力向上に向けた教員研修、

互いの人権や多様性を認め合う機会

を重視した教育実践の普及など、道徳

教育及び人権教育等の充実に取り組

みます。  

教員がこどもの人権を尊重し多様

性を包摂する視点をもつことにより、

児童生徒一人ひとりの可能性を伸ば

す教育を推進します。 

児童生徒の自殺を予防するため、教

員研修の充実や専門職による相談体

制を整備するほか、道徳教育や特別活

動などを活用して「命を大切にする教

育」「ＳＯＳの出し方に関する教育」

「心の健康の保持に係る教育」の充実

に取り組みます。 

 

【指標】多様な意見を認め合うことに価値を感じている児童生徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小－ 

中－ 

高－ 

78  

82  

90 

79  

83  

90 

80  

84  

90 

 

(イ) 学校・家庭・地域が連携した体験活動の推進などを通じた豊かな心の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、学校・家庭・地域が連携・協

働した体験活動、様々な文化芸術の鑑

賞及び体験の機会が減少したところ

であり、児童生徒の思いやりの心や規

範意識、協調性、責任感、感性、創造

性などを育むために、多様な体験活動

の一層の充実を図る必要があります。 

幼児児童生徒が、社会や地域におけ

る貴重な体験を通して、様々な人々と

関わり合いながら達成感や有用感を

得ることができるよう、教育振興運動

と連動した自然体験・奉仕体験・職場

体験等への参加促進、放課後子供教室

における学習・体験プログラムの実施

など、学校・家庭・地域が連携した多

様な体験活動を推進します。 

本県の児童生徒の読書率は全国と

比較して高い傾向にあることから、更

に生涯にわたって読書に親しみ、楽し

む習慣につなげていく必要がありま

素直に感動できる豊かな情操を育

てるため、児童生徒が多くの本に触

れ、読むことの楽しさを実感できる読

書活動や、読書ボランティアと連携し
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現状・課題 主要な施策の概要 

す。 た読み聞かせ、学校司書の配置の拡

充、地域の人材育成を図る研修会の実

施などによる学校図書館を生かした

読書活動等の充実に取り組みます。 

 

   【指標】学校や地域が行う体験活動に参加し、達成感や有用感をもった児童生徒の 

割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小－ 

中－ 

高－ 

86  

86  

90 

87  

87  

90 

88  

88  

90 

     

【指標】「読書が楽しい」と感じる児童生徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小 89 

中 85 

高 84 

90  

85  

85 

90  

85  

85 

90  

85  

85 

    現状値は令和３年の値 

 

(ウ) 学校における文化芸術教育の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

新型コロナウイルス感染症の影響

により、学校・家庭・地域が連携・協

働した体験活動、様々な文化芸術の鑑

賞及び体験の機会が減少したところ

であり、児童生徒の思いやりの心や規

範意識、協調性、責任感、感性、創造

性などを育むために、多様な体験活動

や文化芸術活動などの一層の充実を

図る必要があります。 

民俗芸能をはじめとする文化芸術

への理解を深めるため、郷土の伝統文

化の体験や継承活動に取り組む機会

及び様々な文化芸術の鑑賞会等の機

会を充実させるとともに、文化部の生

徒を対象とした技能講習会など部活

動を通じた取組を推進します。 

心豊かに生活する基盤をつくるた

め、博物館や美術館、図書館等と連携

し、学校教育における文化芸術活動に

関する講習会や発表の機会を支援し

ます。 

生徒の文化芸術活動に継続して親

しむことができる機会の確保などを

目的に、学校部活動の地域連携や地域

クラブ活動への移行を進めることと

しており、学校と地域が協働・融合し

た形での地域の文化芸術環境の充実、

地域クラブ活動の実施主体として想

定される文化芸術団体等の整備、専門

学校部活動の質的向上等を図るた

め、合同部活動の導入や部活動指導員

の適切な配置などに加え、地域クラブ

活動への移行について、市町村の教育

委員会や地域文化芸術団体などと連

携して取り組みます。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

性や資質を有する指導者の確保等に

向けて取組を推進する必要がありま

す。 

 

【指標】様々な文化芸術に触れ、文化芸術に興味がわいたと感じている児童生徒の

割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小 69 

中 65 

高 68 

73 

70 

79 

74 

71 

82 

75 

72 

86 

現状値は令和３年の値 

 

(エ) 主権者教育などによる社会に参画する力の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

選挙権年齢や成年年齢が 18 歳とな

ったことを踏まえ、各教科や総合的な

探究の時間を中心とした現代の諸課

題を考察し、解決策を構想する学習な

どにより、より一層児童生徒が社会に

参画しようとする態度の育成に向け

た取組の充実を図る必要があります。 

児童生徒が日々変化する社会の動

きや身近な地域課題に対して関心を

高め、主体的に社会の形成に参画しよ

うとする態度を育成するため、関係機

関と連携した探究的な学習や、政治へ

の参画意識を高める主権者教育、多様

な契約・消費者保護の仕組みなどを理

解する消費者教育の充実に取り組み

ます。 

児童生徒が他者と連携して、多様な

価値観や考えを踏まえながら解決方

法を生み出し、より良い社会を形成し

ようとする態度を養うため、各教科の

授業や特別活動等でのグループ活動

や話合いの充実を図ります。 

多様な教育活動を通して、児童生徒

が主体的に挑戦したり、他者と協働し

て創意工夫したりする機会の充実に

取り組みます。 

学校や地域の状況、社会の変化、他

者との共生等を踏まえ、児童生徒自身

が参画して校則の見直しなどが行わ

れています。今後も児童生徒が、他者

と協働する姿勢を身に付け、主体的に

選択・決定する取組の充実を図る必要

があります。 

県と市町村の教育委員会は、各学校

の校則等の内容、見直し状況について

把握し、必要に応じてその見直しを働

きかけます。 
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【指標】話し合いの場で、互いの良さを生かしながら解決方法を決めている児童生

徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小－ 

中－ 

高－ 

84 

84 

84 

85 

85 

85 

86 

86 

86 

 

 

エ 児童生徒の豊かな体を育みます【体育】 

(ア) 児童生徒の健康の保持・増進に向けた対策の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

岩手県は、全国に比較して、乳幼児

期及び学齢期のむし歯有病者率が高

い状況にあり、乳幼児期（妊娠期）か

らの予防策の徹底が求められていま

す。 

地域保健と学校保健との連携を図

りながら、生活習慣の改善やフッ化物

洗口などの予防策を推進します。 

新型コロナウイルス感染症の影響

などによる運動時間の減少、肥満であ

る児童生徒の増加、学習以外のスクリ

ーンタイムの増加などの課題がある

ことから、「よりよい運動習慣」「望ま

しい食習慣」「規則正しい生活習慣」の

形成による健康の保持・増進に向け

て、各習慣を相互に関連付けた一体的

な取組を推進する必要があります。 

「希望郷いわて元気・体力アップ運

動６０」の取組をＩＣＴ等も活用しな

がら発展、継承させ、「よりよい運動習

慣」「望ましい食習慣」「規則正しい生

活習慣」の形成による健康の保持・増

進に向けて、学校内における各分野の

担当者が連携し、一体的に関連付けな

がら、児童生徒一人ひとりのよりよい

生活の確立に取り組む「６０（ロクマ

ル）プラスプロジェクト」を推進しま

す。 

児童生徒の体力・運動能力の向上を

図るため、体力・運動能力調査結果を

踏まえた地域ごとの取組、学校の指導

者研修会を実施します。 

児童生徒が体力や技能の程度、年齢

や性別及び障がいの有無等にかかわ

らず、運動やスポーツの多様な楽しみ

方を共有することができるよう、体

育・運動能力調査結果を踏まえた地域

ごとの取組、学校の指導者研修会を実

施します。 

児童生徒の食に関する自己管理能

力育成に向けた指導力の向上を図る
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現状・課題 主要な施策の概要 

ため、各学校の優良実践を共有するな

ど、食育推進の中核的な役割を担う栄

養教諭をはじめとした教職員の研修

内容の充実に取り組みます。 

児童生徒に望ましい食習慣を身に

付けさせるため、生活の基盤である家

庭への啓発に取り組みます。 

スマートフォン等の過度な利用に

よる心身への影響等を踏まえ、幼児児

童生徒に基本的な生活習慣を身に付

けさせるため、家庭、地域、関係機関

と連携しながら、適切なスマートフォ

ン等の利用に関する普及啓発に取り

組みます。 

メンタルヘルスやアレルギー疾患

等、多様化・深刻化する子どもの健康

課題に対応するため、学校、家庭、関

係機関が連携した学校保健委員会で

の情報共有の一層の充実や、養護教諭

をはじめとした教職員の資質・能力向

上を図るための研修などに取り組み

ます。 

岩手県子どもの生活実態調査によ

れば、幸福感・自己肯定感が低い子ど

もは、高い子どもに比べ、朝食を毎日

食べる割合が低く、大人の家族と朝食

を一緒に食べる頻度も低くなってい

ます。 

児童生徒に望ましい食習慣を身に

付けさせるため、生活の基盤である家

庭への啓発に取り組みます。 【再掲】 

保護者がこどもと一緒に朝食を食

べる時間を持てるよう、民間企業等に

よる仕事と子育ての両立を支援する

取組を促進します。【再掲】 

いわてで働こう推進協議会を核と

した「いわて働き方改革推進運動」の

展開により、長時間労働の是正、年次

有給休暇の取得率向上、完全週休二日

制普及等の働き方改革の取組を推進

します。【再掲】 

薬物乱用などの健康に関する問題

を防止するため、啓発年齢層に応じた

薬物乱用に関する基礎知識、薬物の具

生涯にわたって健康的な生活を送

るために必要な力の育成に向け、生活

習慣病やゲートウェイドラッグとい
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現状・課題 主要な施策の概要 

体的な危険性・有害性、薬物乱用への

勧誘に対する対応方法等について効

果的な啓発を行う必要があります。 

われる喫煙・飲酒を含めた薬物乱用

等、健康に関する問題を防止するため

の講習会等、健康の保持増進への理解

を深める取組を実施します。 

性情報の氾濫や性の多様性など、子

どもたちを取り巻く社会環境が大き

く変化していることから、児童生徒が

性に関して適切に理解し、行動するこ

とができるようにする必要がありま

す。 

児童生徒が成長過程において性に

関する正しい知識を身に付けるとと

もに、自他共に尊重できる心を育成し

行動できるよう、関係機関と連携した

効果的な指導体制を構築します。 

 

【指標】運動やスポーツをすることが好きな児童生徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

86 89 89 89 

現状値は令和３年の値 

 

【指標】朝食を毎日食べる児童生徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小 96.6 

中 89.2 

97.0 

91.0 

97.0 

92.0 

97.0 

93.0 

    現状値は令和３年の値 

 

【指標】毎日一定の時刻に就寝する児童生徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小 84.7 

中 84.6 

85.0 

85.0 

85.0 

85.0 

85.0 

85.0 

    現状値は令和３年の値 

 

【指標】喫煙飲酒の指導を含めた「薬物乱用防止教室」30を開催している小学校の

割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

89.9 100 100 100 

    現状値は令和３年の値 

 

(イ) 適切な部活動体制の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

部活動への加入は「任意加入」であ 生徒の自主的・自発的な参加により

                             
30 学校において、薬物乱用の危険性を熟知している警察職員、麻薬取締官ＯＢ、学校医、学校薬剤師

等の協力を得て、薬物に対する正しい知識や乱用の恐ろしさについて指導する教育活動 
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現状・課題 主要な施策の概要 

り、生徒の自主的・自発的な参加によ

り行われる部活動の徹底について周

知する必要があります。 

行われる部活動の推進を図るととも

に、「岩手県における学校部活動及び

新たな地域クラブ活動の在り方に関

する方針」に基づき、部活動休養日の

設定や生徒のニーズを踏まえた適切

な部活動の指導体制の推進に取り組

みます。 

部活動における指導方針等につい

て、学校、保護者、外部指導者等の共

通理解が図られ、望ましい活動となる

よう、学校に対する働きかけを行う必

要があります。 

部活動の方針等の共通理解を図る

ため、教職員や保護者、外部指導者等

による部活動連絡会等の開催を推進

します。 

部活動における暴力や暴言及びセ

クシュアル・ハラスメント等の不適切

な指導を許さない学校風土の醸成と

教職員一人ひとりの意識の改革が求

められています。 

再発防止「岩手モデル」の適切な運

用等により、部活動指導者による暴力

や暴言及びセクシュアル・ハラスメン

ト等の不適切な指導の根絶に向けて、

効果的・実践的な指導者研修の充実に

取り組みます。また、大会で勝つこと

のみを重視し、心身に過重な練習を強

いることがないよう、スポーツ医・科

学の観点を踏まえた指導者研修の充

実に取り組みます。 

生徒がスポーツ活動に継続して親

しむことができる機会の確保などを

目的に、学校部活動の地域連携や地域

クラブ活動への移行を進めることと

しており、学校と地域が協働・融合し

た形での地域のスポーツ環境の充実

や、地域クラブ活動の実施主体として

想定されるスポーツ団体等の整備等

に向けて取組を推進する必要があり

ます。 

学校部活動の質的向上等を図るた

め、合同部活動の導入や部活動指導員

の適切な配置に加え、地域クラブ活動

への移行について、市町村の教育委員

会や総合型地域スポーツクラブ等の

地域団体などと連携して取り組みま

す。 

 

【指標】部活動の活動方針について、学校、保護者、外部指導者等が、共通理解を

図る部活動連絡会等の機会を持っている学校の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小 86.6 

中 93.1 

92.0 

97.0 

96.0 

99.0 

100 

100 

    現状値は令和３年の値 
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オ 共に学び、共に育つ特別支援教育を進めます 

(ア) 就学前から卒業後までの一貫した支援の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

「個別の指導計画」や「個別の教育

支援計画」に基づくサポート体制の充

実が図られており、今後も、幼児児童

生徒の特性や取り組んできた指導内

容及び支援方法についての確実な引

継ぎを行う必要があります。 

幼児児童生徒一人ひとりの障がい

に応じたきめ細やかな支援を行うた

め、学習指導における「個別の指導計

画」や、学校、家庭、福祉・医療等の

関係機関との連携による総合的な支

援を定めた「個別の教育支援計画」に

基づくサポート体制の充実を図りま

す。 

幼児期からの継続した一貫性のあ

る支援を行うため、引継ぎシートや就

学支援ファイル等を活用して、幼稚

園・保育所等から小学校への適切な接

続と、進学時における学校種間の円滑

な引継ぎに取り組みます。また、各学

校においては、特別支援教育コーディ

ネーターを中心とした組織的な校内

支援体制のもとに、医療・福祉・労働

などの関係機関とのネットワークを

構築しながら、個に応じた指導・支援

が推進されるよう取り組みます。 

就労を希望する生徒の進路を実現

するため、引き続き、特別支援学校高

等部生徒の就労に向けた取組の更な

る充実を図る必要があります。 

就労を希望する生徒の進路を実現

するため、特別支援学校と企業との連

携協議会などの連携の場を継続的に

設けるとともに、企業側の生徒の理解

を促進する特別支援学校技能認定制

度やいわて特別支援学校就労サポー

ター制度の活用により、実習先の確保

や雇用の拡大に取り組みます。 

 

【指標】「引継ぎシート 31」を活用し、進学時に円滑な引継ぎを行っている学校の

割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

71 100 100 100 

現状値は令和３年の値 

                             
31 支援を必要とする児童生徒に対して継続した一貫性のある指導・支援につなげるための各校種間等

の引継ぎを行うシート 
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(イ) 各校種における指導・支援の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

小・中学校等及び高等学校に在籍す

る特別な支援を必要とする児童生徒

が増加していることから、継続型訪問

支援や随時相談支援等による地域支

援など特別支援学校のセンター的機

能の更なる充実を図る必要がありま

す。 

地域の特別支援教育の充実を図る

ため、特別支援学校が、地域における

特別支援教育のセンター的機能を担

い、特別支援教育の専門性を生かしな

がら、幼稚園や小・中学校等及び高等

学校に適切な助言や援助を行います。 

児童生徒の障がいの状況は多様化

しており、特別な支援を必要とする児

童生徒の個々の教育的ニーズに応じ

た指導・支援を充実していく必要があ

ります。また、全ての教職員の専門性

の向上を図る必要があります。 

全ての教職員の特別支援教育の専

門性の向上を図るため、各学校等の取

組に係る協議や情報交換などの実践

的な内容を取り入れた研修の充実を

図ります。 

 

【指標】特別支援学校の授業研究会・研修会に参加した小・中学校等及び高等学校の

教員数（人）［累計］ 

現状値 2024（R6） 2025（R7） 2026（R8） 

454 780 905 1,030 

現状値は令和元年から令和３年までの累計、目標値は令和元年からの累計 

 

(ウ) 教育環境の充実・県民理解の促進 

現状・課題 主要な施策の概要 

特別な支援を必要とするこどもが

地域で安心して学校生活を過ごすこ

とができるよう、引き続き、特別支援

教育に対する地域等の支援体制の構

築を推進する必要があります。 

特別な支援を必要とするこどもが

地域で安心して学校生活を過ごすこ

とができるよう、「共に学び、共に育つ

教育」の推進や発達障がいなどの障が

いに関する正しい知識の普及を進め

るための県民向け公開講座を実施し

ます。 

地域ぐるみで特別支援教育を支援

する体制をつくるため、授業の補助や

学校生活の支援を行う特別支援教育

サポーターの養成に取り組みます。 

医療的ケアが必要な児童生徒が安

心して教育を受けられる環境を整備

するため、学校への医療的ケア看護職

員の適切な配置に努めるとともに、安
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全で適切なケアを行うための医療的

ケア看護職員を対象とした研修を実

施します。 

 

【指標】特別支援教育サポーターの登録者数（人） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

335 420 450 480 

    現状値は令和３年の値 

 

 

カ いじめ問題などに適切に対応し、一人ひとりがお互いを尊重する学校をつくりま

す 

(ア) いじめ防止対策の推進といじめ事案への適切な対処 

現状・課題 主要な施策の概要 

いじめを一因とする自殺事案の発

生を契機として、学校におけるいじめ

防止対策に関する県民の意識が一層

高まるとともに、「いじめ防止対策推

進法」の趣旨を踏まえたいじめ防止な

どの更なる取組の推進が求められて

います。 

各学校がいじめ問題に対して組織

的に対応していくため、「岩手県いじ

め防止等のための基本的な方針」に基

づく取組を徹底します。 

自他の生命を大切にし、他者の人権

を尊重する心を育成するため、いじめ

について考える話合いの機会など児

童生徒による主体的な活動の促進と

ともに、思いやりの心と社会性を育成

する道徳教育や人権教育の充実を図

ります。 

いじめの積極的な認知やいじめが

発生した際の迅速な対応を行うため、

児童生徒に対する定期的なアンケー

ト調査や個人面談の実施の徹底を図

ります。 

県教育委員会に「いじめ対応・不登

校支援等アドバイザー」を配置し、学

校のいじめ等の初期段階における適

切な対処を支援します。 

教職員の生徒指導や教育相談の資

質向上を図るため、「いわて「いじめ問

題」防止・対応マニュアル」を活用し

た研修を実施します。 
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【指標】いじめはいけないと思う児童生徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小 97.0 

中 97.4 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

    現状値は令和３年の値 

 

【指標】認知したいじめが解消した割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

98.1 100 100 100 

    現状値は令和３年の値 
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(イ) 児童生徒に寄り添った教育相談体制の充実等による、不登校対策の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

学校生活に不安や悩みを抱えてい

る児童生徒の状況に応じた専門的見

地からの支援を図るため、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカー、24 時間子供ＳＯＳダイヤル相

談員等を配置しています。本県の不登

校児童生徒数は増加傾向にあること

から、専門職と連携した学校の教育相

談体制や、学校以外の相談機能の充実

を図り、不登校の未然防止や、発生し

た場合の適切な支援に一層取り組む

必要があります。 

魅力ある学校づくりを推進すると

ともに、学校の教育相談体制の充実を

図るため、学校心理士の資格を持つ教

育相談コーディネーターを養成する

とともに、教員の資質を高めるための

研修を実施します。 

児童生徒の悩みについて、１人１台

端末等を利用した教育相談「こころの

相談室」や児童生徒の心身の変化を把

握する「心の健康観察」の導入・活用

などの教育相談体制の充実を図りま

す。 

学校生活に不安や悩みを抱えてい

る児童生徒の状況に応じた専門的見

地からの支援を図るため、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカー、24 時間子供ＳＯＳダイヤル相

談員等を配置します。 

不登校児童生徒の一人ひとりの状

況に応じて、教育支援センター、フリ

ースクール等民間団体等の様々な関

係機関と連携し、ＩＣＴを活用した学

習支援など、多様な教育機会を確保す

るとともに、不登校児童生徒の社会的

自立への支援に取り組みます。 

オンラインやＩＣＴの活用を視野

に入れ、校内の空き教室を活用した

「校内教育支援センター」の体制整備

の支援を図り、学校内の居場所づくり

に努めます。 

県教育支援センター「ふれあいルー

ム」分室（県立図書館内に設置）によ

る、不登校児童生徒やその保護者に対

するアウトリーチ型支援の充実を図

ります。 
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【指標】学校が楽しいと思う（学校に満足している）児童生徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小 87 

中 84 

高 89 

89  

87  

90 

90  

89  

91 

91  

91  

91 

    現状値は令和３年の値 

 

(ウ) デジタル社会における児童生徒の健全育成に向けた対策の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

スマートフォンなどの情報端末の

利用時間の増加や、ＳＮＳ上での誹謗

中傷などのいじめやネット犯罪等に

巻き込まれる危険が深刻化している

ことを踏まえ、情報モラル教育の推進

や保護者への啓発活動等を更に推進

する必要があります。 

児童生徒が、デジタル社会において

適切に行動する考え方や態度を身に

付ける指導を行うため、児童生徒の情

報モラルの啓発を図るとともに、教員

研修を実施し、情報モラル教育の推進

に取り組みます。 

児童生徒を性的被害や有害情報か

ら守るため、スマートフォンなどの情

報端末のフィルタリングやインター

ネット利用のルールに関する普及啓

発活動に、保護者や地域、関係団体等

と連携して取り組みます。 

 

【指標】スマートフォンやインターネットを使うときは、危険に巻き込まれる可

能性等があることを理解している児童生徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小－ 

中－ 

高－ 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

 

キ 児童生徒が安全に学ぶことができる教育環境の整備を進めます 

(ア) 安全でより良い教育環境の整備 

現状・課題 主要な施策の概要 

全国における通学・通園時の事件・

事故の発生を受けて、学校・家庭・地

域や関係機関との連携による見守り

活動や交通安全教室の実施、通学等で

バスなどを利用する場合における児

童生徒の安全確保の強化が必要です。 

自然災害の多発など学校を取り巻

く環境変化を踏まえ、児童生徒の学校

管理下における安全が確保されるよ

う、学校の安全計画や危機管理マニュ

アルの検証・改善に取り組みます。 

通学時の児童生徒の安全が確保さ

れるよう、保護者、地域住民、関係期

間の協力を得ながら、スクールガード

等による通学時の見守りや通学路の

定期的な点検の実施、交通安全教室や
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防犯教室の実施による安全教育に取

り組みます。 

今後発生が想定される自然災害等

に備え、東日本大震災津波の経験や教

訓を生かし、家庭や地域、関係機関・

団体等と連携を図りながら、児童生徒

一人ひとりの安全確保を最優先とし

た実践的で効果的な防災教育を一層

推進する必要があります。 

児童生徒が自らの安全を確保する

力を身に付けることができるよう、発

達段階に応じて、東日本大震災津波の

経験・教訓を踏まえた、特色ある防災

教育に取り組みます。 

学校施設の老朽化や新たな教育ニ

ーズへの対応など引き続き、安全な教

育環境の整備とともに、学校施設の機

能の向上を図る必要があります。 

安全・安心な教育環境を整備するた

め、計画的な学校施設等の長寿命化等

を推進します。また、施設の木質化、

省エネルギー化等脱炭素化への取組

を推進するとともに、市町村、民間と

の共創による施設整備に取り組みま

す。 

家庭や社会の環境の変化に伴い、学

校施設の機能の向上を図るため、トイ

レの洋式化を進めるとともに、防災機

能の強化など新たなニーズ等に対応

した学習環境の改善に取り組みます。 

 

【指標】地域住民などによる見守り活動が行われている小中学校の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

81.8 85.0 85.0 85.0 

    現状値は令和３年の値 

 

(イ) 魅力ある学校づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

地域とともにある学校づくり、魅力

ある学校づくりを更に推進するため、

コミュニティ・スクールを計画的に導

入し、保護者や地域の評価も取り入れ

た目標達成型の学校経営を推進する

必要があります。 

地域とともにある学校づくりを推

進するため、「まなびフェスト」や学

校、家庭、地域が連携したコミュニテ

ィ・スクールの仕組みの活用を図ると

ともに、学校経営計画で設定した目標

の達成状況等の評価結果を広く公表

し、学校運営の改善に取り組みます。 

県立学校においては、地域等との連

携・協働の場であるコンソーシアム

（コミュニティ・スクールを含む。）の

設置が進むとともに、全ての高等学校

学校と地元自治体や企業、高等教育

機関等との連携・協働を進める場であ

るコンソーシアムを活用し、地域等と

協働して策定したスクール・ポリシー
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でスクール・ポリシーが策定されてい

ます。各校の特色ある教育活動の推進

のため、コンソーシアムの活用等を通

じた地域等との協働による学校運営

の更なる充実に取り組む必要があり

ます。 

に基づく教育活動の充実に取り組み

ます。 

 

【指標】コミュニティ・スクールを導入している学校の割合（％）【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

19.0 80.0 85.0 90.0 

    現状値は令和３年の値 

 

【指標】自分の住む地域や社会をよくするために何をすべきかを考えることがある

高校２年生の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

50 75 75 75 

    現状値は令和３年の値 
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(ウ) 多様な教育ニーズに対応する教育機会の確保 

現状・課題 主要な施策の概要 

県内の不登校児童生徒は増加傾向

にあります。また、県内に在住する外

国人の増加により、外国人の児童生徒

などの増加も見込まれています。この

ような多様な教育ニーズに対応する

ため、教育機会を確保するとともに、

相談体制の充実に取り組む必要があ

ります。 

県立高等学校入学者選抜において、

調査書を評価の対象としない「チャレ

ンジ枠」を導入するなど、学ぶ意欲が

ありながら様々な事情を抱える生徒

への支援の充実を図ります。 

不登校児童生徒一人ひとりの状況

に応じた支援のため、学校内外の教育

支援センターの設置を促進するとと

もに、フリースクール等民間団体等と

の連携を推進します。また、不登校児

童生徒の多様な学びの場（学びの多様

化学校等を含む。）の確保に向けた検

討を進めます。 

本県においても増加傾向にある外

国人の児童生徒などの学びの場の確

保、ヤングケアラーやこどもの貧困、

高校中途退学等への対応について、関

係機関と連携して取り組みます。 

市町村教育委員会と連携し、様々な

理由で義務教育を修了していない者

等の学び直しの場の在り方について

検討を進めます。 

児童生徒の障がいの状況は多様化

しており、特別な支援を必要とする児

童生徒の個々の教育的ニーズに応じ

た指導・支援を充実していく必要があ

ります。 

特別な支援を必要とする児童生徒

一人ひとりの多様なニーズに対応す

るため、医療、福祉、心理等の専門家

を活用した指導・支援の充実を図りま

す。 

 

【指標】教育支援センターを設置している市町村の数（市町村） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

21 27 30 33 

現状値は令和３年の値 

 

(エ) 教育への情熱と高い志を持つ有為な人材の確保・育成、資質向上 
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現状・課題 主要な施策の概要 

これからの本県教育を担う、教育へ

の情熱と高い志を持つ有為な人材を

採用するため、教員採用試験志願者の

確保に取り組んでいく必要がありま

す。 

「校長及び教員としての資質の向

上に関する指標」に基づき、教育への

情熱と高い志を持つ有為な人材を確

保し、育成するため、学生等への説明

会を実施し、求める教員像や教員の魅

力について発信します。また、社会情

勢の変化等に応じて、教員採用試験の

内容等を見直すとともに、体系的な研

修を行います。 

「学び続ける教師」として教員の更

なる資質向上等を図るため、教員の過

度な負担とならないよう留意しつつ、

研修の充実に取り組みます。また、研

修履歴を活用した管理職等との対話

により、教員が自らの研修ニーズと、

自分の強みや弱み、今後伸ばすべき力

や学校で果たすべき役割などを踏ま

えながら、必要な学びを主体的に行っ

ていくことができる仕組みを構築し

ます。 

本県の教育課題の解決に資する研

究・実践の成果を積極的に発信すると

ともに、多様な研修による教員の支援

や、研修履歴を活用した対話に基づく

受講奨励など教員の資質向上に資す

る取組の充実により、総合教育センタ

ー機能の充実に取り組みます。 

教員の専門性の向上を図るため、教

職大学院などの関係機関と連携しな

がら有為な人材の育成に取り組みま

す。 
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教職員は児童生徒の人格形成に大

きな影響を与える重要な職務を担う

ものであることから、全ての児童生徒

が安心して学校生活を送り、様々な活

動に取り組むことができるよう、教職

員一人ひとりが児童生徒の人権を尊

重する意識を高める必要があります。 

再発防止「岩手モデル」の適切な運

用等により、全ての児童生徒の人権が

尊重される学校づくりに向けて、教職

員の人権意識を高めます。また、児童

生徒に対する暴力や暴言及びセクシ

ュアル・ハラスメント等の不適切な指

導は決して許されない重大な人権侵

害であるとの認識のもと、校内研修等

を実施するなど、根絶に向けた学校体

制を確立します。 
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(オ) 「岩手県教職員働き方改革プラン」に基づく教職員の働き方改革 

現状・課題 主要な施策の概要 

全国的に教職員の長時間勤務によ

る負担が増加しており、「学校におけ

る働き方改革」を早急に進める必要が

あります。 

「統合型校務支援システム」の全県

導入など教職員の働き方改革に資す

る具体的取組を推進します。 

「チームとしての学校」を構築して

いくため、引き続き小・中学校全学年

での少人数学級等の実施や、スクール

カウンセラーやスクールソーシャル

ワーカー、スクールサポートスタッフ

等の配置を行います。 

学校の諸課題の速やかな解決と教

職員の負担軽減を図るため、スクール

ロイヤーによる法務相談体制を構築

します。 

部活動の適正な運営を図るため、公

立中学校や県立高等学校への部活動

指導員の配置や、「岩手県における学

校部活動及び新たな地域クラブ活動

の在り方に関する方針」に基づく部活

動休養日及び活動時間の基準の徹底

を図ります。 

教職員の勤務時間の適正化等を図

るため、タイムカード等による客観的

な勤務時間把握や、盆・年末年始等の

学校閉庁日の設定などを進め、「岩手

県教職員働き方改革プラン」の目標の

達成に取り組みます。 

生徒の自主的・自発的な参加により

行われる部活動の推進を図るととも

に、「岩手県における学校部活動及び

新たな地域クラブ活動の在り方に関

する方針」に基づき、部活動休養日の

設定や生徒のニーズを踏まえた適切

な部活動の指導体制の推進に取り組

みます。 

 

ク 地域に貢献する人材を育てます 

(ア) 「いわての復興教育」などの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 
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東日本大震災津波の記憶の風化が

懸念されることから、東日本大震災津

波の記憶のない児童生徒に対し教訓

や経験を伝承するとともに、自他の生

命を守り抜く主体性を備え、復興・発

展を支える地域に担い手の育成を推

進する必要があります。 

岩手の復興・発展をさせる人材を育

成するため、東日本大震災津波の経験

や教訓を学校教育に生かして、内陸部

と沿岸部の学校間や小・中・高・特別

支援学校の異校種間の交流を推進す

るとともに、家庭・地域・関係機関と

連携した取組の充実を図ります。 

東日本大震災津波の記憶の風化を

はじめ、様々な社会状況の変化に対応

し、復興教育を充実させるため、「いわ

ての復興教育」プログラムや副読本、

絵本の効果的な活用、「いわての復興

教育」の実践発表会の開催など、県内

全ての公立学校が教科横断的な取組

を推進します。 

郷土への誇りと愛着を醸成するた

め、学校と地域が連携し、岩手の歴史

や偉人、豊かな自然・文化等を探究す

る学習や、地域活動への積極的な参加

を促し、地域産業を理解する取組や地

域の課題解決を図る学習、伝統文化を

継承する取組などにより、地域の担い

手の育成を推進します。 

 

【指標】自分の住む地域が好きだと思っている児童生徒の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

小 72 

中 53 

高 45 

73  

57  

49 

73  

59  

51 

74  

60  

52 

    現状値は令和３年の値 

 

(イ) キャリア教育の推進とライフデザイン能力の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

児童生徒の興味・関心や適正に基づ

いた進路実現が可能になるよう、学校

全体で計画的・組織的にキャリア教育

を更に推進する必要があります。ま

た、児童生徒が職業について知り、自

らのライフデザインについて考える

機会の充実を図る必要があります。 

「いわてキャリア教育指針」【改訂

版】に基づくキャリア教育の推進を図

るとともに、キャリア・パスポートの

活用によるキャリア教育実践の充実

に取り組みます。 

各学校が作成した「キャリア教育全

体計画」に基づき、主体的に進路を選
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択し、社会人・職業人として自立する

ための能力を育成するため、キャリア

教育を一層推進し、社会人講師による

ライフデザインに関する講演や社会

人との交流会等に取り組みます。 

地域を担う産業人材を育成するた

め、就業支援員等を活用し、生徒の適

性を踏まえた就職指導や地元企業と

連携した教育活動に取り組みます。 

児童生徒、保護者、教員の地域企業

等への理解や関心を高めるため、県内

の産業界等と連携し、企業見学会や企

業ガイダンスの開催などに取り組み

ます。 

 

【指標】将来希望する職業（仕事）について考えている高校２年生の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

48 52 54 55 

 現状値は令和３年の値 

 

(ウ) 岩手と世界をつなぐ人材の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

グローバル化が急速に進展する中、

英語をはじめとした外国語によるコ

ミュニケーション能力は生涯にわた

る様々な場面で必要となることから、

児童生徒の英語力の向上を図る取組

を推進する必要があります。 

児童生徒の異文化への理解を深め

るため、海外派遣等による国際交流の

機会や県内に居住する外国人・留学生

等との交流を深める体験機会の充実

などを推進します。 

児童生徒の英語によるコミュニケ

ーション能力の向上を図るため、正確

な発音を習得し、英語で情報を伝えた

り、自分の考えを述べたりするととも

に、相手の発話を聞いて理解するため

の機会が日常的に確保されるよう、Ａ

ＬＴ等を活用した指導の充実やデジ

タル教科書等のＩＣＴの活用などに

取り組み、児童生徒の学習意欲の向上

を図ります。また、英語担当教員の英

語指導力向上に向けた実践的な研修

をはじめとする各校種での教員研修

の充実を図ります。 
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【指標】中学３年生、高校３年生において求められている英語力を有している生徒

の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

中 42.9 

高 49.0 

47.0 

53.0 

49.0 

55.0 

51.0 

57.0 

    現状値は令和３年の値 

 

 

(エ) イノベーションを創出する人材の育成 

現状・課題 主要な施策の概要 

ＩｏＴやＡＩなど最新のデジタル

技術やデータを効果的に活用し、地域

課題の解決や利便性の向上、新たな価

値の創造につなげることができる人

材を育成する必要があります。 

外部専門人材の活用による講演や

研究事業等、理科・数学への興味・関

心や児童生徒の科学技術・ものづくり

への探究心を高める取組を行います。 

地域の課題解決を図るため、産業界

と連携し、課題解決能力と創造的な発

想力を持ち、これからの技術革新や市

場ニーズの変化に柔軟に対応できる

人材の育成を推進します。 

 

 

（４）健全で自立したこどもを育み、若者の活躍を支援する（青年期） 

ア 個性や主体性を発揮して自立した活動ができる環境づくりを推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

新規大卒者の３年以内の離職率は

全国平均を上回っていますが、高卒者

については徐々に低下傾向にありま

す。 

意識調査によると、高校生は「岩手

県内に将来、働いてみたいと思う企業

等」が「ある」は約２割、「今は分から

ない」が約６割、「ない」が約２割とな

っており、県内企業の情報の浸透や県

内企業で働くイメージを形成させる

取組が必要です。 

こども・若者の発達段階に合わせて

職業観や人生設計能力を育むととも

に、適切な進路指導や情報提供、相談

体制の構築が必要です。 

こどもの職業観や勤労観の醸成を

図るため、関係機関等との連携によ

り、発達段階に応じたインターンシッ

プや体験学習等を実施します。 

生徒一人ひとりに合った就業支援

の充実を図るため、就業支援員が高校

を巡回し、進路相談や面接指導を行い

ます。 

ジョブカフェいわてにおけるオン

ラインも活用したキャリアカウンセ

リングや研修等の実施、就業支援員に

よる企業訪問等により、高卒者等の早

期離職防止及び離職後の再就職支援

に取り組みます。 

情報通信技術、科学技術の発展に伴 雇用情勢や産業政策、企業ニーズを
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い産業構造の変化や社会の急激な変

化により、絶えず新しい技術や知識を

習得する必要性が高まっています。あ

らゆる産業分野において、これらの変

化に対応する人材を育成することが

求められています。 

このことは、新規採用者はもちろん

のこと、既に就職している人や再就職

を目指す人にとっても必要なことで

あり、一旦社会に出た人が高度な教養

や専門的知識、技術に関して学び、ス

キルアップ（能力向上）や起業などで

活躍できる環境づくりとその支援が

必要になっています。 

踏まえた職業訓練等の就職支援を実

施するとともに、学び直しの機会の確

保等を進めます。 

また、県立職業能力開発施設におい

て、時代の変化や地域社会のニーズに

対応した教育環境の整備を推進し、将

来の本県産業を担う人材を育成しま

す。 

本県には、約 5,600 人の若年無業者

がいると推計されており、社会的自立

に向けて、それぞれの状況に応じた支

援に取り組む必要があります。 

若年無業者の自立を支援するため、

訪問型相談などによる相談支援、就業

体験やボランティア体験などの就労

支援に取り組みます。 

農林水産業従事者の減少や高齢化

が進行する中、農林水産業の次代を担

う新規就業者の確保・育成に取り組む

必要があります。 

農林水産業の担い手の確保・育成を

図るため、就業希望者のニーズに対応

した体験研修や技術研修を実施しま

す。 

新規就業者の定着に必要な技術や

経営管理等について、熟度に応じた体

系的な研修を実施します。 

こどもが社会との様々な関わりを

持つことは、多様な体験や交流を通じ

て成長する機会であるとともに、自主

性・社会性を養い、社会の一員として

の自分について認識を深める機会と

なるものです。 

こどもの個性を伸ばし、活躍の可能

性を広げるため、こどもの社会参画を

促進する必要があります。 

生徒の意見発表の場や社会参加活

動等に関心のある生徒の全県的な交

流機会の充実に取り組みます。 

青少年団体の活動への支援やこど

ものボランティアへの活動機会の提

供を図ります。 

こどもの声を施策に生かすため、こ

どもの交流を通じて意見を交換し合

い、その意見を提言する機会を設けま

す。 

若年無業者やヤングケアラー、発達

に特性のある若者、非行を犯してしま

った若者など、社会的自立に困難を有

するこども・若者や家族等に対して支

援を行うに当たっては、教育、福祉、

 社会的自立に困難を有するこども・

若者への支援に取り組む団体間の連

携を図るため、関係機関・団体による

「子ども・若者自立支援ネットワーク

会議」を設置し、相談しやすい体制づ
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保健、医療、矯正、更生保護、雇用な

ど多様な関係機関がネットワークを

形成し連携する必要があります 

くりや相談員の能力向上に取り組み

ます。 

 

【指標】若年無業者等「交流・活動支援（ステップアップ）」参加者数（人）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

468 1,160 1,740 2,320 

    現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 

 

イ 愛着を持てる地域づくりを推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

 こどものありようや社会の価値観

が多様化する中、全てのこどもの健全

な成長を支えるためには、家庭や教育

機関だけでなく、地域全体でこどもを

育てるという意識を社会全体で共有

し、協力して取り組んでいく必要があ

ります。 

様々な主体の連携により、地域全体

でこどもの健全育成を推進するため、

青少年活動交流センターを拠点とし

て、世代間・地域間の交流促進や青少

年団体活動の支援、相談支援、情報発

信など、各種取組の充実を図ります。 

地域全体でこどもを見守り育てる

活動を推進するため、青少年育成委員

を各地域に配置し見守り活動を行い

ます。 

家庭はこどもが健やかに成長する

ための基盤ですが、核家族化の進展や

地域のつながりの希薄化などにより、

子育てやこどもの自立に関する十分

な助言を得られない保護者もいるこ

とから、様々な不安や悩みを相談し、

必要な支援を受けられる体制づくり

が必要です。 

青少年活動交流センター事業や「い

わて家庭の日」県民運動などを通じ

て、家族のふれあいが育まれるよう意

識啓発を行います。 

こどもやその保護者が抱える様々

な悩みについて、相談しやすい体制づ

くりに取り組むとともに、相談内容に

応じた関係機関の連携の充実を図り

ます。 

 

【指標】青少年活動交流センター利用者数（作品応募者数を含む）（人） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

8,842 16,000 19,500 23,000 

    現状値は令和３年の値 

 

【指標】子ども・若者支援セミナー受講者数（人）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

177 480 720 960 

    現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 



102 

 

ウ 青少年を非行や事故から守る環境づくりを推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

地域のつながりの希薄化や少子化

など社会構造が変化する中、こども・

若者が孤立に陥ることのないよう、安

心して悩みを打ち明けられる場所が

必要です。 

こども・若者が悩みを打ち明けられ

る場所として各種相談窓口を設置す

るとともに、相談しやすい体制の充実

に取り組みます。 

こども・若者の多様な悩みに対応す

るため、「子ども・若者自立支援ネット

ワーク会議」を通じた情報共有など、

関係機関相互の連携促進に取り組み

ます。 

こどもが非行に走ることを防ぐた

めには、青少年が孤立しないような周

囲の見守りや、非行を犯したこどもの

自立支援など、県民全体でこどもを非

行・被害から守る意識を醸成する必要

があります。 

「青少年を非行・被害から守る県民

運動」を展開し、広報啓発活動や少年

補導活動、困難を抱える青少年の立ち

直り支援活動など、関係機関・団体が

一体となった取組を推進します。 

県内に設置されている少年センタ

ー相互の連携を図るとともに、各セン

ターの活動について情報の収集や提

供を行います。 

スマートフォンやインターネット

の利用を巡るトラブルや犯罪、有害な

情報からこどもを守るためには、青少

年が自分を守るための能力を身につ

け、保護者や周囲の大人が適切な保護

を行うための支援が必要です。 

インターネットの適切な利用を促

すため、こどもに対する情報モラルの

普及啓発のほか、保護者や指導者等に

対する情報メディア対応能力の養成

等に取り組みます。 

わいせつな表現や暴力的な表現、非

行や犯罪を誘発するおそれのある環

境などによって、こどもの健全な成長

が阻害されないよう、環境の浄化に取

り組む必要があります。 

18 歳未満のこどもに不健全な図書

類を購入・閲覧させないよう、不健全

図書類の指定や立入調査を行います。 

 

【指標】青少年を非行・被害から守る県民大会参加者数（人）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

596 1,100 1,650 2,200 

    現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 

 

【指標】青少年指導者向け情報メディア対応能力養成講座受講者数（人）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 
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307 620 930 1,240 

    現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 

 

エ 若者が活躍できる「環境づくり」を推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

若者同士の交流や地域参画によっ

て、若者自身の学びや地域活性化が期

待されるところですが、若者の中に

は、チャレンジの第一歩を踏み出せな

い人やチャレンジの機会に恵まれな

い人もいます。 

若者の活動を促進するためには、活

動場所や資金のほか、助言や応援をく

れる仲間などの支えが重要です。 

若者同士の交流の場である「若者カ

フェ」と、県内各地の連携拠点の取組

を充実させ、若者の活動を支えるキー

パーソンによる支援や助言の充実を

図ります。 

地域課題解決に資する若者のアイ

ディアや意欲を後押しする取組を実

施します。 

若者の声や価値観は、大人世代の価

値観によって社会に届きにくい状況

にあることから、若者の活動を社会全

体で応援する機運の醸成を図るため、

若者の意見や活動の発信を支援する

必要があります。 

若者と大人がともに考え議論する

イベント等により、若者のいわての未

来づくりへの参画意識を高めるとと

もに、社会全体が若者を理解し応援す

る機運を醸成します。 

県内の高等教育機関は、それぞれ特

色ある教育研究を行っているほか、各

機関の特色を生かした連携も進めら

れており、相互の機能を補完・拡充す

るための取組等を更に充実していく

必要があります。 

また、岩手県の人口の社会減は、18

歳の進学・就職期と 22 歳前後の就職

期に顕著となっていることから、地域

社会に貢献する意欲のある人材が岩

手で活躍できるよう、地元定着につな

がる取組を促進する必要があります。 

 県内高校から県内大学等への進学

機運を高めるため、県内大学と連携し

た「高大連携講座」の拡充など、県内

高校生に対する県内大学の魅力紹介

などの取組を推進します。 

 県内大学生等の卒業後の地元定着

を高めるため、産学官連携により地元

企業の魅力を伝えるとともに、インタ

ーンシップの取組強化や県内企業と

大学生等との交流機会の創出等によ

り地元定着の意識を醸成します。 

若者を始めとする起業者や後継者

の育成による経営人材を確保し、新た

な人の流れを生み出すため、若者の起

業マインドの醸成や若者の起業を支

援する必要があります。 

地域経済の新たな担い手となる起

業家の育成を支援するとともに、成長

した起業家が次の起業家を支援する

ことで、県内において継続的に起業家

が生み出される仕組みの構築に向け、

県内の産学官金の連携により設置し

た「いわてスタートアップ推進プラッ

トフォーム」を核として、起業マイン
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ドの醸成や経営能力の向上等の取組

を推進します。 

 

【指標】いわて若者交流ポータルサイトアクセス数（回） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

61,827 72,500 76,000 79,500 

    現状値は令和３年の値 

 

（５）困難な状況に置かれているこども、子育て世帯を支援する 

ア こどもの貧困の解消に向けた対策を推進します 

 (ア) 教育の支援  

 現状・課題 主要な施策の概要 

・ 収入が中央値よりも低い世帯の子

どもや、幸福感・自己肯定感が低い

子どもは、高い子どもに比べ、授業

の理解度が低く、授業がわからない

理由として、勉強する気が起きない

ことを挙げた割合が高くなってい

ます。 

・ 収入に関わらず、約半数の子ども

が無料で勉強を教えてもらえる場

所があったら通うことを望んでお

り、そのうち８割以上が住んでいる

学区内での利用を希望しています。 

学校において、こどもが家庭環境に

左右されることなく学力を身に付け

ることができるよう、確かな学力を育

成するためのきめ細かな指導を推進

します。 

 市町村や民間と連携し、食事を提供

する以外にも学習支援等さまざまな支

援に取り組む子ども食堂、生活困窮者

自立支援制度における子どもの学習支

援事業など、地域の実情に応じた多様

なサービスの充実を支援します。 

・ 母子世帯の保護者は、子どもに、

理想的には大学まで進んでほしい

が、現実的には高校までと考えてい

る場合が多く、そのように考える理

由として 15％以上の保護者が経済

的な事情を挙げています。 

・ 世帯類型に関わらず、子どもの教

育のための経済的支援に対する保

護者のニーズが高くなっています。 

・ 子どもの教育を経済的に支援する

制度の周知が、母子世帯などの保護

者に行き届いていません。 

各広域振興局保健福祉環境部等に

母子・父子自立支援員を配置、母子家

庭や父子家庭の教育費の相談に応じ、

修学資金の貸付を行うなどの支援を継

続します。 

ひとり親家庭に対して必要な支援

に繋ぐことができる相談支援体制を強

化し、教育に関する経済的な支援制度

が必要な世帯に漏れなく活用されるよ

う支援するとともに、公的支援制度の

積極的な周知・広報を行います。 

生活困窮者自立支援制度による包

括的支援における、教育に関する経済

的な支援制度等の情報提供を支援しま

す。 
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母子世帯では、他の世帯類型に比

べ、経済的な理由により子どもの給食

費や教材費が払えなかったなど、子ど

もに直接影響が及ぶ経験をした割合

が高くなっています。 

 要保護児童地域対策協議会 32の機能

を活用しながら、学校と、家庭、地域、

関係機関が連携し、苦しい状況にある

こどもたちを早期に把握し、適切な支

援につなげる体制の強化を図ります。 

 幸福感・自己肯定感が低い子ども

は、高い子どもに比べ、嫌なことや悩

みを誰にも相談しない割合が高くな

っています。 

 スクールカウンセラー 33の配置な

ど、こどもが悩みを相談できる体制の

充実を図ります。 

 

   【指標】学習支援事業に取り組む市町村数（市町村） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

24 28 30 33 

    現状値は令和３年の値 

 

【指標】生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

96.6 
(2023) (2024) (2025) 

98.4 99.0 99.5 

    現状値は令和２年の値 

 

 (イ) 生活の安定に資するための支援  

現状・課題 主要な施策の概要 

こどもの幸福感・自己肯定感と、い

やなことや悩みがあるときだれかに

相談することの有無は、大きく関連し

ていることが窺えます。 

保護者がこどもとの団らんや会話

のための時間を持てるよう、民間企業

等による仕事と子育ての両立を支援す

る取組を促進します。 

いわてで働こう推進協議会を核と

した「いわて働き方改革推進運動」の

展開により、長時間労働の是正、年次

有給休暇の取得率向上、完全週休二日

制普及等の働き方改革の取組を推進し

ます。【再掲】 

 収入に関わらず、約半数の子どもが

「子ども食堂」の利用を望んでおり、

そのうち８割以上が住んでいる学区

 子ども食堂など、民間団体等による

子どもの居場所づくりの取組を支援

し、全市町村への取組の拡大を図りま

                             
32 虐待を受けた子どもをはじめとする要保護児童等に関する情報の交換や支援を行うために協議を行

う場として、地方公共団体が設置・運営する組織 
33 学校における児童生徒の心理に関する支援に従事し、心理に関して高度に専門的な知識及び経験を

有する者 
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現状・課題 主要な施策の概要 

内での利用を希望しています。 

 また、全てのこども・若者が、安全

に安心して過ごせる多くの居場所を

持つことができるよう、社会全体で支

えていくことが必要です。 

す。 

幸福感・自己肯定感が低い子ども

は、中央値以上の世帯の子どもに比

べ、朝食を毎日食べる割合が低く、な

っています。 

朝食の摂取を含めた、こどもの望ま

しい食習慣や生活習慣の形成を図る

ため、学校や地域と連携し、子どもと

保護者に対する食育34を推進します。 

保護者がこどもと一緒に朝食を食

べる時間を持てるよう、民間企業等に

よる仕事と子育ての両立を支援する

取組を促進します。【再掲】 

子育て当事者が、経済的な不安や孤

立感を抱いたり、仕事との両立に悩ん

だりすることなく、健康で、自己肯定

感とゆとりを持って、こどもに向き合

えるようにすることが、こども・若者

の健やかな成長のために重要です。 

いわてで働こう推進協議会を核と

した「いわて働き方改革推進運動」の

展開により、長時間労働の是正、年次

有給休暇の取得率向上、完全週休二日

制普及等の働き方改革の取組を推進

します。【再掲】 

 母及び 18 歳未満の子のみの母子世

帯では、６割以上が賃貸住宅に居住し

ており、低い家賃で住めるところの充

実に対する保護者のニーズが高くな

っています。 

 母子家庭等に対し、公営住宅におけ

る優先入居枠の設定や、セーフティネ

ット住宅 35制度の普及促進などによ

り、家賃負担の少ない住居の確保を支

援します。 

 子どもや生活に関する相談のうち、

特に「お金の相談・家計管理」では、

母子世帯及び父子世帯の保護者にお

いて、相談できる人はいないと回答し

た割合が高い一方、市町村や社会福祉

協議会などの公的な相談窓口が十分

に活用されていません。 

 生活設計の専門家であるファイナ

ンシャルプランナーによる家計管理

支援を実施するほか、生活困窮者自立

支援制度による支援も活用し、必要な

家庭を支援するとともに、ＳＮＳ等を

活用し、支援の必要な方に情報が届く

よう周知に取り組みます。 

 

【指標】子ども食堂など子どもの居場所づくりに取り組む市町村数（市町村） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

24 28 30 33 

    現状値は令和３年の値 

                             
34 様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践する

ことができる人間を育てること 
35 母子家庭などの住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度において、住宅確保要配慮者の入居を拒

まない住宅として登録された住宅。住宅確保要配慮者の範囲は登録された住宅によって異なる 
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(ウ) 保護者の就労の支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

・ 母子世帯はフルタイム（正規職員）

の割合が半数以上と最も高いもの

の、非正規職員及びパート・アルバイ

トの割合も、依然として高い傾向に

なっています。 

・ ひとり親家庭等の就労形態や収入

は不安定な場合が多く、経済状況の

影響を受けやすいことから、状況に

応じた支援策の充実が求められてい

ます。 

・ 母子世帯の保護者は、両親のいる世

帯や父子世帯に比べ生活向上のため

の資格取得や教育の機会の充実に対

するニーズが高くなっています。 

育児に配慮した託児サービス付き

訓練を実施するなど、女性の再就職を

支援するとともに、就職につながりや

すい国家資格の取得を目指す訓練コ

ースなど、雇用情勢や産業政策、企業

ニーズを踏まえた職業訓練等の就業

支援を実施します。 

資格取得に係る受講費用の助成と

して自立支援教育訓練給付金や、修学

期間中の生活費等を給付する高等職

業訓練促進給付金の支給などによる

資格取得の支援を行います。 

いわて男女共同参画プランに基づ

き、母子家庭の保護者をはじめとする

女性の職業生活における活躍を支援

します。 

親と 18歳未満の子のみの母子世帯及

び父子世帯の子どもは、平日の放課後

に家で一人で過ごす割合が高くなって

います。 

保護者が就労により放課後に家に

いない子どもの居場所を確保するた

め、放課後児童クラブをはじめとする

地域の実情に応じた多様なサービス

の充実を図ります。 

子どもを医療機関に受診させられな

かったことがある保護者が、子どもを

受診させなかった理由としては、いず

れの収入階層においても医療機関に連

れて行く時間がないことを挙げた割合

が最も高くなっています。 

保護者が、こどもを医療機関に連れ

て行く時間を確保しやすくするため、

民間企業等による仕事と子育ての両

立を支援する取組を促進します。【再

掲】 

いわてで働こう推進協議会を核と

した「いわて働き方改革推進運動」の

展開により、長時間労働の是正、年次

有給休暇の取得率向上、完全週休二

日制普及等の働き方改革の取組を推

進します。【再掲】 
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【指標】離職者等を対象とした職業訓練の受講者の就職率（％）【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

80.7 
(2022) 

80.0 

(2023) 

80.0 

(2024) 

80.0 

現状値は令和元年の値 

 

【指標】いわて子育てにやさしい企業等認証の認証数（事業者）〔累計〕【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

75 335 425 515 

 現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 

 

(エ) 経済的支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

・ 収入が中央値よりも低い世帯の保

護者は、中央値以上の世帯の保護者

に比べ、子どもを医療機関に受診さ

せられなかったことがある割合が

高くなっています。 

・ 医療費助成制度の対象拡大や現物

給付化に関するニーズが高くなっ

ています。 

こどもが適切な医療を受ける機会

を確保するため、子どもの医療費助成

の現物給付を令和５年８月から高校

生まで拡大したところです。 

・ 世帯類型に関わらず、子どもの教

育のための経済的支援に対する保

護者のニーズが高いほか、親と 18歳

未満の子のみの母子世帯及び父子

世帯の保護者では、日頃の生活のた

めの経済的支援のニーズが高くな

っています。 

・ 母子世帯、父子世帯の保護者に、

経済的な支援制度の周知が行き届

いていません。 

ひとり親家庭に対する包括的な相談

支援体制を構築するとともに、生活困

窮者自立支援制度による包括的支援も

活用しながら、生活や教育に関する経

済的な支援制度が必要な家庭に漏れな

く活用されるよう、保護者に対し、制

度の周知を図るとともに、その活用を

促進します。 

ひとり親家庭の多様なニーズに包括

的に対応し、支援の必要な家庭が様々

なサービスを有効に活用できるよう、

相談窓口の周知に取り組みます。 
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イ 児童虐待防止対策を推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

本県の児童虐待相談対応件数は、増

加傾向にあり、令和４年度は 2,601 件

で過去最多を更新しました。 

 こどもたちを取り巻く環境の変化

に対応しながら、ＳＮＳを活用した相

談対応の実施など、児童虐待防止対策

に一層力を入れて取り組む必要があ

ります。 

児童虐待は、こどもの心身の成長及

び人格の形成に重大な影響を与え、次

の世代に引き継がれるおそれがある

ほか、こどもに対する重大な権利侵害

であることから、県が策定した「岩手

県児童虐待防止アクションプラン」 36

に基づき、児童虐待の発生予防から早

期発見・早期対応、相談・対応機能の

充実、再発防止に至るまで、関係機関

と連携して取り組みます。 

市町村の体制強化が不可欠である

ため、母子保健と児童福祉の機能が一

体となったこども家庭センターの設

置について、市町村に働きかけていく

必要があります。 

児童虐待の発生予防や早期発見、早

期対応などに向けて、市町村におけ

る、こども家庭センターの設置促進を

支援します。 

児童虐待の防止、早期発見・対応の

ためには、相談支援体制やサービスの

充実とともに、地域でこどもや保護者

を支えていくための地域づくりが必

要です。 

また、市町村や関係機関と連携し、

相談や通告に至る前の段階からリス

ク要因を把握し支援につなぐ、虐待発

生予防の取組が必要です。 

地域住民が児童虐待の防止・早期発

見の重要性について理解を深め、相

談・通告をためらわないよう更なる周

知・啓発が必要です。 

児童虐待の早期発見のため、県民が

児童虐待（疑いを含む。）を発見した場

合は、市町村や児童相談所等に速やか

に通告するよう普及啓発を図るとと

もに、学校や医療機関、女性相談支援

センター等、虐待を発見しやすい立場

にある機関等との連携強化に取り組

みます。 

また、日頃から主任児童委員 37や民

生委員38・児童委員39と連携を図りやす

い体制づくりに努めるなど、地域での

見守り支援体制の充実に向けて取り

組みます。 

チェックリスト等の活用の徹底に

より、リスクの判断を組織的に行い、

こどもの安全確保を最優先とした適

市町村及び児童相談所において、児

童虐待に関する情報を積極的に収集

し、虐待の危険度を的確に把握して対

                             
36 県民、県、市町村、児童福祉関係機関・施設等が緊密な連携のもと、虐待の発生予防から早期発

見・早期対応、再発防止に至るまでの切れ目のない施策や活動を目的に、関係機関等が担うべき役割と

具体的な取組を明らかにし、実践するため県の行動計画 
37 地域において児童や妊産婦の福祉に関する相談・援助活動を主に担当し、児童相談所等の関係機関

との連絡調整、区域を担当する児童委員に対する援助・協力を行う。児童委員のうちから、厚生労働大

臣が指名する 
38 厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、常に住民の立場に立って相談に応じ、必要

な援助を行い、社会福祉の増進に努める方々であり、「児童委員」を兼ねている 
39 地域の子ども達が元気に安心して暮らせるように、子どもたちを見守り、子育ての不安や妊娠中の

心配ごとなどの相談・支援等を行う 
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現状・課題 主要な施策の概要 

切な一時保護等を行う必要がありま

す。 

応するため、「児童虐待防止のための

チェックリスト」40や「緊急度アセスメ

ントシート」 41を活用して子どもの最

善の利益を優先してこどもの安全確

保に取り組みます。 

全国的にも０歳児の虐待死亡事例

が多い現状を踏まえ、妊娠届の提出に

至っていない、予期せぬ妊娠や妊娠不

安等に悩む方への支援の強化に取り

組む必要があります。 

妊産婦は心身のバランスを崩しや

すく、妊産婦のメンタルヘルスの不調

はこどもの心身の発達にも影響を及

ぼし、児童虐待のリスクになり得ま

す。 

児童虐待の発生予防に向けて、妊産

婦メンタルヘルスケアや乳児家庭全

戸訪問等により、親子の心身の健康支

援の充実に取り組みます。 

児童虐待防止対策を進めていくた

めには、児童虐待に対する専門機関で

ある児童相談所の体制及び専門性の

更なる強化が必要です。 

家庭支援機能を強化するため、児童

相談所が、市町村や児童家庭支援セン

ター 42等関係機関の役割分担及び連携

を推進するとともに、虐待の再発防止

や家族再統合 43に向けた保護者への指

導・支援を推進します。 

児童相談所の児童福祉司等の適正

な配置を図るとともに、研修などによ

る専門性の向上、指導教育担当児童福

祉司44の養成に取り組みます。 

専門的な支援が必要な児童相談に

対応するため、児童相談所や児童家庭

支援センター、保健所等の専門的機関

における相談機能の強化に取り組み

ます。 

市町村要保護児童対策地域協議会 市町村や児童家庭支援センターが

                             
40 子ども、養育者及び家庭の様子について、それぞれ「緊急的な支援を要するもの」「虐待を疑わせる

もの」「虐待の視点を持つ必要のあるもの」として、チェック項目を示したリスト。要保護児童対策地

域協議会構成機関（地域の関係機関）等に配付し、児童虐待の早期発見及びスムーズな通告を図るほ

か、虐待通告受理後、市町村等において、対応の検討や緊急度の判断ができるよう、リスクを判断する

ために必要な情報の有無等の整理にも活用される 
41 児童虐待通告受理後の安全確認と初期調査を行った際に、緊急度と対応についてアセスメントする

ためのシート 
42 地域、家庭からの相談に応じるほか、児童相談所からの受託による指導や関係機関との連絡調整等

を行う施設 
43 虐待を受けた子どもと親との関係再構築を支援すること 
44 他の児童福祉司の指導・教育を行う児童福祉司 
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現状・課題 主要な施策の概要 

の活用促進・機能強化のため、市町村

支援児童福祉司の配置や調整担当者

の知識・スキルの向上に向けた研修の

充実が必要です。 

児童虐待をはじめとする児童相談に

適切に対応できるよう、児童相談所

が、市町村への巡回訪問や、個別ケー

ス検討会議に参加するほか、要保護児

童対策地域協議会の運営を支援しま

す。 

事案が発生した場合に迅速かつ適

切に対応するため、児童相談所職員等

関係者への被措置児童虐待に関する

研修等を通じて「岩手県被措置児童等

虐待対応マニュアル」45の内容の共有・

理解を図る必要があります。 

被措置児童等虐待に関する通告等

があった場合や、被措置児童に対する

虐待があった場合は、「岩手県被措置

児童等虐待対応マニュアル」に基づ

き、迅速に児童の安全を確保します。 

 

【指標】市町村要保護児童対策地域協議会に調整担当者（有資格者）を配置してい

る市町村数（市町村） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

30 32 33 33 

    現状値は令和３年の値 

 

ウ 社会的養育体制の充実を図ります 

現状・課題 主要な施策の概要 

 家庭環境に恵まれず社会的養育を

必要とするこどもたちが、適切な支援

を受けながら、より家庭的な環境の下

で養育されるよう、環境整備や支援の

充実が求められています。 

 

「岩手県社会的養育推進計画」 46に

基づき、里親委託の推進や、施設にお

いても、より家庭的環境の下で養育が

行われるとともに、必要な支援やケア

を受けられるよう児童養護施設等の

小規模かつ地域分散化及び多機能化・

機能転換に向けた取組を推進します。 

一時保護中のこどもや施設、里親の

下で生活しているこどもの権利擁護

が図られ、自分の気持ちや意見を表明

できるよう、関係職員が理解を深める

とともに、意見をくみ取るための取組

の推進が必要です。 

児童福祉司や児童心理司は措置や

一時保護等の決定場面において、こど

もの意見をしっかりと聴いた上で、こ

どもの最善の利益を優先して対応し

ます。 

また、社会的養護の子どもの権利擁

護の強化を図るため、「いわてこども

のけんりノート」を活用しながらこど

                             
45 被措置児童等虐待が発生した場合に当該児童の安全を確保し、施設等に対する対応を速やかに行う

ため、当該被措置児童等及びその施設等への対応の流れや留意事項等をマニュアルとして示している 
46 国の通知に基づき、社会的養育を必要とする子どもたちが、家庭的環境のもとで養育されるための

取組や、自立に向けた支援の取組などを定める計画 
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現状・課題 主要な施策の概要 

もや施設職員に対してこどもの権利

の重要性の周知を図るとともに、こど

もの気持ちや意見の丁寧な聴き取り

に加え、意見表明支援員の派遣を行う

など、一時保護児童や被措置児童の権

利に配慮したケアの質の向上のため

の取組等を進めます。 

 こどもと子育てに関する悩みごと

などに対応するため、住民に身近な市

町村における子ども家庭相談支援体

制の充実が求められています。 

市町村におけるこども家庭センタ

ーの設置が進むよう、国の制度の活用

や、統括支援員の研修実施などにより

支援します。 

家庭的な養育環境を充実するため

には里親委託の推進が重要であり、里

親支援センター 47の設置など里親支援

に関する体制を整備するとともに、多

様な担い手と児童相談所が連携して

包括的な里親支援を実施していくこ

とが求められています。 

里親の登録者数を増加させるため

里親制度の普及啓発を行うほか、資質

向上を図るための研修等により、里親

委託の充実を図ります。 

また、パーマネンシー 48保障の観点

から、永続的に安定した養育環境を提

供するため、十分なアセスメントと丁

寧なマッチングの下、特別養子縁組制

度49の活用に取り組みます。 

 施設の小規模化や地域分散化の更

なる推進のため、多様な役割を求めら

れる職員の資質向上が必要です。 

 また、トラウマや愛着の問題を抱え

るこども、医療的ケアを必要とするこ

どもなどに対応できる専門性の向上、

里親支援や在宅支援などの役割拡大

に向けた施設の多機能化などが求め

られています。 

児童養護施設等職員の資質向上の

ための研修会の充実を支援するとと

もに、小集団を生活単位とした個別的

関係性を持った養育を行う職員配置

が可能となるよう支援します。 

また、基幹的職員を養成するための

研修の継続、施設の多機能化に向けた

支援を実施します。 

一時保護されたこどもたちに対し

て、個別性を尊重して対応していくこ

とが求められています。 

また、老朽化、狭隘化した児童相談

所や一時保護所の環境改善が必要で

す。 

一時保護を行う場合にこどもの権

利擁護が図られ、安全・安心な環境の

下で適切なケアが提供されるよう、計

画的な職員配置と研修機会の確保等

による体制整備を図るとともに、一時

保護所の建替や改修などの環境整備

に取り組みます。 

                             
47 里親に関する研修、相談、マッチング自立支援などを実施する児童福祉施設 
48 継続的に安定した養育者と養育環境 
49 子どもの福祉の増進を図るために、養子となる子の実親（生みの親）との法的な親子関係を解消

し、実の子と同じ親子関係を結ぶ制度 
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現状・課題 主要な施策の概要 

里親や施設による社会的養護を離

れたこどもや若者が円滑に自立でき

るよう、就職や進学に向けた支援が必

要です。 

児童養護施設の退所者等への支援

計画の策定やＳＮＳ等による相談支

援を行うほか、就職や進学に際し必要

な住居費、生活費等支援を行うなど、

自立に向けた支援を行います。 

児童虐待対応件数が年々増加して

おり、専門的な相談対応を行う児童相

談所の体制強化が必要です。 

児童福祉司や児童心理司等、専門職

員の計画的な増員と適正配置を進め

るとともに、職員の専門性や対応能力

の向上を図るため、研修の体系化や、

職員を適切に指導・教育できる指導教

育担当児童福祉司の養成に取り組み

ます。 

 

【指標】里親登録組数（組） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

219 237 243 250 

    現状値は令和３年の値 

     

 

エ ひとり親家庭の自立を支援します 

  (ア) 相談機能の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

就業率が高く、時間や家計に余裕が

ないひとり親家庭等が、地域の中で孤

立することなく、必要なときに必要な

サービスを活用できるような相談体

制の整備や効果的な情報発信が求め

られています。 

ひとり親家庭等の多様なニーズに

対応し、支援が必要な家庭のサービス

の有効活用を促進するため、ひとり親

家庭の支援に取り組む関係機関等の

ネットワークを構築するとともに、民

間団体や関係機関の緊密な連携によ

る包括的な相談支援体制を整備し、伴

走型の支援を推進します。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

子どもや生活に関する相談のうち、

特に「お金の相談・家計管理」では、

母子世帯及び父子世帯の保護者にお

いて、相談できる人はいないと回答し

た割合が高い一方、市町村や社会福祉

協議会などの公的な相談窓口が十分

に活用されていません。 

生活設計の専門家であるファイナ

ンシャルプランナーによる家計管理

支援を実施するほか、生活困窮者自立

支援制度による支援も活用し、必要な

家庭を支援します。【再掲】 

ひとり親家庭等のための支援制度

や相談窓口等を紹介するガイドブッ

クを作成し相談窓口で案内を徹底す

ることや多様な広報媒体を通じ、公的

支援制度の積極的な周知・広報を行い

ます。 

広域振興局等に配置されている「母

子・父子自立支援員」や、「ひとり親家

庭等就業・自立支援センター」に配置

している相談員等が多様な相談に対

応できるよう、資質の向上が求められ

ています。 

母子・父子自立支援員等、ひとり親

家庭への相談支援を行う支援者の資

質向上のための研修を実施します。 

教育機関においても、困難な課題を

抱えるこどもに対する相談機能の拡

充が求められています。 

スクールソーシャルワーカーの配

置及び周知による生活困窮世帯の子

どもへの早期段階での生活支援や福

祉関係機関との連携を図ります。 

スクールカウンセラーの配置によ

る児童生徒への心理面や情緒面での

支援を行います。 

 

【指標】困りごとの相談相手が「欲しい」と回答したひとり親世帯の親の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

母子 31.2 

父子 16.7 
－ － － 

    現状値は令和５年の値  
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(イ) 就業支援対策の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

ひとり親家庭等の就労形態や収入

は不安定な場合が多く、経済状況の影

響を受けやすいことから、状況に応じ

た支援策の充実が求められています。 

ひとり親家庭等の多様なニーズに

対応し、支援が必要な家庭のサービス

の有効活用を促進するため、ひとり親

家庭の支援に取り組む関係機関等の

ネットワークを構築するとともに、民

間団体や関係機関の緊密な連携によ

る包括的な相談支援体制を整備し、伴

走型の支援を推進します。【再掲】 

母子世帯の保護者は、両親のいる世

帯や父子世帯に比べ生活向上のため

の資格取得や教育の機会の充実に対

するニーズが高くなっています。 

ジョブカフェいわて等を拠点とし

て、就業に関する情報提供やキャリア

カウンセリングを通じて、ひとり親の

就業を支援します。 

また、女性の所得向上と多様で柔軟

な働き方を推進するため、デジタルス

キルの習得から就労マッチングまで

の一貫支援に取り組みます。 

母親は、父親に比べ、フルタイム（正

規職員）で就労している割合が低く、

収入が中央値よりも低い世帯の母親

では、パート・アルバイトの割合が最

も高くなっています。 

就業相談員による、ひとり親家庭の

親に対する理解と協力を求める活動

及び職場開拓のための企業訪問を実

施します。 

就職に有利となる情報の提供や、就

労に関する相談窓口の周知が必要で

す。 

ひとり親家庭等就業・自立支援セン

ターの就業相談員による転職・就職に

関する情報提供、就職支援を行いま

す。 

就業やキャリアアップにつながる

資格取得のための支援や、職業訓練・

講習会などを充実することが必要で

す。 

ひとり親家庭等の親の職業能力の

向上のため、パソコンや介護などの就

業支援講習会等を実施します。 

ひとり親家庭の親は、こどもの養育

などのため、柔軟な就労時間の取得が

可能な職場環境であることが求めら

れることから、事業主の理解を求め、

環境を整えていくことが必要です。 

育児に配慮した託児サービス付き

訓練を実施するなど、女性の再就職を

支援するとともに、就職につながりや

すい国家資格の取得を目指す訓練コ

ースなど、雇用情勢や産業政策、企業

ニーズを踏まえた職業訓練等の就業

支援を実施します。【再掲】 
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現状・課題 主要な施策の概要 

事業主に対する啓発活動・情報提供

を実施します。また、商工関係団体等

と連携した起業支援に関する情報提

供を実施します。 

各種給付金等の公的支援制度が十

分に活用されていないことから、効果

的な周知が必要です。 

修学期間中の生活費等を給付する

高等職業訓練促進給付金の支給など

による資格取得の支援を行います。

【再掲】 

ひとり親支援に関わる民間を含め

た関係機関等のネットワーク化を図

り、母子家庭の保護者のスキルアップ

や就労を包括的に支援します。【再掲】 

ひとり親家庭等の自立に向けて、

個々の家庭の実情に応じた支援メニ

ューを組み合わせた母子・父子自立支

援プログラム50の策定や、公共職業安

定所、商工関係団体等と連携した、就

業相談、就業に必要な知識・技能習得

のための支援などの充実を図ります。 

ひとり親家庭等の親の資格取得を

支援するため、必要経費を無利子又は

低利で融資する母子父子寡婦福祉資

金51（技能習得資金等）の活用を図りま

す。 

生活保護を受給しているひとり親

家庭の親が、高等学校等に就学する場

合に、一定の要件の下、就学に係る費

用を支援します。 

ひとり親家庭等のための支援制度

や相談窓口等を紹介するガイドブッ

クを作成し相談窓口で案内を徹底す

ることや多様な広報媒体を通じ、公的

支援制度の積極的な周知・広報を行い

ます。【再掲】 

                             
50 児童扶養手当受給者の自立を促進するため、個別に面接を実施し、本人の生活状況、就業への意

欲、資格取得への取組等について状況把握を行い、個々のケースに応じた支援メニューを組み合わせた

自立支援プログラムを策定する 
51 配偶者のない女子又は配偶者のない男子であって現に児童を扶養しているもの等に対し、その経済

的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養している児童の福祉を増進する目的で貸付を

行う 
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【指標】離職者等を対象とした職業訓練の受講者の就職率（％）【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

80.7 
(2022) 

80.0 

(2023) 

80.0 

(2024) 

80.0 

現状値は令和元年の値 

 

【指標】いわて子育てにやさしい企業等認証の認証数（事業者）〔累計〕【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

75 335 425 515 

 現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 

 

(ウ) 子育て支援・生活環境の整備、こどもへの支援の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

ひとり親家庭は、こどもの養育と家

計をひとりで抱えているため、育児や

生活、健康面等について、負担や不安

を感じている場合があり、地域の中で

孤立することなく安心して暮らせる

ための支援が必要です。 

ひとり親家庭等の多様なニーズに対

応し、支援が必要な家庭のサービスの

有効活用を促進するため、ひとり親家

庭の支援に取り組む関係機関等のネッ

トワークを構築するとともに、民間団

体や関係機関の緊密な連携による包括

的な相談支援体制を整備し、伴走型の

支援を推進します。【再掲】 

女性相談等の充実強化を図ります。

(福祉総合相談センターの女性相談、男

女共同参画センターの相談事業など)  

子育て相談の充実強化を図ります。

（福祉総合相談センター、各児童相談

所など） 

盛岡市と連携し、母子生活支援施設

の利用促進を図ります。 

子どもの居場所づくりに取り組む

「子どもの居場所ネットワークいわ

て」を通じた開設・運営に関する支援

や、市町村と連携した立ち上げ等への

補助を実施し、子どもの居場所づくり

を行う民間団体等を支援します。 
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現状・課題 主要な施策の概要 

ひとり親家庭の仕事と子育ての両

立のため、ニーズに応じて保育所等を

利用できるよう配慮が必要です。 

母子世帯の保護者のフルタイムの就

労を支援するため、保育所整備を計画

的に進めるとともに、放課後児童クラ

ブをはじめとする地域の実情に応じた

多様なサービスの充実を図ります。【再

掲】 

保育所等の利用に係る必要な配慮、

地域の子育て支援事業の活用につい

て、市町村へ働きかけます。 

一時的な生活援助や子育て支援等

を家庭生活支援員が行う日常生活支

援事業の認知度・利用度が低い状況に

あり、周知と体制の充実が必要です。 

ひとり親家庭等日常生活支援事業に

ついて、制度の周知と家庭生活支援員

の拡充を図ります。 

母及び 18 歳未満の子のみの母子世

帯では、４割以上が賃貸住宅に居住し

ており、低い家賃で住めるところの充

実に対する保護者のニーズが高くな

っています。 

母子家庭等に対し、公営住宅におけ

る優先入居枠の設定や、セーフティネ

ット住宅制度の普及促進などにより、

家賃負担の少ない住居の確保を支援し

ます。【再掲】 

ひとり親家庭の親は、土日・祝日出

勤が定期的にある割合が高い傾向に

あることから、ひとり親家庭のこども

たちが、一人でも安心して過ごすこと

ができる居場所づくりや、家庭学習の

支援などが必要です。 

地域子育て支援センターや児童館
52、放課後児童クラブの利用促進を図

ります。 

 

【指標】子ども食堂など子どもの居場所づくりに取り組む市町村数（市町村）【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

24 28 30 33 

現状値は令和３年の値 

 

                             
52 児童福祉法第 40 条に規定する児童厚生施設の１つで、地域において児童に健全な遊びを与えて、そ

の健康を増進し、又は情操をゆたかにすることを目的とする児童福祉施設 
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(エ) 養育費確保の促進 

現状・課題 主要な施策の概要 

離婚を原因とする母子世帯のうち、

４割以上が養育費の取り決めをして

おらず、養育費を現在も受給している

母子世帯は約３～４割と低い状況に

あることから、養育費制度そのものを

周知していく必要があります。 

こどもを監護していない親からの

養育費の確保を促進するため、弁護士

による無料法律相談を実施し、専門的

な相談支援を行うとともに、厚生労働

省委託事業である養育費・面会交流相

談支援センター53と連携し、きめ細や

かな相談支援を行います。【再掲】 

ひとり親家庭等就業・自立支援セン

ターの養育費相談員による相談時間

の柔軟な運用など、相談活動の充実を

図ります。 

養育費の取り決めについて、そのケ

ースにより複雑で難しい場合がある

ため、当事者間の話し合いを円滑に進

めるための養育費相談員や専門家に

よる相談支援を行っていく必要があ

ります。 

民間を含めた関係機関とのネット

ワークと連携し、養育費に関する情報

提供の充実を図ります。 

市町村の窓口において、離婚する当

事者に対して養育費に関するパンフ

レットを配布することにより、養育費

制度の周知啓発を図ります。 

養育費の確保、親子交流及び各種支

援等について、こどもにとってより望

ましい方向に進むよう、制度の啓発や

相談支援の取組を進めていく必要が

あります。 

親の離婚により、こどもの利益が損

なわれることのないよう支援するこ

とが重要であり、相談窓口等について

周知を行いながら、養育費や面会交流

の取り決め及び履行確保に関する相

談等の強化に取り組みます。 

 

【指標】養育費の取り決めをしている割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

母子 54.9 

父子 34.0 
－ － － 

現状値は令和５年の値 

 

                             
53 養育費の取決めや受給を促進するため、養育費と面会交流について支援する相談機関。（厚生労働省

委託事業）。   夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費の取決めや確保をサポートす

るほか、相談担当者の養成と各地の相談機関の業務支援を行う 
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(オ) 経済的支援の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

親と 18 歳未満の子のみの母子世帯

及び父子世帯の保護者では、日頃の生

活のための経済的支援のニーズが高

くなっています。 

また、母子世帯、父子世帯の保護者

に、経済的な支援制度の周知が行き届

いていません。 

ひとり親家庭等の保護者の多様な

相談支援ニーズに対応するため、民間

を含めた関係機関等のネットワーク

化を図るとともに、包括的な相談支援

体制を構築するとともに、ひとり親家

庭の多様なニーズに包括的に対応し、

支援の必要な家庭が様々なサービス

を有効に活用できるよう、相談窓口の

周知に取り組みます。【再掲】 

生活や教育に関する経済的な支援

制度が必要な世帯に漏れなく活用さ

れるよう、保護者に対し、制度の周知

を図るとともに、その活用を促進しま

す。【再掲】 

ひとり親家庭が適正な医療を受け

られるよう、自己負担額に対して助成

を行います。 

また、子どもの医療費助成の高校生

等までの現物給付を継続します。【再

掲】 

母子父子寡婦福祉資金や生活福祉

資金を効果的に活用できるよう情報

提供するとともに、ファイナンシャル

プランナーによる家計管理支援を実

施するほか、ひとり親家庭への児童扶

養手当を適切に支給します。 

資格取得に係る受講費用の助成と

して自立支援教育訓練給付金や、修学

期間中の生活費等を給付する高等職

業訓練促進給付金の支給などによる

資格取得の支援を行います。【再掲】 

ひとり親家庭では、依然として収入

の低い世帯が多い状況にあり、母子家

庭・父子家庭ともに、困っていること

は「家計について」が最も多く、こど

もに関する悩みでは、「教育費」が最も

多くなっています。 

高等学校卒業程度認定試験合格の

ための講座を受講するひとり親家庭

のこどもを経済的に支援します。 

高等学校等就学支援金制度や高校

生等奨学給付金事業の周知と着実な

実施を行います。 
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オ ヤングケアラーの支援体制を構築します 

現状・課題 主要な施策の概要 

ヤングケアラーは、本来大人が担う

と想定されている家族のお世話や家

事などを担うことで、学業や友人関

係、進学や就職先の選択など、その責

任や負担の重さにより諦めてしまっ

ていることがあり、本人の育ち全般に

も影響が生じる可能性があります。そ

のため、こどもに関わる福祉・教育関

係機関・支援団体等が連携し、ヤング

ケアラーに気づき、必要な支援につな

げる取組が求められています。 

子ども・若者育成支援推進法の改正

により、国・自治体が支援するべき対

象としてヤングケアラーが明文化さ

れたことから、県・市町村がそれぞれ

の役割を担い、市町村における実態把

握や支援内容の充実が図られるよう、

ヤングケアラーの把握から支援につ

なぐ仕組を構築します。 

地域全体がヤングケアラーについ

ての理解が深め、ヤングケアラー本人

や周囲の人の気づきが促されるよう、

普及啓発や支援者研修を行います。 

ヤングケアラー状態にあるこども

に気づき、家庭の状況把握と必要な支

援につなげられるよう、こどもの身近

な居場所である学校等と市町村要保

護児童対策地域協議会との連携強化

を図ります。 

直接家族のお世話や家事を担って

いなくても、介護等を必要とする家族

がいる場合、日常的な気遣いなど心理

的な負担等を抱えているこどもがい

ます。こども期に加え、若者期を切れ

目なく支えるという観点から、18 歳以

降についても支援が必要です。 

介護等を必要とする人への支援に

当たり、その家族にこどもがいる場合

には、そのこどもの状態についても把

握し、必要に応じて市町村要保護児童

対策地域協議会につなぐなど、分野の

枠を超え、市町村、医療機関、福祉関

係者等が連携した取組を促進します。 

市町村と連携して各種情報提供や

サービス利用へつなぐことによりヤ

ングケアラーのケア負担を軽減する

とともに、相談窓口の開設やサロンの

開催などにより、ヤングケアラー本人

の心理的な負担の軽減が図られるよ

う支援します。 
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（６）こども・家族が健やかに暮らせる社会環境づくりを推進する   

ア 安心してこどもを生み育てられる環境をつくります 

(ア) 結婚・家庭・子育てに希望を持てる環境づくり 

現状・課題 主要な施策の概要 

家庭や地域の子育て力が低下する

中で、県民一人ひとりが家族や子育て

の意義について理解を深め、地域社会

全体で子育て家庭を応援する機運を

高めていく必要があります。 

子育てや家庭の大切さについての

意識啓発や情報提供を行うことによ

り、子育てや家庭生活が尊重されると

ともに、社会全体で子育てを支援する

機運の醸成に努めます。 

価値観やライフスタイルが多様化

する中で、こども・若者が主体的に将

来を選択できるよう、将来について考

える機会をつくるとともに、主体的に

適切な判断ができるよう、妊娠・不妊

に関する正しい知識の啓発など、若い

世代のライフデザインの構築を支援

する必要があります。 

高校生や大学生、若手社会人等の若

者に対して妊娠・不妊に関する知識を

啓発するほか、結婚・妊娠・出産、子

育てと仕事などの様々なライフイベ

ントについて積極的に考え、将来のラ

イフデザインを希望を持って描く機

会を提供するためのセミナー等の実

施に取り組みます。 

依然として残っている家事や子育

ては女性の仕事という意識を取り除

き、男女の多様な働き方や生き方の選

択を広げるため、男女が家庭内で協力

しあう重要性について理解を深める

ことが必要です。 

市町村、企業、ＮＰＯ等と連携し、

男性の家事や育児に関わる意識の醸

成を図り、性別にかかわらず家事や育

児に取り組む環境づくりを促進しま

す。 

 

【指標】「いわて子育て応援の店」協賛店舗数（店舗）〔累計〕【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

2,225 2,600 2,700 2,800 

 現状値は令和３年の値、目標値は現状値からの累計 

 

(イ) あらゆる子育て家庭への支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

就労等により、保護者が昼間家庭

にいない児童の健全な育成を図るた

め、安全・安心な居場所の確保が必要

です。 

就労等により、保護者が昼間家庭に

いない児童の健全な育成を図るため、

「岩手県子ども・子育て支援事業支援

計画」に基づき、放課後児童クラブの適

切な設置及び運営を支援します。 

放課後児童クラブや放課後子供教

室の質の確保のため、効果的な取組

が必要です。 

小学校・義務教育学校区内における

放課後のこどもの安全・安心な居場所

を確保するため、保健福祉部と教育委

員会が連携し、放課後児童クラブや放
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現状・課題 主要な施策の概要 

課後子ども教室、児童館等の公的な放

課後の居場所づくりを推進します。 

地域子ども・子育て支援事業に従事

する者の資質の向上については、放課

後児童クラブの従事者等のための研修

を引き続き実施するとともに、市町村

が実施する研修等の支援を行います。 

児童の健全育成のためには、遊び

を通じて心身の健康を増進し、知的・

社会的能力を高め、情緒を豊かにす

ることが大切であり、そのために自

らサービスを提供するとともに、各

市町村が設置している児童館の活動

や児童館のない地域に対して支援を

行う、拠点的な役割を担う施設が必

要です。 

県立児童館「いわて子どもの森」54の

機能を活用し、自然体験や児童に健全

な遊びを提供するほか、幼児期から自

然に触れ合う取組などを通じて、その

健康を増進し、情操を豊かにすること

により、生涯にわたる生きる力の基礎

を培い、次代を担う児童の健全な育成

を図るとともに、県内各地の児童館や

放課後児童クラブ等における遊びの普

及や指導者・ボランティア等の育成を

図り、児童の健全育成活動の充実を図

ります。併せて、「いわて子どもの森」

の長寿命化や更なる魅力向上を図りま

す。 

こどもの心身の健やかな成長、発

達及びその自立を図るために、こど

もがその置かれている環境や状況に

関わりなく、自由に来館して過ごす

ことのできる施設の整備が必要で

す。 

児童館の適切な設置を支援し、遊び

環境の充実を促進します。 

様々な主体と連携し、こども・子育て

関連施設の機能強化などの環境整備を

促進します。 

天候に左右されずに、ひとりでも

多くのこどもが気軽に遊ぶことがで

きる遊び場を確保する必要がありま

す。 

身近な地域で、悪天候時や冬期間に

おいても安心して遊ぶことができるよ

う、市町村と連携し、遊び場の整備を促

進します。 

こどもを医療機関に受診させられ

なかったことがある保護者が、こど

もを受診させなかった理由として

は、いずれの収入階層においても医

療機関に連れて行く時間がないこと

保護者が、こどもを医療機関に連れ

て行く時間を確保しやすくするため、

民間企業等による仕事と子育ての両立

を支援する取組を促進します。【再掲】 

いわてで働こう推進協議会を核とし

                             
54 一戸町に設置した県立の大型児童館であり、子どもに健全な遊びを提供することにより、その健康

を増進し、情操を豊かにすることを目的として、自然の中での自由な遊びやふれあい体験のほか、遊び

の指導者の育成などを実施する 
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現状・課題 主要な施策の概要 

を挙げた割合が最も高くなっていま

す。 

た「いわて働き方改革推進運動」の展開

により、長時間労働の是正、年次有給休

暇の取得率向上、完全週休二日制普及

等の働き方改革の取組を推進します。

【再掲】 

核家族化の進行に伴い、子育てと

介護等の両方を担っている人がいま

す。 

また子育てや家庭教育についての

「知恵」や「経験」の継承が十分に行

われず、悩みや不安が増加していま

す。 

子育て中の親子が気軽に参加し、子

育てに関する相談などに応じる場とし

て、子育てサポートセンター 55の機能の

充実に努めるとともに、地域子育て支

援センター56等の設置拡充を図るため、

市町村の取組を支援します。 

子育て中の親たちが育児に関する情

報を交換したり、親子の交流を深める

行事などを実施している子育てサーク

ル等の活動の充実に向け、情報提供な

どの支援に努めます。 

インターネットやマスメディアなど

を活用し、子育ての知識や、地域におけ

る子育て支援サービス、相談機関に関

する情報など、あらゆる世代の多様な

ニーズに対応した子育て応援情報の提

供を行います。 

子育て中の家庭が抱える悩みを気軽

に相談できるよう、住民に最も身近な

市町村の相談窓口の強化が図られるよ

う支援します。 

仕事と家庭の両立に向けて、県の

ほか、国や市町村、企業・団体等の関

係機関が連携を図る必要がありま

す。 

労働局が主催する「岩手子育て女性

の就職支援協議会」57における関係機関

や企業・団体等との情報交換等を通じ、

国の施策や関係機関の取組との十分な

連携を図ります。 

いわてで働こう推進協議会を核とし

た「いわて働き方改革推進運動」の展開

により、長時間労働の是正、年次有給休

                             
55 いわて県民情報交流センター（アイーナ）に設置した子育て支援の中核的施設であり、子育て中の

親子（乳幼児とその親等）に、いつでも気軽に安心して過ごせる場を提供するとともに、子育てに関す

る相談・講習を実施する 
56 子育て家庭等に対する育児不安等についての相談指導及び子育てサークル等への支援、地域の子育

て家庭に対する育児支援を行うことを目的とする施設 
57 岩手労働局が主催する、労働局、地方公共団体、関係機関、団体等により構成される子育て女性の

就職支援に係る具体的な連携事項を協議する会議 
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現状・課題 主要な施策の概要 

暇の取得率向上、完全週休二日制普及

等の働き方改革の取組を推進します。

【再掲】 

仕事と子育ての両立を支援する企業

の認証・表彰の実施などにより、子育て

にやさしい職場環境づくりを支援しま

す。 

家庭や職場におけるジェンダーギャ

ップ、アンコンシャス・バイアス（無意

識の偏見）の解消に向け、県民や企業等

に対する啓発に取り組みます。 

 

【指標】放課後児童クラブの待機児童数（５月時点）（人）【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

142 60 30 0 

 現状値は令和３年の値 

 

【指標】放課後子供教室において指導者を配置して「体験活動」を実施している教

室の割合（％）【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

67.0 80.0 85.0 90.0 

    現状値は令和３年の値  

 

【指標】いわて子育てにやさしい企業等認証の認証数（事業者）〔累計〕【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

75 335 425 515 

 現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年からの累計 

 

(ウ) こどもの慢性疾病、障がいの予防に対する支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

こどもの慢性疾病のうち、特定の疾

病については治療期間が長く、医療費

負担も高額となることから、慢性疾病

を抱える児童やその家族の負担軽減

を図る必要があります。 

また、長期療養している児童の自立

促進について地域の実情に応じた支

援が必要です。 

長期に治療と、高額な医療費負担と

なる小児慢性特定疾病児童等の負担

軽減を図るため、医療費助成事業に取

り組むとともに、自立支援や家族の一

時的な休息のための援助（レスパイ

ト）など患者・家族の意見も踏まえた

支援に努めます。 

フェニルケトン尿症等の先天性代 先天性代謝異常を早期に発見する
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現状・課題 主要な施策の概要 

謝異常及び先天性甲状腺機能低下症

は、放置すると知的障害などの症状を

来たすため、新生児の血液によるマ

ス・スクリーニング検査を行い、異常

を早期に発見し、障がいの発現を未然

に防止する必要があります。 

ため、新生児にタンデムマス法 58等を

用いた検査を実施して、疾病が判明し

た子への適切な治療が行われるよう、

検査機関と医療機関との連携や検査

の精度管理等を実施します。 

先天性難聴の早期発見のため、医療

機関における新生児聴覚検査が実施

できる体制の確立や市町村における

検査費用助成の拡大などの体制整備

を図る必要があります。 

難聴児に対する早期支援は、音声言

語の発達の促進や、コミュニケーショ

ン手段の早期獲得につながることか

ら、身近な場所で相談や療育を受ける

ことができるよう、保健・医療・福祉・

教育の連携による療育支援体制の充

実が必要です。 

先天性難聴の早期発見及び療育の

ため、公費負担を含めた新生児聴覚検

査や、岩手県聴覚障がい児支援体制検

討協議会を中心に、岩手県立療育セン

ター、きこえとことばの相談支援セン

ター、岩手医科大学附属病院が連携し

た、難聴児支援のための中核機能とし

ての体制を確保し、療育支援の体制の

確立に努めます。 

児童の健全な育成を図るため、未熟

児に対する医療に要する費用を支給

することが必要です。 

市町村が行う未熟児養育医療への

給付への支援などにより経済的支援

を実施します。 

こどもや妊産婦が適正な医療を受

けられるよう経済的負担の軽減を図

る必要があります。 

こどもや妊産婦が適正な医療を受

けられるよう、自己負担額に対して助

成を行います。 

 

(エ) 障がい児の療育支援体制の充実 

現状・課題 主要な施策の概要 

人工呼吸器を装着している障がい

児、その他の日常生活を営むために医

療を要する状態にある、県内の医療的

ケア児は、令和４年４月１日現在 253

人であり、そのうち在宅の児童が 194

人、79.1％であり、在宅の割合が高く

なっています。 

精神又は身体に障がいのある児童

の福祉の増進を図る必要があります。 

精神又は身体に障がいがある児童

への特別児童扶養手当の支給、市町村

が行う身体障がい児育成医療への給

付への支援などにより経済的支援を

実施します。 

本県が令和元年度に取りまとめた 県内どの地域でも、障がい児の特別

                             
58 アミノ酸代謝異常、有機酸代謝異常及び脂肪酸代謝異常を発見するためのタンデム型質量分析計を

用いた検査方法 
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重症心身障がい児及び医療的ケア児

に係る実態調査 59並びにアンケートの

結果によると、在宅生活における介護

の負担の軽減を求める回答が多くあ

ったことから、本人やその家族が身近

な地域において必要な支援を受けら

れる支援体制の構築が必要です。 

また、発達の遅れや障がいなどがあ

る児童が成長段階に応じて必要な支

援を受けられるよう、本県の療育の拠

点である県立療育センターの機能の

強化や、「医療的ケア児支援センター」

の設置などにより、障がいの早期診断

や療育体制の充実を図ってきたとこ

ろですが、身近な地域で障がいの特性

に応じ、希望する療育を受けられる支

援体制の整備が必要です。 

な支援を必要とするこどもとその家

族のニーズに対応した質の高い療育

が身近な場所で受けられるよう、発達

障がい児や超重症児などのニーズに

も対応できる機能を備えた「県立療育

センター」 60を中心に障がい児療育を

進めるとともに、各地域の保健、福祉、

医療、教育等の関係機関が連携し、地

域療育ネットワークの構築を図りま

す。 

発達の遅れや障がいなどがある児

童が早期に必要な支援を受けられる

よう、県立療育センターの小児医療提

供体制の充実を図るとともに、県内の

医療機関や児童発達支援事業所等と

連携し、早期の診断・療育につながる

支援体制の構築に努めます。 

また、「医療的ケア児支援センター」

を中心に、地域が主体となった支援体

制の構築を支援していきます。 

医療的ケア児や重症心身障がい児、

発達障がい児等とその家族が、身近な

地域で適切な相談支援を受けること

ができるよう、相談支援専門員や看護

師等の支援者の育成が必要です。 

各地域で相談支援に対応できる人

材の確保・育成を図るため、医療的ケ

ア児や重症心身障がい児、発達障がい

児等に関する研修を実施するととも

に、保育所、幼稚園、認定こども園等

に対し、障がいの理解や指導法など、

障がい児が集団生活に適応するため

の支援についての普及啓発を行い、業

務の推進を支援するための取組を進

めていきます。 

 

【指標】児童発達支援センター61設置圏域数（圏域数） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

3 4 5 6 

    現状値は令和３年の値 

                             
59 県内の重症心身障がい児及び医療的ケア児の実態やニーズを把握し、入所や在宅での支援を検討す

るための基礎資料とするため、県が独自に実施した調査。（調査時点：平成 30 年 10 月１日） 
60 医療法に基づく病院、児童福祉法に基づく医療型障害児入所施設と医療型児童発達センター、ま

た、相談機関である発達障がい者支援センターなどを併設した複合型施設 
61 児童福祉法に基づき、障がい児への療育やその家族に対する支援を行うとともに、専門機能を活か

した相談支援、障がい児を預かる施設への援助・助言等を担う児童福祉施設 
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【指標】発達障がい児者地域支援体制整備への助言回数 （回数）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

－ 18 27 36 

目標値は令和５年からの累計 

 

(オ) 家庭教育を支える環境づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

核家族化に伴い、子育てや家庭教育

についての「知恵」や「経験」の継承

が十分に行われず、悩みや不安を抱え

る保護者が増加するなど、家庭の子育

て機能が低下している傾向にあるこ

とから、子育てや家庭教育に取り組む

保護者等を支援する取組を推進する

必要があります。 

子育てや家庭教育に悩みや不安を

抱える親を支援するため、電話やメー

ルによる相談窓口の周知と利用促進

を図るとともに、すこやかメールマガ

ジン62等による家庭教育に役立つ情報

などの提供や、教育に関する意識啓発

に取り組みます。 

子育てに不安や悩みを持つ孤立し

がちな保護者に対して、地域と連携し

て家庭教育の重要性の啓発を図るな

ど、社会全体の教育力を向上させてい

く必要があります。 

子育て支援に関わるグループ・団

体・ＮＰＯ等や企業との連携・協力、

協働を図るため、子育てサポーター 63

等の資質向上やネットワークづくり

に向けた研修等を実施します。 

 

【指標】すこやかメールマガジンの登録人数（人） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

3,635 5,000 5,500 6,000 

 現状値は令和３年の値 

 

【指標】子育てサポーター等を対象とした家庭教育支援に関する研修会の参加者数

（人） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

559 625 635 645 

 現状値は令和３年の値 

 

イ 心身ともに健やかに生活できる環境をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

健康いわて 21 プラン（第３次）に こどもの健やかな成長に向けて、

                             
62 県生涯学習推進センターにおいて、家庭教育や子育てに関する情報を登録者に定期的（毎週）に配

信するメールマガジン 
63 県教育委員会が実施する子育てサポーター養成講座修了者のうち、地域の子育て支援に指導的な立

場で携わる支援者として活動する「岩手県子育てサポーター」への登録者 
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おいて、朝食を毎日食べるこどもや運

動やスポーツを習慣的に行っていない

こどもの割合、肥満傾向にあるこども

の割合に課題があることが明らかとな

っています。 

保育所、学校及び地域等と連携し、望

ましい食生活や運動習慣形成を図る

ため普及啓発や健康教育を進めま

す。 

 保護者がこどもと一緒に朝食を食

べる時間を持てるよう、民間企業等

による仕事と子育ての両立を支援す

る取組を促進します。 

 

ウ 必要に応じた医療を受けることができる体制を充実します 

現状・課題 主要な施策の概要 

小児医療機関は、盛岡保健医療圏に

集中している一方、気仙、釜石、宮古、

久慈、二戸保健医療圏が少なくなって

います。 

このため、小児患者やその家族の負

担軽減のためのサポートや症状に応

じた小児医療の提供を関係機関が連

携して行うため、ICT を活用した小児

医療遠隔支援システム 64の効果的な運

用を図っていく必要があります。 

保護者が抱く子育て不安への対応

を図るとともに、休日･夜間の救急外

来への受診について適切な助言を行

うことができるよう、小児救急医療電

話相談の充実に努めます。 

また、小児医療遠隔支援システムを

活用した遠隔診断支援を行い、どの地

域にいても必要な治療を受けられる

小児救急医療体制の整備に努め、一定

の圏域ごとの体制整備を計画的に進

めます。 

 

【指標】小児周産期医療遠隔支援システム利用回数（回） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

680 720 734 748 

 現状値は令和３年の値 

 

エ 事故や犯罪が少なく、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます 

(ア) 地域ぐるみでの防犯意識の高揚に向けた取組の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

既存の防犯ボランティアの高齢化

による担い手不足のため、従来の見守

り活動に支障が生じるおそれがある

通学路等におけるこどもの犯罪被

害を防止するため、「登下校防犯プラ

ン」65等において、学校、警察、自治体

                             
64 各二次保健医療圏の中核的な病院と岩手医科大学附属病院との間をテレビ会議で結び、詳細な動画

像を送受信して、岩手医科大学の小児科専門医の適切な助言を受けながら小児患者の診療を行うことが

できるシステム 
65 平成 30 年５月、新潟県において下校途中の７歳の児童が殺害された事件を受け、同年６月 22 日登

下校時の子供の安全確保に関する関係閣僚会議において決定されたものであり、次の５つの柱から構成

されている。１ 地域における連携の強化、２ 通学路の合同点検の徹底及び環境の整備・改善、３ 

不審者情報等の共有及び迅速な対応、４ 多様な担い手による見守りの活性化、５ 子供の危険回避に

関する対策の推進 
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現状・課題 主要な施策の概要 

ことから、「見守りの空白地帯」におけ

るこどもの危険を取り除くことが必

要です。 

等は連携して総合的な防犯対策に取

り組みます。 

地域の安全に大きく貢献してきた

既存の防犯ボランティアが高齢化し、

担い手が不足しています。 

多様な担い手による見守り活動を

活性化するため、「ながら見守り」66等

を推進するとともに、青色回転灯装備

車67の活動や「子ども 110 番の家・車」
68への支援等を推進します。 

犯罪防止に配慮した環境の整備は

地域により差が見られることから、実

効性ある働きかけを行うことが必要

です。 

通学路・公園等の公共施設や住宅の

構造・設備・配置、防犯灯・防犯カメ

ラの設置などについて、犯罪防止に配

慮した環境の整備が行われるよう、市

町村や管理者に対し、各地域の犯罪発

生状況を踏まえた働きかけを行うな

ど、犯罪の被害に遭いにくいまちづく

りを推進します。 

登下校中における防犯対策の推進

に当たっては、警察、教育委員会、学

校、自治体等の連携が不可欠であり、

実効的な対策に結び付けることが必

要です。 

県警察と県教委が連携し、登下校時

における防犯対策について意見交換・

調整を行う「地域の連携の場」の構築

を推進します。 

警察が把握した不審者情報をリア

ルタイムかつ広域的に発信できる情

報発信ツール（ぴかぽメール）の活用

を浸透させる必要があります。 

県警察と学校との間における粒度

の高い不審者に関する情報交換のほ

か、各種媒体を利用したぴかぽメール

の効果的な広報活動を推進します。 

 

 

                             
66 見守りの担い手の裾野を広げるため、ウォーキング、ジョギング、買い物、犬の散歩、花の水やり

等の日常活動を行う際、防犯の視点を持って見守りを行う活動 
67 自主防犯パトロール活動を実施する団体であると警察から証明を受け、使用目的をパトロール活動

に限定されている青色回転灯を装備した自動車 
68 車：子どもの通学路に面する商店や一般家庭を緊急避難場所として指定し、登下校時間帯などに不

審者から声をかけられたり、追いかけられたりした子どもが駆け込んできたときに、その子どもを保護

し、直ちに 110 番通報する役割を担う 
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(イ) 犯罪被害者を支える社会づくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

被害を受けたこどもやその保護者

に寄り添い、ニーズに応えるための活

動をしていますが、被害を受けたこど

もやその保護者が安心して平穏な日

常生活を円滑に営むことができるよ

うにするためには、関係機関が情報共

有し、連携して心のケアや必要な支援

を継続的に行うことが必要です。 

また、周囲の配慮に欠けた対応によ

る二次被害を受けることのないよう、

犯罪被害者に対する県民の理解を深

める必要があります。 

犯罪被害を受けたこどもの心のケ

アのため、関係機関が連携し、こども

や保護者に対するカウンセリングや

助言などの支援を行います。 

また、犯罪被害者を支える社会づく

りに向けて、若年層に対する啓発や

様々な広報媒体による広報等により、

県民の理解の促進を図ります。 

 

【指標】犯罪被害者等に係る理解促進のための講演会等の参加者数（人）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

4,867 6,000 9,000 12,000 

    現状値は令和３年の値 

 

【指標】「はまなすサポーセンター」相談窓口の新規相談者数のうち、県広報により

窓口を認知し相談を行った者の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

30.8 39.8 42.8 45.8 

    現状値は令和３年の値 

 

(ウ) 少年の非行防止と保護対策の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

これまで問題を抱えたこどもや被

害を受けたこどもと保護者に寄り添

い、ニーズに応える活動をしています

が、立ち直りに資するには、関係機関

の情報共有による連携と心のケアに

よる継続的な支援が必要です。 

問題を抱えたこどもや犯罪、いじ

め、児童虐待などの被害を受けたこど

もの心のケアのため、こども及び保護

者に対するカウンセリングや助言な

ど、関係機関が連携して支援を行いま

す。 

 

(エ) 交通事故抑止対策の推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

県内におけるこどもが関係する交

通事故は 10 年前と比べ約２分の１以

下まで減少しているものの、過去５年

こどもの交通事故を防止し、安全の

確保を図るため、関係機関と連携し、

通学路の点検や生活道路対策の実施
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間では、小学生は歩行中の事故が、中・

高校生は、自転車乗用中の事故が高い

割合を占めていることなどから、関係

機関・団体等と連携し、次代を担うこ

どもを交通事故から守るための対策

に取り組む必要があります。 

により、交通環境の整備を推進しま

す。 

また、交通ルールの遵守と交通マナ

ーを身につけさせるため、参加・体験・

実践型の安全教育を推進するととも

に、シートベルト・チャイルドシート

や全ての年齢層の自転車乗車時のヘ

ルメットの正しい着用が促進され、こ

どもの被害防止が図られるよう、関係

機関・団体と連携した広報啓発活動に

取り組みます。 

 

【指標】交通事故死傷者数（人） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

1,865 1,710 1,645 1,585 

    現状値は令和３年の値 

  

オ 仕事と生活を両立できる環境をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

年間総実労働時間が全国平均と比

較して長く、年次有給休暇取得率も全

国平均と比較して低い状況であるこ

とから、働き方改革の一層の推進等、

働きやすい職場づくりの取組が必要

です。 

いわてで働こう推進協議会を核と

した「いわて働き方改革推進運動」の

展開により、長時間労働の是正、年次

有給休暇の取得率向上、完全週休二日

制普及等の働き方改革の取組を推進

します。 

仕事と子育ての両立を支援する企

業の認証・表彰の実施などにより、子

育てにやさしい職場環境づくりを支

援します。 

 

【指標】いわて働き方改革推進運動参加事業者数（事業者）〔累計〕【再掲】 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

680 1,080 1,215 1,350 

 現状値は令和３年の値 

 

【指標】年次有給休暇の取得率（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

56.1 
(2023) 

61.8 

(2024) 

63.4 

(2025) 

65.0 

    現状値は令和２年の値 
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カ 快適で豊かな暮らしを支える生活環境をつくります 

(ア) 快適に暮らせる良質で環境に配慮した居住環境づくり 

現状・課題 主要な施策の概要 

岩手県子どもの生活実態調査によ

ると、家賃負担の少ない住居の確保が

望まれています。 

子育て中の世帯の入居を受け入れ

るセーフティネット住宅情報の提供

を推進します。公営住宅においては、

子育て世帯に対する入居収入基準の

緩和措置を実施します。 

子育てしやすい住宅環境の確保が

必要です。 

公営住宅の子育て世帯に対する入

居収入基準の緩和措置を実施すると

ともに、バリアフリー化などの整備を

推進し、居住水準の向上に努めます。 

 

キ 地域の暮らしを支える公共交通を守り、つながりや活力を感じられる地域コミュ

ニティを目指します 

(ア) 地域公共交通の利用促進 

現状・課題 主要な施策の概要 

買い物や通院、通学など住民の足と

なる交通手段の確保が求められてい

る中、誰もが利用しやすい環境を整備

するための取組が必要です。 

妊婦やこども連れの親子が公共交

通機関を安全かつ円滑に利用できる

よう、公共交通機関のバリアフリー化

を推進します。 

 

【指標】乗合バス事業者のノンステップバスの導入率（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

38.9 46.4 47.0 47.7 

 現状値は令和３年の値 

 

(イ) 持続可能な地域コミュニティづくり 

現状・課題 主要な施策の概要 

人口減少や少子高齢化の進行、新型

コロナの影響等によるコミュニティ

活動への参加の機会の減少等により

地域コミュニティの機能低下、担い手

不足が危惧されている中、地域ぐるみ

での子育て支援を促進するため、持続

可能な地域コミュニティづくりとコ

ミュニティを支える人材の育成に取

り組む必要があります。 

地域ぐるみでの子育て支援を促進

するため、地域づくり活動の担い手と

なる人材の育成を進めるとともに、市

町村と連携しながら、地域コミュニテ

ィ活性化のための取組を推進します。 
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【指標】活動中の元気なコミュニティ特選団体69数（団体） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

213 249 261 273 

    現状値は令和３年の値 

 

(ウ) 快適で魅力あるまちづくりの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

妊産婦やこどもを含むすべての人

が、安全かつ円滑に移動でき、快適に

過ごすことができるよう、ユニバーサ

ルデザインの視点に立ったまちづく

りの推進が必要です。 

すべての人が、安全かつ円滑に利用

できる環境の整備を進める「ひとにや

さしいまちづくり」に向け、「ひとにや

さしいまちづくり条例」に基づき、特

定公共的施設を新築する際の普及・啓

発の取組により、多くの人が利用する

施設のバリアフリー化を促進します。 

 

【指標】バリアフリー化に対応した特定公共的施設数（施設）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

105 114 117 120 

 現状値は令和３年の値 

 

ク 性別や年齢にかかわらず活躍できる社会をつくります 

現状・課題 主要な施策の概要 

誰もがその個性を認められ活躍で

きるよう、家庭、職場、地域社会など

あらゆる場におけるアンコンシャス・

バイアス（無意識の偏見）への気付き

や、ＬＧＢＴ 70等多様な性への理解向

上を促す必要があります。 

男女平等や多様な性について理解

し尊重するための教育・学習の機会の

提供、地域で活動する人材の養成や活

動支援、表彰を通じた機運の醸成など

に取り組みます。 

性別にかかわらず誰もが活躍でき

るよう、女性の職業生活における活躍

の推進や仕事と生活を両立できる環

境づくり、男女均等な雇用機会・待遇

の確保など雇用環境の整備などに取

り組む必要があります。 

学校教育等を通じ、男女の平等意識

や男女共同参画意識を啓発するとと

もに、家事、育児などの知識・技術の

習得を促進します。 

アンコンシャス・バイアス（無意識

の偏見）をなくし、性別にかかわらず

誰もが助け合える企業風土づくりに

向け、セミナーや企業見学会の開催を

                             
69 地域の課題解決を目指し、住民の主体的な参画によりそれぞれの地域で優れた活動を行っている、

県内の模範となる団体 
70 性的指向及び性自認に関し、次の言葉の頭文字をとって組み合わせた言葉。Ｌ：女性の同性愛者

(Lesbian：レズビアン)、Ｇ：男性の同性愛者（Gay：ゲイ）、Ｂ：両性愛者（Bisexual：バイセクシャ

ル）、Ｔ：こころの性とからだの性との不一致（Transgender：トランスジェンダー） 
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通じて、経営者の意識醸成や企業文化

の醸成の取組を促進します。 

「いわてで働こう推進協議会」を核

とした「いわて働き方改革推進運動」

の展開により、デジタル技術等を活用

した労働生産性の向上、長時間労働の

是正、休暇制度の整備などを促進し、

魅力ある職場環境づくりを進めます。 

女性の活躍推進に向けて積極的に

取り組む「いわて女性活躍認定企業」

等の普及を図るとともに、取組事例の

横展開を推進します。 

女性の就労確保や所得向上に向け

て、スキル習得などキャリア形成を支

援します。 

様々な状況に置かれている女性に

必要な支援情報が届くよう、ＳＮＳ等

の活用も含めた効果的な情報提供を

行います。 

 

【指標】出前講座受講者数（人）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

3,539 7,200 10,800 14,400 

 現状値は令和３年の値 

 

【指標】男女共同参画サポーター 71の男性認定者数（人）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

12 40 60 80 

 現状値は令和３年の値 

 

ケ 女性・若者・障がい者などの職業能力開発を支援します 

現状・課題 主要な施策の概要 

岩手の将来を担う若者をはじめ、女

性・高齢者・障がい者など、誰もが活

躍できる全員参加型社会の実現のた

めに、個々の特性や希望に応じて持て

る能力を最大限に発揮できる職業能

力の開発を支援する取組が必要です。 

若者、女性、高齢者、障がい者等働

く意欲のある全ての人の安定的な雇

用の確保等の促進に向けて、企業や経

済団体等に対する要請を行うなど、岩

手労働局や市町村等と連携して取り

組みます。 

                             
71 岩手県内の各地域や職場等において、「男女共同参画社会づくり」を推進する人材として平成 12 年

から県が養成している 
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現状・課題 主要な施策の概要 

女性の所得向上と多様で柔軟な働

き方を推進するため、デジタルスキル

の習得から就労マッチングまでの一

貫支援に取り組みます。【再掲】 

誰もが働きやすい労働環境の整備

の促進に向け、セミナーの開催などを

通じて、休暇制度やパワーハラスメン

ト防止対策など労働関係法令に関す

る知識の普及を図ります。 

 

【指標】離職者等を対象とした職業訓練の受講者の就職率（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

80.7 
(2022) 

80.0 

(2023) 

80.0 

(2024) 

80.0 

現状値は令和元年の値 

 

 

【指標】県立職業能力開発施設における県内に事業所がある企業への就職率（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

83.6 81.2 81.2 81.2 

        現状値は令和３年の値 

 

コ 若い世代の県内就業を促進し、Ｕ・Ｉターンを推進します 

現状・課題 主要な施策の概要 

県内では産業集積等に伴い、県内企

業の人手不足が続いており、特に、自

動車・半導体関連産業を中心に、もの

づくり人材のニーズが急増している

ことから、若者や女性等の県内就業及

びＵ・Ｉターンの更なる促進が求めら

れています。 

岩手県の人口の社会減は、18 歳の進

学・就職期と 22 歳前後の就職期に顕

著となっていることから、効果的な

Ｕ・I ターン対策とともに、地元定着

につながる取組を一層促進する必要

があります。 

就業支援員等による学校や企業訪

問・相談を通じて、高校生の就職及び

定着を支援するとともに、「ジョブカ

フェいわて」などを拠点として、キャ

リアカウンセリングや研修等により

若者や女性の就職活動や職場定着を

支援します。 

関係団体・機関が連携し新卒者の県

内就業率の向上や離職防止の取組を

進めます。特に、就職期の女性の地元

定着のための取組を推進します。 

首都圏等の相談窓口における相談

対応や市町村と連携したＵ・Ｉターン

イベント等の首都圏等在住者に対し

て訴求力の高い取組を進めるととも
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に、県外大学進学者の保護者への県内

企業の情報提供や、農林水産業、医療・

福祉等の各分野の人材確保の取組と

連携した情報発信により、多様なニー

ズに対応したＵ・Ｉターンを促進しま

す。 

 

【指標】岩手県内に将来働いてみたいと思う企業がある高校生の割合（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

－ 40.0 45.0 50.0 

  

【指標】ジョブカフェいわてのサービスを利用して就職決定した人数（人）〔累計〕 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

1,027 1,210 1,270 1,330 

 現状値は令和３年の値 

 

【指標】大卒者３年以内の離職率（％） 

現状値 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 

37.0 31.0 31.0 31.0 

 現状値は令和３年の値 

 

 

（７） 東日本大震災津波や様々な逆境的体験の影響を受けたこどもや保護者を支援する 

ア 被災によるトラウマ等を抱えるこどもや保護者を支援します 

(ア) 被災地のこどものこころのケアの推進 

現状・課題 主要な施策の概要 

東日本大震災津波により被災した

こどもの多くは、震災そのものによ

るトラウマやストレス等を抱えてい

る他、地域全体が被災したことによ

る環境の大きな変化や親の心身の不

調などによる影響等も受けており、

中長期的なこころのケアなどの支援

が必要です。 

東日本大震災津波におけるこども

のケアの経験から得られた知見や構

築された支援体制等を、これからの

こどもの心のケアの取組に活かして

いく必要があります。 

トラウマがこどもの発達にもたら

す長期的影響に関する知見を踏ま

え、震災そのものによるトラウマ体

験等の有無に関わらず、幅広くトラ

ウマインフォームドケア（※１）の

視点を持ち、被災地のこどもとその

家族への支援を実施します。 

今後、自然災害や感染症等の様々

な逆境的体験の影響を受けたこども

に対する心のケアが必要になる事態

も想定しながら、トラウマに対する

専門的な治療、専門スタッフの確

保、地域の子ども家庭支援者への研

修、トラウマケアに関する周知活動
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現状・課題 主要な施策の概要 

を一体的に実施し、こどもや家族へ

の心のケアを継続的に実施します。 

 ※１ トラウマインフォームドケア：支援に携わる人たちがトラウマについての

知識や対応を身に付け、支援の対象となる人たちに「トラウマがあるかもし

れない」という視点を持ってかかわる支援の枠組みのこと。 

 

(イ) 要保護児童への支援 

現状・課題 主要な施策の概要 

こどもたちの健全育成のためには、

支援者の資質向上が必要であり、国の

復興・創生期間終了後も、支援者のス

キルアップの機会をつくることがで

きるよう支援が必要です。 

教育・福祉・保健・医療等こどもに関

わる支援者が、こどものトラウマ支援

について正しく理解し、多職種協働に

よる支援が推進されるよう、研修やス

ーパーバイズ（※２）等を通じて支援

者の資質向上等を支援します。 

 東日本大震災に伴う被災者を取り

巻く環境の変化に対応し、安心して日

常生活を営むことができるよう、支援

が必要です。 

震災により住宅の全半壊など財産の

損失があった場合や、生計維持者の失

職等に伴い家庭の収入が震災前に比べ

減少した場合に市町村が行う保育料の

減免に対して支援を行います。 

被災孤児の成長に伴い、里親が抱え

る悩みや不安も変わっており、ニーズ

に応じた相談対応が必要です。 

被災孤児を養育する里親に対して、

こどもの養育方法や心理面のケアにつ

いて支援します。 

  ※２ スーパーバイズ：これから取り組もうとする支援、または今取り組んでい

る支援について、スーパーバイザー（学識経験者など）により、アドバイス・

指導をしてもらうこと 

 

イ 被災児童が安心して学べる環境を支援します 

現状・課題 主要な施策の概要 

東日本大震災津波により、被災した

児童生徒が経済的理由や本人・家族の

精神保健上の理由等により修学を断

念することがないよう、社会人になる

までの修学の支援や教育の充実を図

る必要があります。 

被災した児童生徒等が安心して学

ぶことにより希望する進路を実現で

きるよう、「いわての学び希望基金」の

活用などを通じて、就学支援・心理的

支援の充実を図ります。 
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第５章 計画推進に向けて                             

１ 計画の推進のための役割 

この計画の推進に当たり、保護者、子ども・子育て支援機関等、事業主及び県民

には、条例第３条に規定する基本理念などにのっとり、次の役割を担うことが期待

されます。 

 

（１）保護者 

自らが子育てについて最も重要な役割を担っているという認識の下、必要に応じ

て県、市町村及び子ども・子育て支援機関等による子ども・子育て支援の活用を図

りながら、子どもを健やかに育むこと。 

 

（２）子ども・子育て支援機関等 

子ども・子育て支援に関する専門的な知識及び経験を生かし、子ども・子育て支

援を行うとともに、県及び市町村が実施する子ども・子育て支援に関する施策に協

力するよう努めること。 

 

（３）事業主 

その雇用する労働者が安心して子どもを生み、育てることができるようにするた

めに必要な雇用環境の整備を行うとともに、県及び市町村が実施する子ども・子育

て支援に関する施策に協力するよう努めること。 

 

（４）県民 

      子ども・子育て支援についての関心と理解を深めるとともに、県及び市町村が実

施する子ども・子育て支援に関する施策に協力するよう努めること。 

 

（５）市町村 

      市町村は、住民に一番身近な存在として、こども施策の主体的な役割を担ってお

り、国のこども大綱や都道府県こども計画を勘案して、県、関係機関、団体等との

連携の下、住民ニーズを把握しながら、各市町村の実情に応じたきめ細やかな施策

を実施すること。 

 

２ 計画の推進体制 

計画の推進に当たっては、「岩手県子ども・子育て会議」、「岩手県青少年問題協議会」

等の場を通じて、年齢及び発達の過程に応じてこどもを含めた県民の意向を反映させ

るとともに、国や市町村、関係団体等との緊密な連携を図ります。 
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３ 施策の実施状況の公表と計画の見直し 

この計画の実施状況については、毎年度、前年度の実施状況を取りまとめ、公表し

ます。 

また、県民の子育てを支え、子どもを健やかに育むため、「岩手県子ども・子育て会

議」等の意見や、近年多発する自然災害、不測の社会経済環境の変化を踏まえ、柔軟

に計画内容の見直しを行い、効果的かつニーズに合った施策の推進に努めます。 
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いわてこどもプラン（2025～2029）に関する問合せ先 

岩手県保健福祉部子ども子育て支援室 

 〒020-8570 岩手県盛岡市内丸 10-1 

 電話  ：019-629-5461 

 ﾌｧｸｼﾐﾘ ：019-629-5464 

 Ｅメール：AD0007＠pref.iwate.jp   


